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昨
年
の
十
二
月
十
五
日
、
総
務

省
過
疎
対
策
室
の
過
疎
地
域
と
都

市
の
交
流
に
関
す
る
調
査
事
業
の

一
環
で
、
中
越
大
地
震
の
震
源
地

の
新
潟
県
川
口
町
を
訪
れ
た
。
そ

の
日
は
す
ば
ら
し
い
晴
天
で
あ
っ
た
が
、

す
で
に
一�
近
い
積
雪
が
あ
り
、
屋
根
の

雪
下
ろ
し
も
行
わ
れ
て
い
た
。
今
日
（
一

月
六
日
）
の
積
雪
は
中
心
部
で
二�
、
山

地
の
集
落
で
三�
と
の
こ
と
で
あ
る
。

　

川
口
町
は
町
制
三
〇
周
年
の
一
九
八
七

年
に
東
京
都
狛
江
市
と
友
好
都
市
の
調
印

を
行
い
、
翌
八
八
年
に
は
、
災
害
時
の
相

互
援
助
協
定
を
結
ん
で
い
る
。
交
流
は
そ

の
後
、
狛
江
市
で
の
町
の
物
産
展
や�
女

み
こ
し�
の

出
演
、
川
口

町
で
の
市
の

少
年
野
球
や

消
防
団
の
合

宿
な
ど
の
形

で
続
き
、
数

年
前
か
ら

は
、
食
材
を

持
ち
寄
っ
て
語
り
合
う
集
落
の
「
寄
り
合

い
っ
こ
」
に
市
民
が
参
加
し
た
り
、
多
摩

川
い
か
だ
レ
ー
ス
に
川
口
町
民
チ
ー
ム
が

参
加
す
る
と
い
う
、
市
民
レ
ベ
ル
の
交
流

が
始
ま
っ
た
。
そ
し
て
地
震
は
そ
の
矢
先

に
起
き
た
。

　

地
震
に
対
す
る
狛
江
市
の
対
応
は
驚
く

ほ
ど
敏
速
な
も
の
で
あ
っ
た
。
発
生
は
十

月
二
十
三
日
（
土
）
の
夕
刻
、
翌
朝
八
時

に
対
応
協
議
、
八
時
三
十
分
に
現
地
と
連

絡
が
取
れ
、
十
二
時
二
十
分
に
第
一
陣
が

毛
布
四
〇
〇
枚
、
十
五
時
三
十
五
分
に
第

二
陣
が
毛
布
三
二
〇
枚
と
仮
設
ト
イ
レ
二

〇
基
等
を
積
ん
で
出
発
。
さ
ら
に
現
地
の

要
望
に
合
わ
せ
て
、
第
三
陣
は
二
十
時
二

十
分
に
出
発
、
仮
設
ト
イ
レ
三
八
基
と

ペ
ー
パ
ー
、
投
光
器
、
発
電
機
、
生
理
用

品
な
ど
を
届
け
た
。
現
地
で
の
支
援
活
動

も
め
ざ
ま
し
く
、
救
援
本
部
は
十
一
月
初

旬
ま
で
活
躍
し
た
。
特
に
仮
設
ト
イ
レ
の

敏
速
な
搬
入
は
、
最
高
に
喜
ば
れ
た
と
い

う
。

　

こ
の
狛
江
市
の
支
援
は
、
も
ち
ろ
ん
災

害
相
互
援
助
協
定
に
基
づ
く
も
の
で
あ

る
。
し
か
し
農
山
村
の
災
害
に
対
し
、
都

市
の
側
が
こ
れ
ほ
ど
敏
速
に
立
派
な
対
応

を
し
て
く
れ
た
こ
と
は
、
お
そ
ら
く
川
口

町
の
人
た
ち
に
と
っ
て
、
想
定
外
に
あ
り

が
た
い
こ
と
だ
っ
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。

最
近
ま
で
の

わ
が
国
の
農

山
村
は
、
き

ち
ん
と
し
た

契
約
に
基
づ

く
よ
り
は
、

経
験
を
共
有

す
る
中
で
の

あ
い
ま
い
な
約
束
事
で
動
い
て
き
た
。
し

か
し
人
口
が
急
増
し
た
大
都
市
の
郊
外
で

は
、
論
理
的
・
シ
ス
テ
ム
的
に
、
自
治
の

し
く
み
を
ゼ
ロ
か
ら
つ
く
っ
て
い
か
ざ
る

を
得
な
い
。
こ
こ
に
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の

都
市
の
本
質
的
な
力
が
育
つ
。
そ
し
て
今

回
の
震
災
に
対
し
て
、
経
験
が
な
い
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
力
が
遺
憾
な
く
発
揮

さ
れ
た
こ
と
は
、
何
と
す
ば
ら
し
い
こ
と

で
あ
っ
た
か
。
農
山
村
の
側
が
都
市
か
ら

学
ぶ
べ
き
は
、
ま
さ
に
経
験
を
絶
対
視
し

な
い
、
論
理
的
・
シ
ス
テ
ム
的
な
暖
か
い

反
応
も
こ
の
世
に
あ
る
と
い
う
こ
と
で
は

な
か
ろ
う
か
。

太
田
川
の
シ
ロ
ウ
オ
漁
（
和
歌
山
県
那
智
勝
浦
町
）
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三
位
一
体
改
革
の
「
第
２
期
改
革
」
に
取

り
組
む
た
め
に
地
方
六
団
体
が
設
置
し
た

「
新
地
方
分
権
構
想
検
討
委
員
会
」の
初
会
合

が
、
１
月　

日
、
東
京
・
平
河
町
の
都
道
府

13

県
会
館
で
開
催
さ
れ
た
。

　
「
新
地
方
分
権
構
想
検
討
委
員
会
」
は
、
真

の
自
主
・
自
立
の
分
権
型
地
域
社
会
の
実
現

に
向
け
て
、
分
権
改
革
の
ビ
ジ
ョ
ン
と
平
成

　

年
度
以
降
の
改
革
の
進
め
方
を
審
議
し
、

19税
源
移
譲
を
含
め
た
地
方
行
財
政
制
度
の
構

築
に
つ
い
て
提
言
を
行
う
た
め
に
全
国
町
村

会
（
会
長
・
山
本
文
男
福
岡
県
添
田
町
長
）

な
ど
地
方
六
団
体
が
設
置
し
た
。
委
員
は
大

森　

彌
東
京
大
学
名
誉
教
授
な
ど
学
識
経
験

者
を
中
心
と
し
た　

名
。

16

　

会
合
で
は
、
は
じ
め
に
麻
生　

渡
全
国
知

事
会
会
長
（
福
岡
県
知
事
）
が
、「
分
権
改
革

の
「
第
１
期
改
革
」
で
３
兆
円
規
模
の
税
源

移
譲
は
実
現
し
た
が
、
そ
れ
に
見
合
う
だ
け

の
地
方
の
自
由
度
は
高
ま
っ
て
い
な
い
。　
19

年
度
以
降
も
引
き
続
き
「
第
２
期
改
革
」
を

進
め
る
た
め
、
残
さ
れ
た
税
財
源
の
問
題
、

権
限
移
譲
の
問
題
等
を
こ
の
委
員
会
で
審
議

し
、
新
し
い
分
権
日
本
像
を
示
し
て
い
き
た

い
。」
と
述
べ
た
。

　

引
き
続
き
委
員
長
に
神
野
直
彦
東
京
大
学

大
学
院
経
済
学
研
究
科
教
授
を
互
選
し
、
今

後
の
検
討
項
目
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
に
つ
い

て
審
議
し
た
。
委
員
長
に
選
任
さ
れ
た
神
野

教
授
は
、「
第
２
期
改
革
」
に
取
り
組
む
に
あ

た
っ
て
審
議
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
た
た
き

台
を
提
示
。
目
指
す
べ
き
社
会
・
政
府
像
な

ど
の
分
権
社
会
の
ビ
ジ
ョ
ン
や
、
国
と
地
方

の
税
源
配
分
、
地
方
交
付
税
の
あ
り
方
等
を

先
行
的
に
議
論
し
て
５
月
初
旬
を
目
途
に
提

言
を
と
り
ま
と
め
、
政
府
の
骨
太
方
針
に
反

映
さ
せ
た
い
旨
を
明
ら
か
に
し
た
。

　

委
員
会
で
は
、
５
月
の
提
言
の
後
、
行
政

面
で
の
分
権
改
革
の
推
進
、
国
・
地
方
を
通

じ
た
行
財
政
改
革
等
に
つ
い
て
今
年
中
に
議

論
す
る
予
定
。
同
日
、
小
委
員
会
を
設
置

し
、
細
か
な
論
点
を
整
理
し
て
い
く
方
針
も

決
め
た
。

　

ま
た
、
竹
中
平
蔵
総
務
大
臣
の
私
的
機
関

「
地
方
分
権　

世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
」（
座
長
・
大

21

田
弘
子
政
策
研
究
大
学
院
大
教
授
）
も　

日
12

に
初
会
合
を
開
き
、
地
方
交
付
税
制
度
の
あ

り
方
な
ど
、
地
方
財
政
に
関
す
る
議
論
を
始

め
て
お
り
、
委
員
か
ら
は
、
実
の
あ
る
改
革

を
実
現
し
て
い
く
た
め
に
は
、
本
委
員
会
と

「　

世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
」の
議
論
の
す
り
あ
わ
せ

21の
必
要
性
な
ど
が
指
摘
さ
れ
た
。

１月１３日、都道府県会館における初会合
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て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。

　

政
府
・
与
党
合
意
に
も
明
記
さ
れ
て
い

る
と
お
り
、
地
方
分
権
に
向
け
た
改
革
に

終
わ
り
は
な
い
。
平
成　

年
度
以
降
も
重

１９

な
る
改
革
を
強
力
に
推
進
す
る
と
と
も

に
、
地
方
公
共
団
体
が
住
民
に
対
し
て
責

任
を
持
っ
て
自
立
し
た
行
財
政
運
営
が
で

き
る
地
方
分
権
型
社
会
の
構
築
に
向
け
一

層
努
力
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

よ
っ
て
、今
後
国
に
お
い
て
は
、以
下
の

内
容
に
つ
い
て
実
現
す
る
よ
う
要
請
す
る
。

記

１
、
地
方
税
源
の
拡
充
強
化

　

国
と
地
方
の
最
終
支
出
の
比
率
と
租
税

収
入
の
比
率
に
お
い
て
大
き
な
乖
離
が
生

じ
て
い
る
。
地
方
が
真
に
自
主
的
、
自
立

的
な
行
財
政
運
営
を
行
う
た
め
に
は
、
国

か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
等
に
よ
り
地
方

税
の
充
実
を
図
り
、
こ
の
乖
離
を
縮
小
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

今
後
は
、
国
と
地
方
の
適
切
な
役
割
分

担
を
踏
ま
え
つ
つ
、地
方
が
担
う
べ
き
事
務

と
責
任
に
見
合
っ
た
税
源
配
分
に
向
け
て
、

抜
本
的
な
改
革
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。

２
、
地
方
交
付
税

　

地
方
公
共
団
体
が
、
地
域
に
必
要
な
行

政
需
要
に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、

適
切
な
地
方
財
政
計
画
の
策
定
を
通
じ
た

地
方
交
付
税
総
額
の
躍
保
恋
必
要
不
可
欠

で
あ
る
。ま
た
、地
方
交
付
税
算
定
の
透
明

化
を
図
る
と
と
も
に
、
地
方
交
付
税
を
政

府
の
政
策
誘
導
の
手
段
と
し
て
用
い
る
こ

と
は
、
今
後
、
順
次
縮
小
す
べ
き
で
あ
る
。

　

地
方
財
政
計
画
に
つ
い
て
は
、
地
方
公

共
団
体
の
財
政
需
要
が
投
資
か
ら
経
常
に

今
後
の
地
方
分
権
改
革
の

進
め
方
に
つ
い
て

　

昨
年
末
の
税
制
改
正
大
綱
や
地
方
財
政

対
策
及
び
政
府
予
算
案
に
お
い
て
、
小
泉

内
閣
総
理
大
臣
が
進
め
る
「
国
か
ら
地
方

へ
」
の
改
革
の
具
体
化
が
図
ら
れ
た
こ
と

は
、
今
後
の
地
方
分
権
を
進
め
る
上
で
大

き
な
前
進
で
あ
る
。し
か
し
な
が
ら
、国
庫

補
助
負
担
金
改
革
は
、
真
の
地
方
分
権
の

理
念
に
沿
わ
な
い
補
助
率
の
引
下
げ
や
交

付
金
化
な
ど
課
題
が
多
く
含
ま
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、「
基
本
方
針
２
０
０
５
」
等
の
趣

旨
を
踏
ま
え
て
地
方
交
付
税
な
ど
一
般
財

源
総
額
が
確
保
さ
れ
る
と
と
も
に
、
地
方

財
政
計
画
と
決
算
と
の
乖
離
に
つ
い
て
同

時
一
体
的
な
規
模
是
正
が
図
ら
れ
た
こ
と

は
、
国
と
地
方
の
一
定
の
信
頼
関
係
が
保

た
れ
た
も
の
と
受
け
止
め
る
。
し
か
し
、

平
成　

年
度
ま
で
の
改
革
の
期
間
中
、
地

１８

方
交
付
税
は
大
幅
に
削
減
さ
れ
、
極
め
て

厳
し
い
地
方
財
政
運
営
を
余
儀
な
く
さ
れ

　
「
地
方
財
政
に
関
す
る
総
務
大
臣
・
地
方
六
団
体
会
合
」
が
１
月　

日
、

18

総
務
省
で
開
か
れ
た
。

　

会
合
で
は
冒
頭
、
竹
中
平
蔵
総
務
大
臣
が
「
地
方
分
権
の
さ
ら
な
る
推

進
、
改
革
に
終
わ
り
は
な
い
。
今
後
も
中
長
期
的
観
点
か
ら
、
国
と
地
方

の
あ
り
方
に
つ
い
て
六
団
体
と
意
見
交
換
を
実
施
し
て
い
き
た
い
。
皆
さ

ん
と
協
力
し
て
分
権
の
推
進
に
全
力
で
取
り
組
む
所
存
で
あ
る
。」
と
挨

拶
。
続
い
て
地
方
六
団
体
を
代
表
し
て
麻
生　

渡
全
国
知
事
会
会
長
（
福

岡
県
知
事
）
が
挨
拶
に
た
ち
、「
昨
年
の
三
位
一
体
の
改
革
で
は
、
地
方
に

と
っ
て
画
期
的
な
３
兆
円
の
税
源
移
譲
が
実
現
し
、
高
く
評
価
す
る
。
一

方
で
補
助
金
、
負
担
金
の
率
の
引
き
下
げ
が
大
き
く
、
地
方
の
自
由
度
の

拡
大
に
は
つ
な
が
ら
な
か
っ
た
。
今
後
も
分
権
の
趣
旨
に
添
っ
た
「
第
２

期
改
革
」
を
引
き
続
き
進
め
な
く
て
な
ら
な
い
。」
と
述
べ
た
。

　

そ
の
後
、総
務
省
幹
部
か
ら
、今
国
会
に
提
出
が
予
定
さ
れ
て
い
る
地
方

交
付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
等
地
方
税
財
政
関
連
法
案
に
つ
い

て
の
説
明
が
あ
り
、
地
方
六
団
体
代
表
か
ら
の
意
見
陳
述
が
行
わ
れ
た
。

　

全
国
町
村
会
か
ら
は
、
石
原　

收
副
会
長
（
香
川
県
三
木
町
長
）
が
出

席
し
、「
町
村
に
と
っ
て
は
、
依
然
と
し
て
非
常
に
厳
し
い
財
政
状
況
で
あ

る
。
多
く
の
町
村
は
課
税
客
体
に
乏
し
い
た
め
、
地
方
交
付
税
へ
の
依
存

度
も
高
い
。
国
に
お
い
て
は
こ
の
よ
う
な
現
状
を
勘
案
し
て
い
た
だ
き
、

実
態
に
即
し
た
措
置
を
お
願
い
し
た
い
。」
と
意
見
を
述
べ
、
安
定
的
な
財

政
運
営
の
必
要
性
を
訴
え
た
。
地
方
六
団
体
が
要
請
し
た
「
今
後
の
地
方

分
権
改
革
の
進
め
方
に
つ
い
て
」
は
次
の
と
お
り
。
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活 動

変
化
し
て
い
る
実
態
を
的
確
に
反
映
さ

せ
、
引
き
続
き
、
計
画
と
決
算
と
の
乖
離

の
同
時
一
体
的
な
規
模
是
正
を
行
う
べ
き

で
あ
る
。

　

今
後
、国
に
お
い
て
は
、地
方
六
団
体
の

参
画
を
得
て
、「
中
期
地
方
財
政
ビ
ジ
ョ

ン
」を
早
急
に
策
定
す
る
と
と
も
に
、財
源

不
足
額
に
つ
い
て
、
臨
時
財
政
対
策
債
で

補
て
ん
す
る
こ
と
な
く
、
地
方
交
付
税
の

法
定
率
の
見
直
し
で
対
応
す
べ
き
で
あ
る
。

　

な
お
、所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ
の
税

源
移
譲
に
伴
う
地
方
交
付
税
の
原
資
の
影

響
額
に
つ
い
て
は
、地
方
交
付
税
の
法
定
率

の
引
上
げ
の
措
置
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

３
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
明

確
化
と
こ
れ
に
対
応
す
る
国
庫
補

助
負
担
金
改
革

　

平
成　

年
度
ま
で
の
国
庫
補
助
負
担
金

１８

改
革
は
、
国
の
負
担
率
の
引
下
げ
に
よ
る

も
の
が
含
ま
れ
て
い
る
な
ど
、
地
方
の
自

由
度
の
拡
大
と
い
う
観
点
か
ら
は
十
分
な

成
果
が
上
が
っ
て
い
な
い
。

　

今
後
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
明
確

化
し
、
負
担
の
原
則
を
確
立
し
た
う
え

で
、
地
方
の
自
由
度
の
拡
大
に
資
す
る
国

庫
補
助
負
担
金
改
革
を
進
め
て
い
く
べ
き

で
あ
る
。

･

４
、
国
に
よ
る
過
剰
な
関
与 
規
制

の
見
直
し

　
「
基
本
方
針
２
０
０
５
」
に
お
い
て
も
、

国
の
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
事
業
へ

の
細
部
に
わ
た
る
規
制
や
関
与
な
ど
を
大

胆
に
撤
廃
す
る
方
針
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
「
国
の
関
与
・
規
制
の
見

直
し
」
に
対
す
る
国
の
取
組
は
、
全
く
手

つ
か
ず
の
状
況
で
あ
る
。
例
え
ば
、
公
立

保
育
所
の
運
営
費
は
一
般
財
源
化
さ
れ
た

に
も
関
わ
ら
ず
規
模
や
設
置
場
所
等
国
の

規
制
が
残
り
、
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た

事
業
が
実
施
で
き
な
い
。
ま
た
、
中
山
間

地
域
総
合
整
備
事
業
に
よ
り
整
備
し
た
活

性
化
施
設
で
は
、
国
の
手
引
き
書
に
よ
り

直
売
施
設
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、

地
域
住
民
に
と
っ
て
は
、
地
元
農
産
物
、

特
産
物
等
の
販
路
拡
大
等
に
よ
る
地
域
農

業
の
活
性
化
に
資
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

な
ど
、
地
方
公
共
団
体
の
判
断
と
責
任
に

よ
る
行
財
政
運
営
を
阻
害
し
て
い
る
。

　

地
方
公
共
団
体
の
行
財
政
運
営
に
対
す

る
自
己
決
定
、
自
己
責
任
の
原
則
を
確
立

す
る
た
め
に
も
地
方
の
改
革
案
で
示
し
た

改
革
を
積
極
的
に
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

５
、
国
・
地
方
を
通
じ
た
行
財
政
改

革
の
推
進

 
　

地
方
の
行
財
政
改
革

　

地
方
公
共
団
体
は
、
こ
れ
ま
で
市
町
村

合
併
に
よ
る
行
政
組
織
の
再
編
統
合
や
、

国
に
先
ん
じ
て
行
財
政
改
革
を
実
行
し
、

国
を
上
回
る
大
幅
な
定
員
削
減
や
給
与

カ
ッ
ト
な
ど
、
懸
命
に
行
財
政
改
革
に
取

り
組
ん
で
い
る
。
地
方
歳
出
総
額
も
国
を

上
回
る
ぺ
ー
ス
で
こ
の　

年
間
に
お
い
て

１０

大
幅
に
削
減
し
て
き
て
い
る
。

　

今
後
と
も
、
納
税
者
で
あ
る
住
民
の
信

頼
に
応
え
る
べ
く
、
地
方
公
務
員
の
定
員

や
給
与
の
見
直
し
等
、
よ
り
一
層
徹
底
し

た
行
財
政
の
効
率
化
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

 
　

国
の
行
財
政
改
革

･

　

行
財
政
改
革
に
つ
い
て
は
、
国 
地
方

を
通
じ
た
改
革
が
必
要
で
あ
る
が
、
国
の

改
革
は
依
然
と
し
て
進
ん
で
い
な
い
。

「
国
か
ら
地
方
へ
」
の
構
造
改
革
を
進
め
、

地
方
に
権
限
と
財
源
を
移
す
「
地
方
分
権

改
革
」
を
推
進
す
る
こ
と
こ
そ
が
、
人
員

削
減
な
ど
国
・
地
方
を
通
じ
た
最
大
の
行

財
政
改
革
と
な
る
。

　

ま
た
、
国
は
、
地
方
分
権
の
視
点
か
ら

地
方
支
分
部
局
の
再
編
・
統
合
や
国
庫
補

助
負
担
金
改
革
を
進
め
、
定
員
削
減
を
含

め
た
国
家
公
務
員
の
配
置
の
見
直
し
、
国

の
事
務
の
抜
本
的
見
直
し
な
ど
、
遅
れ
て

い
る
国
の
行
財
政
改
革
を
徹
底
、
推
進
す

べ
き
で
あ
る
。

６
、「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
等

で
の
地
方
意
見
の
反
映

　

真
の
地
方
分
権
改
革
を
推
進
す
る
た

め
、「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
を
定
期
的

に
開
催
、
制
度
化
を
図
る
と
と
も
に
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
実
質
的
に
地
方
意
見
が
反

映
さ
れ
る
よ
う
な
運
営
を
す
る
こ
と
。

　
「
経
済
財
政
諮
問
会
議
」
に
お
い
て
も
、

地
方
六
団
体
の
代
表
者
が
各
議
員
と
意
見

交
換
す
る
機
会
を
設
け
、
平
成　

年
度
以

１９

降
の
改
革
に
関
す
る
地
方
の
意
見
を
「
基

本
方
針
２
０
０
６
」に
反
映
す
べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、「
地
方
財
政
に
関
す
る
総
務
大

臣
・
地
方
六
団
体
会
合
」も
定
期
的
に
開
催

し
、
積
極
的
に
活
用
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

　

な
お
、
地
方
六
団
体
に
お
い
て
は
、
今

後
の
地
方
分
権
改
革
の
進
め
方
や
内
容
に

つ
い
て
、「
新
地
方
分
権
構
想
検
討
委
員

会
」
で
も
検
討
し
、
具
体
的
に
提
言
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
総
務

大
臣
の
も
と
で
も
「
地
方
分
権　

世
紀
ビ

２１

ジ
ョ
ン
懇
談
会
」が
設
置
さ
れ
て
い
る
が
、

今
後
意
見
交
換
等
を
行
っ
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

△

会
合
に
出
席
し
た
石
原
全
国
町
村
会

　

副
会
長
（
中
央
）

△

竹
中
総
務
大
臣
と
総
務
省
幹
部
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政 策
 　

平
成　

年
度
の
我
が
国
経
済
は
、
年
央

１７

に
は
、
そ
れ
ま
で
の
輸
出
・
生
産
な
ど
に

見
ら
れ
た
弱
い
動
き
を
脱
し
、
景
気
は
緩

や
か
な
回
復
を
続
け
て
い
る
。
企
業
部
門

の
好
調
さ
が
、
雇
用
・
所
得
環
境
の
改
善

を
通
じ
て
家
計
部
門
へ
波
及
し
て
お
り
、

民
間
需
要
中
心
の
緩
や
か
な
回
復
が
続
く

と
見
込
ま
れ
る
。
し
か
し
、
デ
フ
レ
か
ら

の
脱
却
に
向
け
た
進
展
が
見
ら
れ
る
も
の

予
算
編
成
の
基
本
的
考
え
方

の
、
物
価
は
依
然
と
し
て
デ
フ
レ
状
況
に

あ
る
。
実
体
経
済
が
緩
や
か
に
回
復
し
、

デ
フ
レ
圧
力
の
低
下
に
よ
り
消
費
者
物
価

の
下
落
幅
は
縮
小
し
て
い
る
が
、
原
油
価

格
の
高
騰
に
よ
り
輸
入
物
価
が
上
昇
し
て

い
る
中
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
デ
フ
レ
ー
タ
ー
（
物
価

変
動
指
数
）
は
下
落
を
続
け
て
い
る
。

　
「
平
成　

年
度
の
経
済
見
通
し
と
経
済

１８

財
政
運
営
の
基
本
的
態
度
」
に
よ
れ
ば
、

政
府
は
、「
改
革
な
く
し
て
成
長
な
し
」、

「
民
間
に
で
き
る
こ
と
は
民
間
に
」、「
地

方
に
で
き
る
こ
と
は
地
方
に
」
と
の
方
針

の
下
、「
基
本
方
針
２
０
０
５
」
等
に
基
づ

き
、
郵
政
民
営
化
の
着
実
な
実
施
、
政
策

金
融
改
革
、
総
人
件
費
改
革
、
資
産
・
債

務
改
革
、
市
場
化
テ
ス
ト
に
よ
る
民
間
へ

の
業
務
開
放
・
規
制
改
革
等
を
通
じ
「
小

さ
く
て
効
率
的
な
政
府
」
を
実
現
す
る
と

と
も
に
、
規
制
・
金
融
・
税
制
・
歳
出
等

の
改
革
を
推
進
す
る
な
ど
、
各
分
野
に
わ

た
る
構
造
改
革
を
断
行
す
る
こ
と
に
よ

り
、
経
済
活
性
化
を
実
現
し
、
民
間
需
要

主
導
の
持
続
的
な
成
長
を
図
る
こ
と
と
し

て
い
る
。
ま
た
、
デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
を

確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
、
政
府
は
、
日

本
銀
行
と
一
体
と
な
っ
て
政
策
努
力
の
更

な
る
強
化
・
拡
充
を
図
る
ほ
か
、
今
後
と

も
、
経
済
情
勢
に
よ
っ
て
は
、
大
胆
か
つ

柔
軟
な
政
策
運
営
を
行
う
こ
と
と
し
て
い

る
。
平
成　

年
度
の
我
が
国
経
済
に
つ
い

１８

て
は
、
消
費
や
設
備
投
資
は
引
き
続
き
増

加
し
、
民
間
需
要
中
心
の
緩
や
か
な
回
復

を
続
け
る
と
見
込
ま
れ
、
物
価
に
つ
い
て

は
、
政
府
・
日
本
銀
行
が
一
体
と
な
っ
た

取
組
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
デ
フ
レ
脱
却

の
展
望
が
開
け
、
消
費
者
物
価
や
Ｇ
Ｄ
Ｐ

デ
フ
レ
ー
タ
ー
も
、
年
度
を
通
し
て
見
る

と
わ
ず
か
な
が
ら
プ
ラ
ス
に
転
じ
る
と
見

込
ま
れ
て
い
る
。

　

そ
う
し
た
中
で
、
明
年
度
の
地
方
財
政

は
、
地
方
財
政
計
画
の
規
模
の
抑
制
に
努

め
て
も
な
お
平
成　

年
度
に
引
き
続
き
大

１７

幅
な
財
源
不
足
の
状
況
に
あ
る
。
地
方
財

政
の
借
入
金
残
高
は
平
成　

年
度
末
に
は

１８

２
０
４
兆
円
に
達
す
る
見
込
み
と
な
っ
て

い
る
が
、
今
後
、
そ
の
償
還
負
担
の
一
層

の
増
加
や
社
会
保
障
関
係
経
費
の
自
然
増

が
見
込
ま
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ
に

よ
り
将
来
の
財
政
運
営
が
圧
迫
さ
れ
る
こ

と
が
強
く
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

　

現
下
の
極
め
て
厳
し
い
地
方
財
政
の
状

況
、
国
・
地
方
を
通
ず
る
財
政
構
造
改
革

の
必
要
性
を
踏
ま
え
る
と
、
引
き
続
き
、

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
地
方
分
権

の
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
簡
素
で
効
率
的
な

行
政
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
た
め
、
徹
底

し
た
行
政
改
革
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

歳
出
の
徹
底
し
た
見
直
し
に
よ
る
抑
制
と

重
点
化
を
進
め
、
ま
た
、
歳
入
面
で
も
自

主
財
源
に
つ
い
て
積
極
的
な
確
保
策
を
講

じ
る
な
ど
、
効
率
的
で
持
続
可
能
な
財
政

へ
の
転
換
を
図
る
こ
と
が
急
務
で
あ
る
。

　

平
成　

年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て

１８

は
、
こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
、
財
政

の
健
全
性
の
確
保
に
留
意
し
つ
つ
、
そ
れ

ぞ
れ
の
地
域
経
済
の
状
況
に
か
ん
が
み
、

個
性
と
工
夫
に
満
ち
た
魅
力
あ
る
都
市
と

地
方
の
形
成
、
循
環
型
社
会
の
構
築
・
地

球
環
境
問
題
へ
の
対
応
、
公
平
で
安
心
な

高
齢
化
社
会
・
少
子
化
対
策
等
の
地
域
の

課
題
に
重
点
的
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

地
域
経
済
の
活
性
化
と
地
域
雇
用
の
創
造

を
地
域
の
視
点
か
ら
推
進
し
、
地
域
再
生

に
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

１
、
平
成　

年
度
の
国
内
総
生
産
の
成
長

１８

率
は
、
名
目
２
・
０
％
程
度
、
実
質
１
・

９
％
程
度
と
見
込
ま
れ
て
い
る
が
、
景
気

の
動
向
は
地
域
や
業
種
に
よ
っ
て
異
な
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
経
済
動
向
を

十
分
踏
ま
え
て
適
切
な
財
政
運
営
を
行
う

よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。

２
、
地
方
分
権
を
一
層
推
進
す
る
た
め
に

　

総
務
省
は
１
月　

日
に
開
催
し
た
全
国
都
道
府
県
総
務
部
長
会
議
で
、
平

19

成　

年
度
の
地
方
財
政
の
見
通
し
や
地
方
団
体
に
お
け
る
財
政
運
営
上
の
留

18
意
点
を
盛
り
込
ん
だ
「
財
政
課
長
内
か
ん
」
を
示
し
た
。

　

内
か
ん
は
平
成　

年
度
の
地
方
財
政
に
つ
い
て
、
借
入
金
残
高
が　

年
度

18

18

末
に
２
０
４
兆
円
に
達
す
る
な
ど
大
幅
な
財
源
不
足
の
状
況
に
あ
り
、
地
方

団
体
に
お
い
て
は
、
分
権
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
簡
素
で
効
率
的
な
行
政
シ
ス

テ
ム
を
確
立
す
る
た
め
、
徹
底
し
た
行
政
改
革
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
歳

出
の
見
直
し
に
よ
る
抑
制
と
重
点
化
、
歳
入
に
つ
い
て
は
自
主
財
源
の
積
極

的
な
確
保
策
を
講
じ
る
な
ど
、
効
率
的
で
持
続
可
能
な
財
政
へ
の
転
換
を
図

る
こ
と
が
急
務
で
あ
る
と
し
た
。

　
　

年
度
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、財
政
の
健
全
性
に
留
意
し
つ
つ
、個
性

18
と
工
夫
に
満
ち
た
魅
力
あ
る
地
域
の
形
成
、循
環
型
社
会
の
構
築
・
地
球
環
境

問
題
へ
の
対
応
と
少
子
・
高
齢
化
対
策
等
の
課
題
に
重
点
的
に
取
り
組
み
、地

域
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
の
創
造
を
推
進
し
、
地
域
再
生
に
積
極
的
に
取
り

組
む
こ
と
を
要
請
し
て
い
る
。
財
政
課
長
内
か
ん
の
概
要
は
次
の
と
お
り
。
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は
、
地
方
公
共
団
体
が
総
力
を
挙
げ
て
行

財
政
改
革
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
適
切

に
説
明
責
任
を
果
た
し
、
各
団
体
の
取
組

状
況
を
比
較
可
能
な
形
で
分
か
り
や
す
く

示
す
な
ど
、
国
民
の
理
解
を
得
る
こ
と
が

不
可
欠
で
あ
る
。　　

　

総
務
省
に
お
い
て
は
、
平
成　

年
３
月

１７

　

日
に
「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行
政

２９改
革
の
推
進
の
た
め
の
新
た
な
指
針
」（
以

下
「
新
地
方
行
革
指
針
」
と
い
う
。）
を

策
定
し
、
平
成　

年
度
を
起
点
と
し
て
概

１７

ね
平
成　

年
度
ま
で
の
具
体
的
な
取
組
を

２１

明
示
し
た
「
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
を
平
成

　

年
度
中
に
公
表
す
る
こ
と
な
ど
、
各
地

１７方
公
共
団
体
に
対
し
、
積
極
的
な
取
組
を

要
請
し
た
。

　

ま
た
、
平
成　

年　

月　

日
に
閣
議
決

１７

１２

２４

定
さ
れ
た
「
行
政
改
革
の
重
要
方
針
」
に

お
い
て
は
、
基
本
方
針
２
０
０
５
で
要
請

し
た
４
・
６
％
以
上
の
純
減
確
保
に
向
け

た
各
地
方
公
共
団
体
の
真
摯
な
取
組
み
及

び
国
に
よ
る
定
員
関
係
の
基
準
の
見
直
し

に
よ
り
、
一
層
の
純
減
の
上
積
み
が
確
保

さ
れ
る
よ
う
取
り
組
む
と
す
る
な
ど
、
総

人
件
費
改
革
の
実
行
計
画
が
示
さ
れ
た
。

　

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら

の
状
況
を
踏
ま
え
て
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン

の
公
表
に
向
け
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
る

と
と
も
に
、
行
政
改
革
推
進
の
た
め
の
Ｐ

Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
（
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ→

Ｄ
ｏ→

Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋ→

Ａ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
の
サ
イ
ク

ル
）
を
確
立
し
、
こ
れ
を
積
極
的
に
活
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
不
断
に
行
政
改
革
に

取
り
組
ま
れ
た
い
。

３
、
定
員
及
び
給
与
に
つ
い
て
は
、
定
員

管
理
及
び
給
与
水
準
等
の
適
正
化
を
図

り
、
給
与
関
係
経
費
を
抑
制
す
る
と
と
も

に
、
公
務
の
能
率
的
運
営
を
推
進
さ
れ
た

い
。
特
に
、「
行
政
改
革
の
重
要
方
針
（
平

成　

年　

月　

目
閣
議
決
定
）
に
お
け
る

１７

１２

２４

総
人
件
費
改
革
の
実
行
計
画
に
つ
い
て
」

（
平
成　

年　

月　

日
付
け
総
務
省
公
務

１７

１２

２６

員
部
長
通
知
）
を
踏
ま
え
、
定
員
に
つ
い

て
は
、
新
地
方
行
革
指
針
を
踏
ま
え
た
真

摯
な
取
組
及
び
教
職
員
な
ど
国
に
よ
る
定

員
関
係
の
基
準
の
見
直
し
等
を
踏
ま
え
た

取
組
を
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
反
映
し
、
適

切
な
定
員
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　

給
与
に
つ
い
て
は
、「
地
方
公
務
員
の

給
与
改
定
に
関
す
る
取
扱
い
等
に
つ
い

て
」（
平
成　

年
９
月　

日
付
け
総
務
事
務

１７

２８

次
官
通
知
）
及
び
上
記
部
長
通
知
に
基
づ

き
、
地
域
民
間
給
与
の
適
切
な
反
映
、
年

功
的
な
給
与
上
昇
の
抑
制
、
勤
務
実
績
の

給
与
へ
の
反
映
を
内
容
と
す
る
国
家
公
務

員
の
給
与
構
造
改
革
を
踏
ま
え
た
給
与
構

造
の
見
直
し
を
速
や
か
に
実
施
さ
れ
た

い
。
ま
た
、
一
部
の
地
方
公
共
団
体
に
見

ら
れ
る
不
適
正
な
給
与
制
度
・
運
用
等
に

つ
い
て
は
、
速
や
か
に
是
正
さ
れ
た
い
。

　

退
職
手
当
に
つ
い
て
も
、「
職
員
の
退

職
手
当
に
関
す
る
条
例
（
案
）
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
（
案
）
等
に
つ
い
て
」（
平

成　

年
１
月　

日
付
け
総
務
省
公
務
員
部

１８

１８

長
通
知
）
を
参
考
に
、
速
や
か
に
条
例
等

の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
最
高
支
給

率
が
国
を
上
回
っ
て
い
る
団
体
や
退
職
時

の
特
別
昇
給
を
廃
止
し
て
い
な
い
団
体
に

お
い
て
は
、
早
急
に
是
正
措
置
を
講
じ
ら

れ
た
い
。

　

職
員
に
対
す
る
福
利
厚
生
事
業
に
つ
い

て
は
、
住
民
の
理
解
が
得
ら
れ
る
も
の
と

な
る
よ
う
、
点
検
・
見
直
し
を
行
い
、
事

業
の
適
正
化
を
図
ら
れ
た
い
。

　

な
お
、
給
与
及
び
定
員
管
理
の
状
況
の

公
表
に
つ
い
て
は
、
団
体
間
の
比
較
分
析

を
可
能
と
す
る
公
表
シ
ス
テ
ム
の
運
用
を

平
成　

年
３
月
に
開
始
す
る
予
定
で
あ

１８

り
、「「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
職
員
給

与
等
の
公
表
に
つ
い
て
」
の
全
部
改
正
に

つ
い
て
」（
平
成　

年
８
月　

日
付
け
総
務

１７

２９

事
務
次
官
通
知
）
に
沿
っ
て
、
公
表
を
行

わ
れ
た
い
。

　

職
員
の
人
材
育
成
に
つ
い
て
は
、
能

力
・
実
績
を
重
視
し
た
新
し
い
人
事
評
価

シ
ス
テ
ム
の
導
入
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、

公
正
か
つ
客
観
的
な
人
事
評
価
シ
ス
テ
ム

の
構
築
に
早
急
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

４
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
自

ら
の
財
政
状
況
を
分
析
し
、
事
務
事
業
の

見
直
し
、
歳
出
全
般
の
効
率
化
と
財
源
配

分
の
重
点
化
を
図
る
と
と
も
に
、
財
政
健

全
化
の
た
め
の
計
画
を
策
定
す
る
な
ど
自

主
的
か
つ
主
体
的
に
財
政
構
造
の
改
善
を

図
ら
れ
た
い
。

　

な
お
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン
等
に
基
づ
き

数
値
目
標
を
設
定
・
公
表
し
て
計
画
的
に

行
政
改
革
を
推
進
し
、
財
政
の
健
全
化
に

取
り
組
ん
で
い
る
地
方
公
共
団
体
に
つ
い

て
、
通
常
の
地
方
債
に
加
え
、
行
政
改
革

の
取
組
に
よ
り
将
来
の
財
政
負
担
の
軽
減

が
見
込
ま
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
さ
ら

に
行
政
改
革
推
進
債
を
充
当
で
き
る
こ
と

と
し
て
い
る
の
で
、
中
長
期
的
な
観
点
に

立
っ
た
適
切
な
財
政
運
営
の
確
保
に
十
分

配
慮
し
た
う
え
、
活
用
を
図
ら
れ
た
い
。

５
、
財
政
情
報
の
開
示
に
つ
い
て
は
、「
団

体
間
で
比
較
可
能
な
財
政
情
報
の
開
示
に

つ
い
て
」（
平
成　

年
６
月　

目
付
け
自
治

１７

２２

財
政
局
長
通
知
）
に
基
づ
き
「
財
政
比
較

分
析
表
」
の
作
成
・
公
表
や
決
算
の
早
期

開
示
な
ど
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
団

体
間
で
比
較
可
能
な
財
政
情
報
の
開
示
を

一
層
推
進
さ
れ
た
い
。

　

ま
た
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
及
び
行
政
コ

ス
ト
計
算
書
の
活
用
等
を
一
層
進
め
る
と

と
も
に
、
都
道
府
県
及
び
政
令
指
定
都
市

に
お
い
て
は
、
平
成　

年
度
決
算
に
つ
い

１７

て
、
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成
・
公

表
さ
れ
た
い
。

６
、「
行
政
改
革
の
重
要
方
針
」
に
お
い
て

「
小
さ
く
て
効
率
的
な
政
府
」
を
実
現
し
、

政
府
債
務
の
増
大
を
圧
縮
す
る
観
点
か

ら
、
地
方
に
お
い
て
も
、
国
と
同
様
に
資

産
・
債
務
改
革
に
積
極
的
に
取
り
組
む
と

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
各
地
方
公
共
団
体
に

お
い
て
は
、
資
産
・
債
務
の
実
態
把
握
、

管
理
体
制
状
況
を
総
点
検
す
る
と
と
も

に
、
未
利
用
財
産
の
売
却
促
進
等
に
つ
い

て
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

７
、
市
町
村
合
併
に
つ
い
て
は
、
平
成　
１１

年
３
月　

日
に
３
、
２
３
２
で
あ
っ
た
市

３１

町
村
数
が
、
本
年
３
月　

日
に
は
１
、
８

３１

２
１
と
な
る
見
込
み
で
あ
り
、
相
当
の
進

展
を
見
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

一
方
、
都
道
府
県
ご
と
に
進
捗
状
況
に

差
異
が
あ
る
こ
と
か
ら
、「
市
町
村
の
合

併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
」（
平
成　

年
１６

法
律
第　

号
。
以
下
「
合
併
新
法
」
と
い

５９

う
。）
に
基
づ
き
、
引
き
続
き
自
主
的
な
市

町
村
合
併
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ

の
た
め
、
昨
年
８
月
に
、
政
府
の
「
新
市

町
村
合
併
支
援
プ
ラ
ン
」
を
決
定
し
、
合

併
市
町
村
等
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
等
に
つ

い
て
も
所
要
の
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
て

い
る
の
で
、
各
種
支
援
等
の
活
用
を
図
ら

れ
た
い
。
ま
た
、
都
道
府
県
に
お
い
て

も
、
市
町
村
合
併
の
推
進
に
関
す
る
構
想

の
策
定
な
ど
、
引
き
続
き
市
町
村
合
併
を

積
極
的
に
推
進
さ
れ
た
い
。

８
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の
財
政
基
盤
の

強
化
等

　

国
民
健
康
保
険
事
業
の
厳
し
い
財
政
状

況
に
配
意
し
、
平
成　

年　

月
１
日
に
政

１７

１２

府
・
与
党
医
療
改
革
協
議
会
で
決
定
さ
れ

た
医
療
制
度
改
革
大
綱
を
踏
ま
え
、
国
民
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健
康
保
険
に
対
し
て
、
財
政
基
盤
の
強
化

の
た
め
の
支
援
措
置
を
次
の
と
お
り
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

 

都
道
府
県
が
、
市
町
村
の
国
保
財
政
安

定
の
た
め
に
必
要
な
取
組
等
に
対
し
交
付

す
る
都
道
府
県
調
整
交
付
金
に
つ
い
て

は
、
平
成　

年
度
以
降
、
給
付
費
等
の
７

１８

％
（
４
、
９
３
９
億
円
）
と
す
る
こ
と
と

し
、
そ
の
所
要
額
に
つ
い
て
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
に
一
般
財
源
化
さ
れ
た
保

１７

険
料
軽
減
制
度
に
つ
い
て
は
、
国
保
被
保

険
者
の
保
険
料
負
担
の
緩
和
を
図
る
観
点

か
ら
、
引
き
続
き
、
そ
の
所
要
額
（
３
、

８
４
７
億
円
（
都
道
府
県
３
／
４
、
市
町

村
１
／
４
））に
つ
い
て
地
方
交
付
税
措
置

を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
ま
で
の
暫
定
措
置
と
さ
れ

１７

て
い
た
保
険
者
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、

低
所
得
者
を
多
く
抱
え
る
保
険
者
を
支
援

す
る
観
点
か
ら
、
平
成　

年
度
以
降
も
継

１８

続
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の
所
要
額
（
８
４

４
億
円
（
国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
４
、

市
町
村
１
／
４
））に
つ
い
て
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
ま
で
の
暫
定
措
置
と
さ
れ

１７

て
い
た
高
額
医
療
費
共
同
事
業
に
つ
い
て

は
、
交
付
基
準
額
を　

万
円
以
上
か
ら　

７０

８０

万
円
以
上
に
引
き
上
げ
た
上
で
、
平
成　
１８

年
度
以
降
も
継
続
す
る
こ
と
と
し
て
い
る

こ
と
。
そ
の
際
、
市
町
村
国
保
の
拠
出
金

に
対
し
、
国
及
び
都
道
庫
県
に
お
い
て
そ

の
一
部
を
負
担
す
る
こ
と
と
し
（
１
、
８

１
８
億
円
（
国
１
／
４
、
都
道
府
県
１
／

４
、
市
町
村
国
保
１
／
２
））、
所
要
額
に

つ
い
て
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
都
道
府
県
内
の
市
町
村
国
保
間

の
保
険
料
の
平
準
化
、
財
政
の
安
定
化
を

図
る
た
め
、
一
件　

万
円
以
上
の
医
療
費

３０

に
つ
い
て
、
都
道
府
県
単
位
で
市
町
村
国

保
の
拠
出
に
よ
る
保
険
財
政
共
同
安
定
化

事
業
（
仮
称
）
を
平
成　

年　

月
か
ら
実

１８

１０

施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
ま
で
の
暫
定
措
置
と
さ
れ

１７

て
い
た
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
に
つ

い
て
は
、
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業

（
仮
称
）
の
創
設
の
影
響
も
踏
ま
え
、
事
業

内
容
を
見
直
し
た
上
で
、
平
成　

年
度
以

１８

降
も
継
続
す
る
こ
と
と
し
、
所
要
の
地
方

交
付
税
措
置
（
１
、
０
０
０
億
円
）
を
講

じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

上
記
の
う
ち
、
保
険
者
支
援
制
度
、
高

額
医
療
費
共
同
事
業
、
保
険
財
政
共
同
安

定
化
事
業
（
仮
称
）
及
び
国
保
財
政
安
定

化
支
援
事
業
に
つ
い
て
は
、
平
成　

年
度

２１

ま
で
の
暫
定
措
置
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

以
上
の
ほ
か
、
医
療
制
度
改
革
の
一
環

と
し
て
、
特
に
生
活
習
慣
予
防
の
た
め
の

取
組
体
制
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
、
健
康
寿
命
の
延
長
・
生
活
の
質

の
向
上
を
目
標
と
し
た
健
康
づ
く
り
や
疾

病
予
防
を
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団

体
に
お
け
る
生
活
習
慣
改
善
に
向
け
た
普

及
啓
発
等
の
取
組
に
対
し
て
、
引
き
続
き

地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て

い
る
こ
と
。

 

な
お
、
医
療
制
度
改
革
大
綱
に
お
い

て
、
平
成　

年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
後

２０

期
高
齢
者
医
療
制
度
の
財
政
運
営
に
つ
い

て
は
、
都
道
府
県
単
位
で
全
市
町
村
が
加

入
す
る
広
域
連
合
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て

お
り
、
平
成　

年
の
通
常
国
会
に
関
連
法

１８

案
が
提
出
さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
の

で
、
留
意
さ
れ
た
い
こ
と
。

９
、
公
債
費
負
担
対
策

　

地
方
公
共
団
体
の
公
債
費
負
担
の
軽
減

を
図
る
た
め
、
普
通
会
計
に
お
け
る
高
金

利
の
公
的
資
金
に
係
る
地
方
債
に
対
す
る

特
別
交
付
税
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、

一
定
の
公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
に
係
る

公
営
企
業
債
に
つ
い
て
の
借
換
え
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

 

普
通
会
計
に
お
け
る
高
金
利
の
公
的
資

金
に
係
る
地
方
債
に
対
す
る
特
別
交
付
税

措
置
は
、
従
来
分
と
し
て
、

ア
、
平
成　

年
度
の
起
債
制
限
比
率
（
３

１６

か
年
平
均
）
が
全
国
平
均
以
上

イ
、
平
成　

年
度
の
経
常
収
支
比
率
が
全

１６

国
平
均
以
上

ウ
、
平
成　

年
度
の
財
政
カ
指
数
（
３
か

１６

年
平
均
）
が
全
国
平
均
以
下

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
方
公
共
団
体

を
対
象
と
し
て
、
利
率
７
・
０
％
以
上
の

地
方
債
に
つ
い
て
、
利
率
４
・
０
％
を
超

え
る
利
子
部
分
を
措
置
対
象
と
し
て
い
る

こ
と
。

　

ま
た
、
重
点
措
置
分
と
し
て
、
平
成　
１６

年
度
の
起
債
制
限
比
率
（
３
か
年
平
均
）

が
全
国
平
均
以
上
か
つ
平
成　

年
度
の
財

１６

政
力
指
数
（
３
か
年
平
均
）
が
全
国
平
均

以
下
の
市
町
村
を
対
象
と
し
て
、
利
率

４
・
０
％
超
７
・
０
％
未
満
の
地
方
債
の

利
子
に
つ
い
て
、
措
置
対
象
に
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
こ
と
。

 

公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
に
係
る
公
営

企
業
借
換
債
に
つ
い
て
は
、
資
本
費
負
担

が
著
し
く
高
い
一
定
の
地
方
公
営
企
業
を

対
象
と
し
た
従
来
分
に
つ
い
て
借
換
枠
を

１
、
０
０
０
億
円
（
利
率
要
件
６
・
０
％

以
上
）
と
し
て
い
る
ほ
か
、
臨
時
特
例
措

置
と
し
て
、
利
率
７
・
３
％
以
上
の
一
定

の
公
営
企
業
債
に
つ
い
て
借
換
枠
を
１
、

０
０
０
億
円
と
し
、
地
方
債
計
画
に
総
額

２
、
０
０
０
億
円
（
前
年
度
２
、
０
０
０

億
円
）
計
上
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
公
債
費
負
担
が
重
く
、
自
主
的

に
公
債
費
負
担
適
正
化
計
画
を
策
定
し
た

市
町
村
に
対
し
て
は
、
引
き
続
き
同
計
画

の
対
象
と
さ
れ
た
地
方
債
の
利
子
等
の
一

部
に
対
し
所
要
の
地
方
財
政
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
公
的
資
金
を
民
間
資
金
に
借

換
え
る
こ
と
に
よ
り
公
債
費
負
担
の
平
準

化
を
図
る
こ
と
と
す
る
団
体
に
対
し
、
公

的
資
金
の
借
換
え
に
伴
い
必
要
と
な
る
補

償
金
を
含
め
た
所
要
資
金
の
全
額
を
借
換

債
の
対
象
と
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、
投
資
的
経
費
に
係
る
地
方
単
独
事
業

１０に
つ
い
て
は
、
ハ
ー
ド
か
ら
ソ
フ
ト
ヘ
政

策
転
換
を
進
め
る
地
方
の
実
情
に
応
じ
、

地
方
財
政
計
画
の
歳
出
に
つ
い
て
投
資
的

経
費
と
経
常
的
経
費
の
一
体
的
な
か
い
離

是
正
を
昨
年
度
に
引
き
続
き
行
っ
た
と
こ

ろ
で
あ
り
、
こ
の
結
果
、「
基
本
方
針
２
０

０
３
」に
沿
っ
た
抑
制
分（
４
、０
０
０
億

円
の
減
）と
一
体
的
か
い
離
是
正
分（
２
兆

円
の
減
）と
を
あ
わ
せ
て
、前
年
度
比
２
兆

４
、
０
０
０
億
円
減
の　

兆
９
０
０
億
円

１０

程
度（
施
設
整
備
費
の
一
般
財
源
化
分
を

含
む
。）を
計
上
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

こ
の
額
は
、
前
年
度
の
額
に
比
し
て

　

・
２
％
の
域
と
な
っ
て
い
る
が
、
か
い

１９離
是
正
分
を
除
い
た
場
合
は
３
・
２
％
の

減
で
あ
り
、
地
方
公
共
団
体
の
予
算
編
成

に
当
た
っ
て
は
、
こ
の
増
減
率
を
参
考
と

し
て
、
地
域
の
実
情
に
即
し
て
、
生
活
関

連
基
盤
の
整
備
や
地
域
経
済
の
振
興
等
に

必
要
な
事
業
を
実
施
さ
れ
た
い
。

　

ま
た
、「
地
域
活
性
化
事
業
」
に
お
い

て
、「
循
環
型
社
会
形
成
事
業
」、「
少
子
・

高
齢
化
対
策
事
業
」、「
地
域
資
源
活
用
促

進
事
業
」、「
都
市
再
生
事
業
」
及
び
「
地

域
情
報
通
信
基
盤
整
備
事
業
」に
つ
い
て
、

地
方
債
及
び
地
方
交
付
税
に
よ
る
措
置
を

講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
の
で
、
活
用
を
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政 策

図
ら
れ
た
い
。

　

、「
地
域
再
生
関
連
対
策
」
と
し
て
、

１１国
の
認
定
を
受
け
た
地
域
再
生
計
画
に
基

づ
く
事
業
に
つ
い
て
所
要
の
地
方
債
措
置

を
講
じ
る
こ
と
と
す
る
ほ
か
、
ア
ウ
ト

ソ
ー
シ
ン
グ
等
の
促
進
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
サ
ー
ビ
ス
事
業
等
の
活
性
化
、
Ｉ

Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
地
域
通
貨
の
導
入
・
普

及
、
ひ
と
づ
く
り
、
安
心
・
安
全
な
地
域

づ
く
り
及
び
観
光
振
興
に
要
す
る
経
費
に

つ
い
て
、
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

　

、「
地
域
を
支
え
る
人
づ
く
り
事
業
」
と

１２し
て
、
Ｕ
、Ｊ
、Ｉ
タ
ー
ン
の
促
進
等
地
域

を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
定
着
や
育
成
等

に
要
す
る
経
費
に
対
し
て
引
き
続
き
地
方

交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
地
域
文
化
振
興
対
策
」
と
し
て
、

１３住
民
の
芸
術
文
化
活
動
の
支
援
、
創
造
的

で
文
化
的
な
ま
ち
づ
く
り
、
地
域
文
化

財
・
歴
史
的
遺
産
の
活
用
に
よ
る
地
域
お

こ
し
等
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
引
き

続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

　

、「
科
学
技
術
振
興
対
策
」
と
し
て
、

１４地
域
に
お
け
る
科
学
技
術
の
振
興
に
向
け

た
地
方
団
体
の
自
主
的
か
つ
戦
略
的
な
事

業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て

い
る
。

　

、「
Ｉ
Ｔ
新
改
革
戦
略
」（
平
成　

年
１

１５

１８

月
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
推

進
戦
略
本
部
策
定
）
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、

各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
も
、
住
民
基

本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
、
住
民

基
本
台
帳
カ
ー
ド
及
び
公
的
個
人
認
証

サ
ー
ビ
ス
等
を
活
用
し
た
電
子
自
治
体
の

実
現
を
は
じ
め
、
地
域
の
情
報
化
を
一
層

推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

こ
の
た
め
、
既
存
業
務
の
見
直
し
や
、

都
道
府
県
単
位
等
の
シ
ス
テ
ム
の
広
域
的

整
備
等
に
よ
り
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向

上
、
地
方
公
共
団
体
の
業
務
改
革
及
び
地

域
に
お
け
る
情
報
関
連
産
業
の
育
成
な
ど

の
効
果
を
も
た
ら
す
電
子
自
治
体
の
実
現

に
向
け
て
、積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

　

こ
の
よ
う
な
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、

「
地
域
情
報
化
推
進
事
業
」
と
し
て
、
電
子

自
治
体
の
推
進
に
要
す
る
経
費
及
び
地
域

住
民
の
情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
等
誰
も

が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
用
で
き
る
社
会
を
実
現
す

る
た
め
の
取
組
に
要
す
る
経
費
に
つ
い

て
、
引
き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
わ
が
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
」
と
し

１６て
、
住
民
に
よ
る
話
し
合
い
の
場
づ
く
り

や
そ
の
結
果
を
受
け
た
取
組
に
対
す
る
市

町
村
の
支
援
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
引

き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

、「
地
域
経
済
新
生
事
業
」
と
し
て
、

１７ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
等
へ
の
支
援
や
販
路
開

拓
支
援
等
に
要
す
る
経
費
に
対
し
て
、
引

き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

、「
地
域
経
済
活
性
化
対
策
」
と
し
て
、

１８引
き
続
き
、
ふ
る
さ
と
融
資
に
よ
る
支
援

措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
新
技
術
の
開

発
支
援
や
貸
工
場
、
直
販
施
設
等
の
整
備

に
要
す
る
経
費
に
対
し
て
も
地
方
財
政
措

置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、

日
本
政
策
投
資
銀
行
の
融
資
制
度
に
つ
い

て
、
一
定
の
要
件
の
下
に
金
利
の
一
部
引

下
げ
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

な
お
、
ふ
る
さ
と
融
資
制
度
に
つ
い
て

は
、
離
島
地
域
及
び
特
別
豪
雪
地
帯
に
お

け
る
融
資
比
率
の
引
上
げ
及
び
融
資
限
度

額
全
体
の
引
上
げ
の
特
例
措
置
を
、
一
部

の
地
域
の
融
資
限
度
額
の
見
直
し
を
行
っ

た
上
で
平
成　

年
３
月　

日
ま
で
、
加
入

１９

３１

者
系
光
フ
ァ
イ
バ
ー
網
等
の
整
備
に
係
る

特
例
措
置
を
平
成　

年
３
月　

日
ま
で
、

２１

３１

そ
れ
ぞ
れ
延
長
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
ほ

か
、
新
た
に
「
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別

措
置
法
」（
平
成　

年
法
律
第　

号
）第　

１２

１５

３３

条
第
１
項
及
び
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
過

疎
地
域
と
み
な
さ
れ
る
区
域
（
廃
置
分
合

等
前
の
過
疎
地
域
に
限
る
。）
に
つ
い
て
、

過
疎
地
域
と
同
様
の
融
資
比
率
及
び
融
資

限
度
額
を
適
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
中
小
企
業
金
融
対
策
」
に
つ
い
て

１９は
、
中
小
企
業
へ
の
資
金
供
給
の
円
滑
化

を
図
る
た
め
、
引
き
続
き
金
融
機
関
に
対

す
る
預
託
等
に
係
る
地
方
交
付
税
措
置
を

講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
中
心
市
街
地
再
活
性
化
特
別
対
策

２０事
業
」
と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
が
計
画

的
、
総
合
的
に
実
施
す
る
中
心
市
街
地
再

活
性
化
の
た
め
の
事
業
に
つ
い
て
、
地
方

公
共
団
体
が
所
有
権
を
有
し
て
い
な
い
既

存
施
設
を
公
共
施
設
と
し
て
リ
ニ
ュ
ー
ア

ル
す
る
場
合
に
新
た
に
地
方
財
政
措
置
を

講
じ
る
と
と
も
に
、
都
市
再
生
対
策
の
観

点
か
ら
行
う
調
査
・
研
究
等
に
要
す
る
経

費
に
対
し
て
も
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。
特
に
、
支
援
の
重

点
を
基
本
計
画
の
策
定
か
ら
計
画
の
効
果

的
実
施
に
移
し
て
い
く
と
の
観
点
か
ら
、

計
画
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
事
業
の
具
体
化

や
、
既
に
策
定
さ
れ
た
基
本
計
画
の
再
評

価
に
つ
い
て
重
点
的
に
支
援
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

、「
農
山
漁
村
地
域
活
性
化
対
策
」
と
し

２１て
、
農
山
漁
村
地
域
の
生
活
環
境
の
整
備

や
都
市
と
農
山
漁
村
の
共
生
・
対
流
等
を

促
進
す
る
地
方
単
独
事
業
や
国
の
施
策
と

の
連
携
事
業
に
要
す
る
経
費
に
対
し
て
所

要
の
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し

て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
国
の
施
策
に
応
じ

て
単
独
事
業
と
し
て
行
う
「
農
地
・
農
業

用
水
等
の
資
源
の
保
全
向
上
活
動
」
に
つ

い
て
も
、
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

、「
森
林
・
林
業
振
興
対
策
」
と
し
て
、

２２山
村
地
域
の
基
幹
的
産
業
で
あ
る
林
業
・

木
材
産
業
の
振
興
対
策
を
推
進
し
、
ま

た
、
森
林
の
適
正
管
理
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
地
球
温
暖
化
防
止
対
策
に
資
す
る
と

と
も
に
、
山
村
地
域
の
活
性
化
を
促
進
す

る
た
め
の
経
費
に
つ
い
て
、
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、
緑
の
雇
用
担
い
手
対
策
に

つ
い
て
は
、
国
の
制
度
見
直
し
に
伴
い
、

国
と
地
方
が
連
携
し
一
体
的
に
対
策
を
実

施
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
後
の
就
業
者
の

定
着
条
件
整
備
も
合
わ
せ
て
行
う
新
た
な

緑
の
雇
用
担
い
手
対
策
と
し
て
見
直
し
を

行
い
、
国
の
施
策
に
合
わ
せ
平
成　

年
度

２２

ま
で
、
地
方
単
独
事
業
に
要
す
る
経
費
に

対
し
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
か
ら
、
森
林
の
公

１８

益
的
機
能
を
維
持
増
進
さ
せ
る
た
め
、
伐

期
延
長
や
複
層
林
化
に
よ
る
人
工
林
の
天

然
林
化
を
促
進
す
る
地
方
公
共
団
体
の
取

組
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま

た
、
森
林
の
公
益
的
機
能
を
維
持
増
進
さ

せ
る
た
め
の
取
組
を
行
う
林
業
公
社
に
対

す
る
地
方
公
共
団
体
の
利
子
補
給
に
要
す

る
経
費
に
つ
い
て
は
、
特
別
交
付
税
措
置

を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
生
活
交
通
確
保
対
策
」
と
し
て
、

２３地
方
バ
ス
の
運
行
に
関
し
地
方
公
共
団
体

が
地
域
協
議
会
に
お
け
る
検
討
等
に
基
づ

き
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
路
線
バ
ス
の
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維
持
等
の
対
策
を
講
じ
る
た
め
に
要
す
る

経
費
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、
姉
妹
都
市
交
流
を
通
じ
た
国
際
観
光

２４の
一
層
の
推
進
を
図
る
た
め
、
引
き
続
き

姉
妹
都
市
交
流
に
係
る
地
方
交
付
税
措
置

を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、

「
観
光
立
国
推
進
対
策
」
と
し
て
、「
観
光

立
国
行
動
計
画
」（
平
成　

年
７
月
観
光
立

１５

国
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）
等
を
踏
ま
え
た

宣
伝
・
広
告
、受
入
れ
体
制
の
整
備
、外
国

人
向
け
観
光
の
企
画
調
査
等
地
方
公
共
団

体
に
よ
る
外
国
人
観
光
客
の
誘
数
等
へ
の

自
主
的
取
組
に
対
し
て
、
引
き
続
き
地
方

交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、
小
学
校
専
属
Ａ
Ｌ
Ｔ
（
外
国
語
指
導

２５助
手
）
の
増
員
、
国
際
経
済
交
流
や
多
文

化
共
生
の
推
進
等
の
分
野
に
お
け
る
国
際

交
流
員
（
Ｃ
Ｉ
Ｒ
）
の
活
用
な
ど
、
外
国

青
年
招
致
事
業
（
Ｊ
Ｅ
Ｔ
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

に
つ
い
て
引
き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
地
域
の
国
際
化
を
推
進
す
る
た

め
、
国
際
交
流
・
国
際
協
力
施
策
に
要
す

る
経
費
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
地
方
交
付

税
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
治
安
維
持
特
別
対
策
」
と
し
て
、

２６警
察
官
３
、
５
０
０
人
の
増
員
を
見
込
む

と
と
も
に
、
交
番
相
談
員
や
ス
ク
ー
ル
サ

ポ
ー
タ
ー
等
の
配
置
、
地
域
住
民
と
警
察

署
と
の
連
絡
シ
ス
テ
ム
の
整
備
、
自
主
防

犯
活
動
に
対
す
る
支
援
、
地
域
住
民
の
防

犯
意
識
の
高
揚
等
治
安
の
維
持
・
犯
罪
の

抑
止
対
策
に
係
る
人
的
・
物
的
基
盤
の
充

実
強
化
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
引
き

続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

　

、「
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
」
と
し

２７て
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
に
よ
る
ま

ち
づ
く
り
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
活
動
の
活
性
化

を
推
進
す
る
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ
い

て
、
引
き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
公
営
交
通
や
民
間
施
設
等
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化
に
対
す
る
支
援
に
対
し

て
、
地
方
債
又
は
地
方
交
付
税
に
よ
る
措

置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
な
お
、

公
共
施
設
等
に
お
け
る
音
声
標
識
ガ
イ
ド

装
置
の
設
置
等
に
対
し
引
き
続
き
特
別
交

付
税
に
よ
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て

い
る
。

　

、「
介
護
保
険
制
度
支
援
対
策
」
と
し

２８て
、
引
き
続
き
地
方
公
共
団
体
が
地
域
の

実
情
に
応
じ
た
取
組
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
よ
う
、
介
護
保
険
事
業
計
画
の
策
定
、

広
報
啓
発
、
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
及
び
ケ
ア

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
育
成
等
に
要
す
る
経
費

に
つ
い
て
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

　

、「
地
域
環
境
保
全
・
創
造
対
策
」
と

２９し
て
、
環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
、
自
然

と
調
和
し
た
循
環
型
社
会
の
形
成
を
推
進

す
る
た
め
、
地
球
温
暖
化
防
止
対
策
、
自

然
共
生
型
社
会
の
構
築
、
廃
棄
物
の
発
生

抑
制
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
に
要
す
る
経

費
に
つ
い
て
、
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、「
国
土
保
全
対
策
」
と
し
て
、
国
土

３０保
全
の
見
地
か
ら
の
農
地
、
森
林
等
の
管

理
対
策
、
後
継
者
対
策
、
第
三
セ
ク
タ
ー

の
活
用
等
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
引

き
続
き
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

、「
防
災
対
策
事
業
」
と
し
て
、
災
害

３１等
に
強
い
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
を
推

進
す
る
た
め
、
防
災
基
盤
の
整
備
や
公
共

施
設
等
の
耐
震
化
等
の
防
災
対
策
に
つ
い

て
、
地
方
債
及
び
地
方
交
付
税
に
よ
る
措

置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国

民
の
保
護
の
観
点
か
ら
必
要
と
な
る
設
備

整
備
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

な
お
、
平
成　

年
７
月
の
中
央
防
災
会

１７

議
で
は
東
海
地
震
、
東
南
海
・
南
海
地
震

に
係
る
地
震
防
災
戦
略
の
策
定
、
防
災
拠

点
と
な
る
公
共
施
設
等
の
耐
震
化
に
つ
い

て
数
値
目
標
を
設
定
す
る
な
ど
の
計
画
的

か
つ
効
果
的
な
実
施
に
つ
い
て
、
防
災
基

本
計
画
の
修
正
が
な
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ

る
の
で
、
こ
れ
ら
の
こ
と
を
踏
ま
え
て
、

耐
震
化
の
促
進
や
津
波
対
策
の
推
進
等
に

努
め
ら
れ
た
い
。

　

、「
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国
民

３２の
保
護
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
」

に
基
づ
く
、
国
民
保
護
計
画
作
成
や
住
民

に
対
す
る
普
及
啓
発
、
国
民
保
護
訓
練
の

実
施
等
の
経
費
に
つ
い
て
、
地
方
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
市
町
村
の
国
民
保

護
計
画
及
び
指
定
地
方
公
共
機
関
の
国
民

保
護
業
務
計
画
が
平
成　

年
度
を
目
途
に

１８

作
成
さ
れ
る
よ
う
（
都
道
府
県
の
国
民
保

護
計
画
は
平
成　

年
度
中
を
目
途
）、
所

１７

要
の
準
備
を
進
め
ら
れ
た
い
。

　

、「
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
」
と
し

３３て
、
都
道
府
県
に
お
け
る
抗
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
薬
（
タ
ミ
フ
ル
）
の
備
蓄

に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
平
成　

年
度

１８

か
ら
２
年
間
、
地
方
交
付
税
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
は
、
効
率
的
か
つ
効
果

３４的
に
公
共
施
設
を
整
備
し
、
質
の
高
い
公

共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上
で
有
効
な
手

法
で
あ
る
の
で
、「
地
方
公
共
団
体
に
お

け
る
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
に
つ
い
て
」（
平
成　

年
１２

３
月　

日
付
け
自
治
事
務
次
官
通
知
）
及

２９

び
「
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施

設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に

基
づ
い
て
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
事

業
に
係
る
地
方
財
政
措
置
に
つ
い
て
」（
平

成　

年
３
月　

日
付
け
自
治
省
財
政
局
長

１２

２９

通
知
）
を
参
考
と
し
て
、
適
切
な
需
要
見

通
し
を
行
う
な
ど
事
業
の
安
定
性
の
確
保

に
留
意
し
つ
つ
、
そ
の
積
極
的
な
活
用
に

努
め
ら
れ
た
い
。

　

、
公
営
企
業
会
計
と
一
般
会
計
と
の
間

３５の
経
費
負
担
区
分
に
つ
い
て
は
、「
平
成

　

年
度
地
方
公
営
企
業
繰
出
金
に
つ
い

１８て
」（
自
治
財
政
局
長
通
知
）
に
よ
り
別

途
通
知
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
そ
の

適
正
な
運
用
に
努
め
、
地
方
公
営
企
業
が

そ
の
本
来
の
在
り
方
に
即
し
た
健
全
な
経

営
を
行
い
う
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
。

　

、
地
方
公
営
企
業
は
、
住
民
生
活
に
身

３６近
な
社
会
資
本
を
整
備
し
、
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
役
割
を
果
た
し
て
き
た

が
、
将
来
に
わ
た
っ
て
そ
の
本
来
の
目
的

で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増
進
し
て
い
く
た

め
、「
新
地
方
行
革
指
針
」、「
行
政
改
革
の

重
要
方
針
」
及
び
「
地
方
公
営
企
業
の
経

営
の
総
点
検
に
つ
い
て
」（
平
成　

年
４
月

１６

　

日
付
け
総
務
省
自
治
財
政
局
公
営
企
業

１３課
長
通
知
）
の
趣
旨
等
を
踏
ま
え
、
特
に

次
の
事
項
に
留
意
し
、
さ
ら
な
る
経
営
改

革
に
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

 

ま
ず
、
現
在
地
方
公
営
企
業
が
供
給
し

て
い
る
サ
ー
ビ
ス
自
体
の
必
要
性
に
つ
い

て
検
討
す
る
こ
と
。次
に
、サ
ー
ビ
ス
自
体

が
必
要
な
場
合
で
あ
っ
て
も
、
地
方
公
営

企
業
と
し
て
実
施
す
る
必
要
性
に
つ
い
て

十
分
検
討
し
、
特
に
公
共
性
の
確
保
等
の

意
義
が
薄
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
民
間
へ

の
事
業
譲
渡
等
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

 

事
業
を
継
続
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
制
度
、
地
方
独
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立
行
政
法
人
制
度
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
、
民
間

委
託
等
の
民
間
的
経
営
手
法
の
導
入
を
促

進
す
る
こ
と
。

 

よ
り
一
層
計
画
性
・
透
明
性
の
高
い
企

業
経
営
を
推
進
す
る
た
め
、
中
期
経
営
計

画
の
策
定
、
業
績
評
価
の
実
施
、
積
極
的

な
情
報
開
示
に
取
り
組
む
こ
と
。

　

特
に
情
報
開
示
に
当
た
っ
て
は
、
人
件

費
、
料
金
水
準
等
に
つ
い
て
類
似
団
体
や

民
間
企
業
の
対
応
す
る
デ
ー
タ
を
添
え
る

な
ど
、
住
民
が
理
解
、
評
価
し
や
す
い
よ

う
に
工
夫
を
こ
ら
す
こ
と
。

 

企
業
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
地
域

民
間
給
与
の
適
切
な
反
映
、
年
功
的
な
給

与
上
昇
の
抑
制
、
勤
務
実
績
の
給
与
へ
の

反
映
等
の
給
与
構
造
改
革
に
か
ん
が
み
、

給
与
の
見
直
し
を
速
や
か
に
実
施
す
る
こ

と
。
ま
た
、
定
員
管
理
に
つ
い
て
は
、
新

地
方
行
革
指
針
を
踏
ま
え
た
真
摯
な
取
組

に
よ
り
、
定
員
の
純
減
に
努
め
る
こ
と
。

　

な
お
、
専
門
的
見
地
か
ら
経
営
の
助
言

を
行
う
経
営
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
事
業
に

つ
い
て
は
、
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
の
で
、
積
極
的
に
活
用
さ
れ
た

い
こ
と
。

　

、
地
方
独
立
行
政
法
人
、
地
方
公
社
や

３７第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
運
営
に
当
た
っ
て

は
、「
行
政
改
革
の
重
要
方
針
」
を
踏
ま

え
、
そ
の
人
員
や
給
与
に
関
す
る
情
報
を

住
民
に
分
か
り
や
す
く
開
示
さ
せ
、
改
革

の
取
組
を
促
さ
れ
た
い
。

　

、
第
三
セ
ク
タ
ー
に
関
し
て
は
、「
第
三

３８セ
ク
タ
ー
に
関
す
る
指
針
」（
平
成　

年　
１５

１２

月　

日
付
け
総
務
省
自
治
財
政
局
長
通

１２
知
）
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
外
部
の
専
門
家

に
よ
る
監
査
を
活
用
す
る
等
監
査
体
制
の

強
化
を
図
る
こ
と
、
政
策
評
価
の
視
点
も

踏
ま
え
、
点
検
評
価
の
充
実
、
強
化
を
図

る
こ
と
の
ほ
か
、
積
極
的
か
つ
分
か
り
や

す
い
情
報
公
開
に
努
め
る
と
と
も
に
、
完

全
民
営
化
を
含
め
た
既
存
団
体
の
見
直
し

を
一
層
積
極
的
に
進
め
ら
れ
た
い
。
さ
ら

に
、
経
営
状
況
が
深
刻
で
あ
る
と
判
断
さ

れ
る
場
合
に
は
、
問
題
を
先
送
り
す
る
こ

と
な
く
、
経
営
悪
化
の
原
因
を
検
証
し
、

債
権
者
等
関
係
者
と
も
十
分
協
議
し
つ

つ
、
経
営
改
善
策
の
検
討
を
行
い
、
そ
の

上
で
、
経
営
の
改
善
が
極
め
て
困
難
と
判

断
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
法
的
整
理

の
実
施
等
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。

　

こ
の
場
合
、
地
方
公
共
団
体
は
、
出
資

の
範
囲
内
の
負
担
、
損
失
補
償
契
約
等
に

基
づ
く
負
担
を
負
う
の
が
原
則
で
あ
り
、

過
度
の
負
担
を
負
う
こ
と
の
な
い
よ
う
に

留
意
さ
れ
た
い
。

　

ま
た
、
新
た
な
第
三
セ
ク
タ
ー
の
設
立

に
当
た
っ
て
は
、
事
業
の
必
要
性
、
公
共

性
、
採
算
性
等
そ
の
意
義
及
び
行
政
関
与

の
必
要
性
に
つ
い
て
十
分
な
検
討
を
行
う

と
と
も
に
、
民
間
と
の
競
合
関
係
に
も
留

意
の
上
、
慎
重
に
検
討
さ
れ
た
い
。

　

な
お
、
第
三
セ
ク
タ
ー
の
債
務
に
係
る

損
失
補
償
契
約
等
の
債
務
負
担
行
為
の
設

定
は
将
来
の
財
政
運
営
へ
の
影
響
を
考
慮

し
、
特
に
慎
重
に
対
処
さ
れ
た
い
。

　

、
土
地
開
発
公
社
の
運
営
に
当
た
っ
て

３９は
、「「
公
有
地
の
拡
大
の
推
進
に
関
す
る

法
律
の
施
行
に
つ
い
て
（
土
地
開
発
公
社

関
係
）」
の
改
正
に
つ
い
て
」（
平
成　

年
１２

４
月　

日
付
け
建
設
省
建
設
経
済
局
長
、

２１

自
治
大
臣
官
房
総
務
審
議
官
通
知
）
等
を

踏
ま
え
、
次
の
点
に
留
意
さ
れ
る
と
と
も

に
、
土
地
開
発
公
社
の
状
況
を
踏
ま
え
つ

つ
、
そ
の
在
り
方
に
つ
い
て
抜
本
的
な
検

討
を
行
わ
れ
た
い
。

 

新
た
な
土
地
の
取
得
に
つ
い
て
は
土
地

利
用
計
画
等
を
慎
重
に
検
討
し
、
土
地
開

発
公
社
が
現
に
保
有
し
て
い
る
土
地
に
つ

い
て
は
事
業
計
画
の
見
直
し
等
を
含
め
て

処
分
の
促
進
に
努
め
、
特
に
保
有
期
間
が

長
期
に
わ
た
る
土
地
に
つ
い
て
は
、
処
分

を
積
極
的
に
行
う
こ
と
。
ま
た
、
土
地
取

得
手
続
の
適
正
化
や
金
利
の
低
減
、
積
極

的
な
情
報
公
開
等
に
努
め
る
こ
と
。

 

「
土
地
開
発
公
社
経
営
健
全
化
対
策
に

つ
い
て
」（
平
成　

年　

月　

日
付
け
総
務

１６

１２

２７

事
務
次
官
通
知
）
に
よ
り
、
公
社
経
営
健

全
化
計
画
の
策
定
対
象
団
体
を
大
幅
に
拡

充
す
る
と
と
も
に
、
当
該
計
画
に
基
づ
く

取
組
に
対
し
て
、
従
来
よ
り
も
幅
広
く
地

方
財
政
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る

の
で
、
計
画
的
に
保
有
土
地
を
縮
減
す
る

こ
と
等
を
通
じ
て
経
営
の
抜
本
的
な
健
全

化
に
取
り
組
ま
れ
た
い
こ
と
。

 

地
方
公
共
団
体
が
、
土
地
開
発
公
社
の

保
有
す
る
公
共
公
用
施
設
用
地
を
再
取
得

す
る
こ
と
な
く
事
業
の
用
に
供
す
る
こ
と

や
、
再
取
得
に
要
し
た
費
用
を
長
期
に
わ

た
り
繰
り
延
べ
る
こ
と
は
、
不
適
切
な
財

政
運
営
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
可
及
的
速
や

か
に
そ
の
改
善
を
図
る
こ
と
。

　

、
平
成　

年
度
末
で
適
用
期
限
が
切
れ

４０

１７

る
「
首
都
圏
、
近
畿
圏
及
び
中
部
圏
の
近

郊
整
備
地
帯
等
の
整
備
の
た
め
の
国
の
財

政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
」（
昭
和

　

年
法
律
第
１
１
４
号
）
に
つ
い
て
は
、

４１市
町
村
分
の
国
庫
補
助
負
担
率
の
か
さ
上

げ
措
置
を
見
直
し
、
法
律
の
適
用
期
間
を

平
成　

年
度
ま
で
の
２
年
間
延
長
す
る
こ

１９

と
と
し
て
い
る
。

 
１
、
地
方
税

　

地
方
税
に
つ
い
て
は
、
次
の
諸
点
に
留

意
す
る
と
と
も
に
、課
税
客
体
、課
税
標
準

等
の
的
確
な
把
握
、
着
実
な
滞
納
整
理
を

図
り
、
徴
収
の
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　

歳　

入

 

平
成　

年
度
の
地
方
税
制
改
正
に
よ
る

１８

増
減
収
額
と
国
の
税
制
改
正
に
伴
う
増
減

収
額
と
を
合
わ
せ
、
平
成　

年
度
の
税
制

１８

改
正
に
よ
る
増
収
額
を
１
、
２
７
５
億
円

と
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
の
地
方
財
政
計
画
に
お
け

１８

る
地
方
税
収
入
見
込
額
に
つ
い
て
は
、
税

制
改
正
後
に
お
い
て
前
年
度
当
初
見
込
額

に
対
し
、
１
兆
５
、
７
９
４
億
円
、
４
・

７
％
増
の　

兆
８
、
９
８
３
億
円
（
道
府

３４

県
税
に
あ
っ
て
は
８
・
１
％
の
増
、
市
町

村
税
に
あ
っ
て
は
２
・
２
％
の
増
）
に
な

る
も
の
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

　

主
要
税
目
で
は
、
道
府
県
民
税
の
う
ち

所
得
割　

・
１
％
の
増
、
法
人
税
割　

・

１１

１１

９
％
の
増
、
利
子
割　

・
６
％
の
減
、
法

３３

人
事
業
税　

・
３
％
の
増
、
地
方
消
費
税

１７

５
・
１
％
の
増
、
市
町
村
民
税
の
う
ち
所

得
割　

・
１
％
の
増
、
法
人
税
割　

・
４

１０

１１

％
の
増
、
固
定
資
産
税
（
交
・
納
付
金
を

除
く
。）
３
・
８
％
の
減
と
な
る
見
込
み

で
あ
る
こ
と
。

　

な
お
、
こ
の
地
方
税
収
入
見
込
額
は
、

地
方
公
共
団
体
全
体
の
見
込
額
で
あ
る
の

で
、
地
域
に
お
け
る
経
済
の
実
勢
等
に
差

異
が
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
適
正
な
収

入
の
見
積
り
を
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
。

 

都
市
計
画
税
は
、「
都
市
計
画
法
」（
昭

和　

年
法
律
第
１
０
０
号
）
に
基
づ
い
て

４３
行
う
都
市
計
画
事
業
等
に
要
す
る
費
用
に

充
て
る
た
め
に
課
さ
れ
る
目
的
税
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
対
象
事
業
に
要
す
る
費
用
を

賄
う
た
め
そ
の
必
要
と
さ
れ
る
範
囲
に
つ

い
て
検
討
を
行
い
、
適
宜
、
税
率
の
見
直

し
等
を
含
め
た
適
切
な
対
応
を
行
う
必
要

が
あ
る
こ
と
。

　

ま
た
、
本
税
の
目
的
税
と
し
て
の
性
格

に
か
ん
が
み
、
都
市
計
画
税
収
の
都
市
計

画
事
業
費
へ
の
充
当
に
つ
い
て
明
示
す
る
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こ
と
に
よ
り
、
都
市
計
画
税
収
の
使
途
を

明
確
に
す
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

入
湯
税
は
、
環
境
衛
生
施
設
、
鉱
泉
源

の
保
護
管
理
施
設
及
び
消
防
施
設
そ
の
他

消
防
活
動
に
必
要
な
施
設
の
整
備
並
び
に

観
光
の
振
興
（
観
光
施
設
の
整
備
を
含

む
。）に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
目
的
税
で

あ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
入
湯
税
収
の
具

体
的
事
業
費
へ
の
充
当
に
つ
い
て
予
算

書
、
決
算
書
の
事
項
別
明
細
書
あ
る
い
は

説
明
資
料
等
に
お
い
て
明
示
す
る
こ
と
に

よ
り
、
入
湯
税
収
の
使
途
を
明
確
に
す
べ

き
も
の
で
あ
る
こ
と
。

２
、
地
方
譲
与
税

　

地
方
譲
与
税
の
収
入
見
込
額
は
、
３
兆

７
、
３
２
４
億
円
（
前
年
度
比
１
兆
８
、

９
０
５
億
円
、
１
０
２
・
６
％
増
）
で
あ

り
、
そ
の
内
訳
は
、
所
得
譲
与
税
３
兆　
９４

億
円
（
同
１
兆
８
、
９
３
５
億
円
、
１
６

９
・
７
％
増
）、
地
方
道
路
譲
与
税
３
、

１
１
０
億
円
（
同　

億
円
、
１
・
２
％
増
）、

３８

石
油
ガ
ス
譲
与
税
１
４
２
億
円
（
同
５
億

円
、
３
・
４
％
減
）、
航
空
機
燃
料
譲
与

税
１
５
８
億
円
（
同
３
億
円
、
１
・
９
％

減
）、
自
動
車
重
量
譲
与
税
３
、
７
０
７
億

円
（
同　

億
円
、
１
・
６
％
減
）
及
び
特

６０

別
と
ん
譲
与
税
１
１
３
億
円
（
前
年
度
同

額
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
の
所
得
譲
与
税
３

１８

兆　

億
円
に
つ
い
て
は
、
税
源
移
譲
後
の

９４
道
府
県
民
税
所
得
割
、
市
町
村
民
税
所
得

割
の
税
率
を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
へ
２
兆

１
、
７
９
４
億
円
、
市
町
村
（
特
別
区
を

含
む
。）
へ
８
、
３
０
０
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ

譲
与
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
各
都
道
府
県
へ
の
譲
与
額
は
、

２
兆
１
、
７
９
４
億
円
の
う
ち

イ
、
６
、
６
９
５
・
４
億
円
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
の
所
得
譲
与
税
の
各
団
体
ご

１７

表１　平成18年度地方財政収支見通しの概要
平成17年12月24日現在

備　　　　　考
増減率

（見　込）
平成17年度

平成18年度
（見　込）

項　　　　目

約▲　0.7％
〔約▲　1.3％〕

837,687億円
〔834,155億円〕

約831,800億円
〔約823,200億円〕

　歳入歳出規模Ａ
（児童手当拡充分等を除く）

公債費（企業債を含む。）等を除く歳出約▲　1.2％
〔約▲　2.0％〕

673,216億円
〔669,684億円〕

約665,000億円
〔約656,500億円〕

　地方一般歳出
（児童手当拡充分等を除く）

※1　平成18年度一般財源化に係る影響額を
含む。

※2　投資的経費との一体的是正＋10,000億
円を除いた場合。

※3　平成18年度一般財源化に係る影響額を
含む。

※4　一般行政経費との一体的是正▲20,000
億円（一般財源ベース▲10,000億円）を
除いた場合。

約▲ 0.6％
約▲ 2.1％
約 16.9％

約 7.8％
〔約▲ 0.2％〕
約▲ 0.6％

約▲ 19.2％
〔約▲ 3.2％〕
約▲ 4.6％

約▲ 8.5％
約 5.3％

227,240億円
209,749億円
17,491億円

125,063億円

133,803億円

124,911億円

28,659億円

20,568億円
8,091億円

約225,900億円
約205,400億円
約 20,400億円

約134,800億円
〔約124,800億円〕
約133,000億円

約100,900億円
〔約120,900億円〕
約 27,300億円

約 18,800億円
約 8,500億円

 給与関係経費
　うち退職手当以外
　うち退職手当
 一般行政経費
　うち単独分　※1
　〔乖離是正前〕※2
 公 債 費
 投 資 的 経 費
　うち単独分　※3
　〔乖離是正前〕※4
公営企業繰出金
　うち企業債償還費
　　普通会計負担分
　うちその他

歳　
　
　
　
　
　

出

1 　交付税特別会計借入金
　・平成18年度末見込み

約52.8兆円（うち地方負担分約34.2兆円）
平成17年度末見込み
約51.7兆円
（うち地方負担分33.6兆円）

2　地方の借入金残高
　・平成18年度見込み
　　　約204兆円

4.7％
102.6％
169.7％

▲　0.4％
▲　46.2％

▲　16.1％
▲　5.9％
▲　19.0％
▲　9.8％
0.0％

333,189億円
18,419億円
11,159億円

7,260億円
15,180億円

8,888億円
168,979億円
5,583億円
32,231億円
556,130億円

348,983億円
37,324億円
30,094億円

7,230億円
8,160億円

7,456億円
159,073億円
4,520億円
29,072億円
556,334億円

地　　方　　税 Ｂ
地 方 譲 与 税
　うち所得譲与税
　うち所得譲与税
　　　　以外 Ｃ
地方特例交付金
　うち減税補てん
　特例交付金 Ｄ
地 方 交 付 税 Ｅ
減税補てん債 Ｆ
臨時財政対策債 Ｇ
一 般 財 源 計 Ｈ

（Ｂ～Ｇ）

歳　
　
　
　
　
　

入

▲　11.8％122,619億円108,174億円地　　方　　債 Ｉ

14.6％約13.0％
地 方 債 依 存 度

（Ｉ／Ａ）

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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と
の
譲
与
額
、

口
、
６
、
２
９
２
億
円
に
つ
い
て
は
、
平

成　

年
度
の
税
源
移
譲
予
定
特
例
交
付
金

１７
の
各
団
体
ご
と
の
交
付
額
、

ハ
、
８
、
８
０
６
・
６
億
円
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
の
道
府
県
民
税
所
得
割
に
係

１７

る
納
税
義
務
者
数
及
び
課
税
総
所
得
金
額

等
の
額
を
用
い
て
算
出
し
た
各
団
体
ご
と

の
税
源
移
譲
見
込
額
で
あ
ん
分
し
た
額
、

と
す
る
。

　

さ
ら
に
、
各
市
町
村
へ
の
譲
与
額
は
、

８
、
３
０
０
億
円
の
う
ち

イ
、
４
、
４
６
３
・
６
億
円
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
の
所
得
譲
与
税
の
各
団
体
ご

１７

と
の
譲
与
額
、

口
、
３
、
８
３
６
・
４
億
円
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
の
市
町
村
民
税
所
得
割
に
係

１７

る
納
税
義
務
者
数
及
び
課
税
総
所
得
金
額

等
の
額
を
用
い
て
算
出
し
た
各
団
体
ご
と

の
税
源
移
譲
見
込
額
で
あ
ん
分
し
た
額
、

と
す
る
。

３
、
地
方
特
例
交
付
金

　

地
方
特
例
交
付
金
の
収
入
見
込
額
は
、

総
計
で
８
、
１
６
０
億
円
で
、
前
年
度
に

比
し
、
７
、
０
２
０
億
円
、　

・
２
％
の

４６

減
と
な
っ
て
い
る
。

　

な
お
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
に
よ

る
税
源
移
譲
額
の
全
額
を
所
得
譲
与
税
に

よ
っ
て
措
置
す
る
こ
と
に
伴
い
、
税
源
移

譲
予
定
特
例
交
付
金
を
廃
止
す
る
と
と
も

に
、
児
童
手
当
の
拡
充
に
係
る
地
方
特
例

交
付
金
を
創
設
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

 

減
税
補
て
ん
特
例
交
付
金
（
恒
久
的
減

税
に
伴
う
地
方
特
例
交
付
金
）

　

減
税
補
て
ん
特
例
交
付
金
の
総
額
は
、

恒
久
的
な
減
税
に
伴
う
地
方
税
の
減
収
見

込
額
の
総
額
の
４
分
の
３
の
額（
１
兆
３
、

５
６
０
億
円
）か
ら
た
ば
こ
税
の
一
部
の

地
方
へ
の
移
譲（
１
、
１
４
２
億
円
）
及
び

法
人
税
の
地
方
交
付
税
率
の
引
上
げ
に
よ

る
補
て
ん
の
額（
４
、
９
６
２
億
円
）
を
控

除
し
た
７
、４
５
６
億
円
で
あ
る
こ
と
。

 

児
童
手
当
特
例
交
付
金
（
児
童
手
当
の

拡
充
に
伴
う
地
方
特
例
交
付
金
）

　

平
成　

年
度
よ
り
、
児
童
手
当
の
制
度

１８

拡
充
が
行
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
に
伴

う
地
方
負
担
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、

地
方
特
例
交
付
金
（
児
童
手
当
特
例
交
付

金
）
を
創
設
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

児
童
手
当
特
例
交
付
金
は
、
都
道
府
県

と
市
町
村
に
そ
れ
ぞ
れ
総
額
の
２
分
の
１

の
額
を
児
童
数
を
基
礎
と
し
て
交
付
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

４
、
地
方
交
付
税

　

平
成　

年
度
の
地
方
交
付
税
に
係
る
国

１８

の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
れ
は
、
所
得
税

（
所
得
譲
与
税
に
係
る
分
を
除
く
、
以
下

同
じ
。）
及
び
酒
税
の　

％
相
当
額
、
法
人

３２

税
の　

・
８
％
相
当
額
、
消
費
税
の　

・

３５

２９

５
％
相
当
額
及
び
た
ば
こ
税
の　

％
相
当

２５

額
の
合
計
額　

兆
５
、
２
６
７
億
円
（
平

１２

成
９
年
度
及
び　

年
度
に
係
る
精
算
額
の

１０

う
ち
平
成　

年
度
分
の
精
算
額
８
７
０
億

１８

円
を
減
額
し
た
後
の
額
）
に
国
の
一
般
会

計
に
お
け
る
加
算
額
１
兆
２
、
１
５
８
億

円
（
既
往
法
定
分
等
４
、
４
４
３
億
円
、

恒
久
的
な
減
税
に
係
る
交
付
税
特
別
会
計

借
入
金
利
子
分
６
８
６
億
円
及
び
臨
時
財

政
対
策
加
算
分
７
、
０
２
９
億
円
）
を
加

え
た　

兆
７
、
４
２
５
億
円
で
あ
り
、
前

１３

年
度
当
初
に
比
し
８
、
２
８
４
億
円
、
５
・

７
％
減
と
な
っ
て
い
る
。
地
方
公
共
団
体

に
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
総
額
は
、

こ
れ
に
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
１
兆

１
、
６
１
０
億
円
、
交
付
税
特
別
会
計
に

お
け
る
剰
余
金
等
４
、
７
０
２
億
円
及
び

前
年
度
か
ら
の
繰
越
分
１
兆
２
、
９
０
８

億
円
を
加
算
し
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入

金
に
係
る
償
還
額
７
９
９
億
円
及
び
利
子

支
払
額
６
、
７
７
３
億
円
を
減
額
し
た　
１５

兆
９
、
０
７
３
億
円
で
あ
り
、
前
年
度
に

比
し
９
、
９
０
６
億
円
、
５
・
９
％
の
減

と
な
っ
て
い
る
。

　

各
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
地
方
交
付

税
の
額
を
見
込
む
に
当
た
っ
て
は
、
前
年

度
の
決
定
額
に
単
純
に
地
方
交
付
税
総
額

の
対
前
年
度
比
を
乗
じ
る
な
ど
の
方
法
を

用
い
る
こ
と
に
よ
り
、
結
果
と
し
て
過
大

な
見
積
り
を
行
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、
次

の
事
項
に
特
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。

 

地
方
交
付
税
の
算
定
の
改
革
に
つ
い
て

は
、
地
方
公
共
団
体
の
自
主
的
、
効
率
的

な
財
政
運
営
を
促
す
と
と
も
に
、
一
層
の

簡
素
化
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
、
以
下

の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

ア
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
努
力
に
対
応

し
た
算
定
に
つ
い
て
、
行
政
改
革
に
よ
る

歳
出
削
減
や
徴
税
の
取
組
強
化
に
伴
い
増

加
す
る
経
費
に
係
る
算
定
を
引
き
続
き
実

施
す
る
と
と
も
に
、
さ
ら
な
る
拡
充
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

イ
、
単
位
費
用
の
算
定
に
当
た
り
、
ゴ
ミ

収
集
等
に
つ
い
て
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
後

の
経
費
を
算
定
の
基
礎
と
す
る
見
直
し
を

引
き
続
き
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

ウ
、
都
道
府
県
分
に
つ
い
て
、
道
路
橋

り
ょ
う
費
（
道
路
の
面
積
）
の
種
別
補
正
、

恩
給
費
（
恩
給
受
給
者
数
）
の
種
別
補
正
、

高
齢
者
保
健
福
祉
費
（　

歳
以
上
人
口
）

６５

の
人
口
急
増
補
正
の
補
正
係
数
を
廃
止
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
か
ら
政
令
指
定
都

１８

市
の
算
定
の
簡
素
化
を
検
討
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
こ
と
。

 

基
準
財
政
需
要
額
に
つ
い
て
は
、 

の

算
定
の
改
革
を
行
う
と
と
も
に
、
引
き
続

き
基
準
財
政
需
要
額
の
一
部
を
臨
時
財
政

対
策
債
に
振
り
替
え
る
措
置
を
講
じ
る
こ

と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
に
お
い
て
税
源
移

１８

譲
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
国
庫
補
助
負
担
金

に
つ
い
て
は
、
施
設
整
備
費
の
一
般
財
源

化
に
伴
い
特
別
の
地
方
債
が
充
て
ら
れ
る

も
の
を
除
き
、
そ
の
事
業
費
を
全
額
基
準

財
政
需
要
額
に
算
入
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
が
、
そ
の
際
、
児
童
扶
養
手
当
給
付
費

負
担
金
、
児
童
手
当
交
付
金
、
介
護
給
付

費
等
負
担
金
等
に
係
る
も
の
に
つ
い
て

は
、
地
域
の
実
情
を
反
映
す
る
た
め
、
補

正
を
適
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、
施
設
整
備
費
の
一
般
財
源
化
に

伴
い
充
当
さ
れ
た
特
別
の
地
方
債
の
元
利

償
還
金
に
つ
い
て
、
後
年
度
そ
の
１
０
０

％
を
基
準
財
政
需
要
額
に
算
入
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
前
年
度
に
引
き
続
き
一
般
公
共

事
業
等
に
つ
い
て
、
地
方
債
（
財
源
対
策

債
を
含
む
。）の
充
当
率
を
原
則
と
し
て　
９０

％
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と
等
に
伴
い
、
関

係
費
目
の
単
位
費
用
を
引
き
下
げ
る
こ
と

に
よ
り
投
資
的
経
費
に
係
る
基
準
財
政
需

要
額
を
減
額
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、
上
記
に
よ
り
基
準
財
政
需
要
額

か
ら
振
り
替
え
ら
れ
た
部
分
に
係
る
地
方

債
（
財
源
対
策
債
）
の
元
利
償
還
金
に
つ

い
て
は
、
そ
の　

％
を
公
債
費
方
式
又
は

５０

事
業
費
補
正
方
式
に
よ
り
、　

％
を
関
係

５０

費
目
に
お
け
る
単
位
費
用
に
お
い
て
標
準

事
業
費
方
式
に
よ
り
後
年
度
に
お
い
て
基

準
財
政
需
要
額
に
算
入
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
こ
と
。

　

そ
の
他
、
平
成　

年
度
に
創
設
さ
れ
る

１８

地
域
手
当
に
つ
い
て
は
、
地
域
区
分
別
に

即
し
た
態
容
補
正
の
創
設
に
よ
り
算
定
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

市
町
村
合
併
の
進
展
を
踏
ま
え
、
都
道
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府
県
分
の
標
準
団
体
行
政
規
模
に
つ
い

て
、
市
部
・
町
村
部
人
口
、
市
数
、
町
村

数
の
見
直
し
を
し
、
特
に
、「
生
活
保
護

費
」の
標
準
団
体
行
政
規
模
に
つ
い
て
は
、

全
面
的
に
見
直
し
を
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
こ
と
。

　

さ
ら
に
、最
近
の
決
算
の
状
況
等
を
踏
ま

え
た
態
容
補
正
に
お
け
る
個
別
係
数
の
見

直
し
を
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

基
準
財
政
需
要
額
の
増
減
は
、
道
府
県

分
と
市
町
村
分
、
ま
た
各
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
経
常
経
費
、
投
資
的
経
費
、
公

債
費
の
ウ
ェ
イ
ト
等
に
よ
り
地
方
公
共
団

体
ご
と
に
か
な
り
の
差
異
が
生
じ
る
も
の

と
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

　

特
に
、
一
般
財
源
化
さ
れ
る
国
庫
補
助

負
担
金
の
各
地
方
公
共
団
体
ご
と
の
状
況

に
よ
り
、
基
準
財
政
需
要
額
の
増
額
幅
に

大
き
な
差
を
生
じ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

の
で
留
意
す
る
こ
と
。

　

一
方
、
基
準
財
政
収
入
額
に
つ
い
て

は
、
税
源
移
譲
に
よ
っ
て
財
政
カ
格
差
が

拡
大
し
な
い
よ
う
に
し
つ
つ
、
円
滑
な
財

政
運
営
、
制
度
の
移
行
を
確
保
す
る
た

め
、
税
源
移
譲
に
伴
う
増
収
分
を
当
面
１

０
０
％
算
入
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
平

成　

年
度
は
、
所
得
譲
与
税
及
び
児
童
手

１８
当
特
例
交
付
金
が
そ
の
対
象
と
な
る
も
の

で
あ
る
こ
と
。

　

一
般
的
に
、
道
府
県
分
に
あ
っ
て
は
道

府
県
民
税
所
得
割
及
び
法
人
関
係
税
の

増
、
道
府
県
民
税
利
子
割
の
減
が
見
込
ま

れ
、
市
町
村
分
に
あ
っ
て
は
、
市
町
村
民

税
所
得
割
及
び
法
人
税
割
の
増
、
利
子
割

交
付
金
及
び
固
定
資
産
税
（
家
屋
）
の
減

が
見
込
ま
れ
る
。
た
だ
し
、
基
準
財
政
収

入
額
の
見
積
も
り
に
当
た
っ
て
は
、
前
年

度
の
実
績
値
を
基
礎
数
値
と
し
て
用
い
る

も
の
が
多
い
こ
と
に
加
え
、
法
人
関
係
税

等
の
精
算
額
が
加
算
さ
れ
る
こ
と
と
な
る

こ
と
か
ら
、
団
体
ご
と
の
増
減
は
必
ず
し

も
一
律
で
は
な
い
の
で
、
過
少
に
見
積
も

る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

　

法
人
関
係
税
、
住
民
税
利
子
割
（
利
子

割
交
付
金
を
含
む
。）、
住
民
税
所
得
割

（
分
離
譲
渡
所
得
分
）及
び
特
別
と
ん
譲
与

税
に
つ
い
て
は
精
算
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
が
、
法
人
関
係
税
及
び
住
民

税
利
子
割
（
利
子
割
交
付
金
を
含
む
。）

の
減
収
額
を
対
象
に
減
収
補
て
ん
債
を
発

行
す
る
場
合
に
は
、
減
収
補
て
ん
債
発
行

額
は
精
算
措
置
の
対
象
額
か
ら
除
く
こ
と

と
し
て
い
る
こ
と
。

 

基
準
財
政
需
要
額
の
伸
び
率
に
つ
い
て

は
、
基
準
財
政
需
要
額
の
一
部
を
臨
時
財

政
対
策
債
に
振
り
替
え
る
措
置
を
講
じ
る

前
で
比
較
し
た
場
合
、
平
成　

年
度
算
定

１７

に
比
し
、
経
常
経
費
（
平
成　

年
度
の
一

１８

般
財
源
化
等
分
を
除
く
）
に
あ
っ
て
は
、

道
府
県
分
０
・
５
％
程
度
、
市
町
村
分
０
・

０
％
程
度
の
増
、
投
資
的
経
費
（
事
業
費

補
正
分
を
除
く
。）
に
あ
っ
て
は
、
道
府
県

分　

・
５
％
、
市
町
村
分　

・
５
％
程
度

１４

１２

の
減
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

 

前
年
度
に
引
き
続
き
臨
時
財
政
対
策
債

の
発
行
に
伴
い
、
２
兆
９
、
０
７
２
億
円

を
需
要
額
か
ら
減
額
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
こ
と
。

　

な
お
、
臨
時
財
政
対
策
債
へ
の
振
替
方

法
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
と
同
様
に
、
臨

時
財
政
対
策
債
へ
の
振
替
を
考
慮
せ
ず
に

算
出
し
た
需
要
額
の
総
額
か
ら
、
別
途
算

出
し
た
臨
時
財
政
対
策
債
振
替
相
当
額
を

差
し
引
く
方
法
と
す
る
こ
と
と
し
て
い
る

の
で
留
意
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
臨
時
財

政
対
策
債
振
替
相
当
額
は
、
人
口
を
測
定

単
位
と
し
「
そ
の
他
の
諸
費
（
人
口
）」

（
経
常
経
費
）
の
補
正
係
数
（
経
常
態
容

補
正
、
加
算
分
及
び
他
の
費
目
の
補
正
を

一
括
適
用
し
て
い
る
分
に
係
る
も
の
を
除

く
。）を
基
礎
と
し
て
算
出
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
の
特
別
交
付
税
の
総
額

１８

は
、
平
成　

年
度
に
比
し
５
・
９
％
の
減

１７

と
な
っ
て
い
る
の
で
、
予
算
計
上
に
当

た
っ
て
は
、
過
大
に
計
上
す
る
こ
と
の
な

い
よ
う
慎
重
に
見
積
も
る
こ
と
。

　

特
に
、
平
成　

年
度
に
お
い
て
、
災
害

１７

対
策
及
び
合
併
関
連
経
費
等
年
度
に
よ
っ

て
激
変
す
る
項
目
に
よ
り
多
額
の
交
付
を

受
け
て
い
る
地
方
公
共
団
体
に
あ
っ
て

は
、
こ
れ
ら
の
事
由
に
よ
る
減
少
に
つ
い

て
も
確
実
に
見
込
む
こ
と
。

５
、
国
庫
支
出
金

　

国
庫
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
平
成　

年
１８

度
予
算
に
お
い
て
、
税
源
移
譲
に
結
び
つ

く
改
革
と
し
て
１
兆
２
、
８
４
４
億
円
の

改
革
を
行
う
ほ
か
、
３
、
１
８
３
億
円
の

交
付
金
化
の
改
革
、
２
、
６
４
０
億
円
の

ス
リ
ム
化
の
改
革
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
。

　

な
お
、
国
庫
支
出
金
の
総
額
に
つ
い
て

は
、
現
在
の
と
こ
ろ
確
定
し
た
金
額
を
把

握
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
地
方
財

政
計
画
上
８
・
９
％
程
度
の
減
（
改
革
推

進
公
共
投
資
事
業
償
還
時
補
助
分
を
除
げ

ば
８
・
３
％
程
度
の
減
）
に
な
る
も
の
と

見
込
ま
れ
る
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
に
お
け
る
各
種
交

１８

付
金
の
計
上
額
は
、
表
２
の
と
お
り
で
あ

り
、
国
有
提
供
施
設
等
所
在
市
町
村
助
成

交
付
金
及
び
施
設
等
所
在
市
町
村
調
整
交

付
金
の
予
算
計
上
に
当
た
っ
て
は
、
過
大

に
計
上
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
慎
重
に
見

積
も
る
こ
と
。

６
、
地
方
債

　

地
方
債
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体

の
自
主
性
を
尊
重
し
つ
つ
、
地
方
債
の
円

滑
な
発
行
の
確
保
、
地
方
財
源
の
保
障
、

地
方
財
政
の
健
全
性
の
確
保
等
を
図
る
観

点
か
ら
、
平
成　

年
度
よ
り
協
議
制
度
へ

１８

移
行
す
る
趣
旨
を
十
分
踏
ま
え
、
適
切
に

対
応
さ
れ
た
い
。

　

平
成　

年
度
の
地
方
債
計
画
は
、
地
方

１８

公
共
団
体
が
当
面
す
る
政
策
課
題
に
重
点

的
・
効
率
的
に
対
応
し
う
る
よ
う
、
公
的

資
金
の
重
点
化
と
地
方
債
資
金
の
市
場
化

を
一
層
推
進
し
つ
つ
、
所
要
の
地
方
債
資

金
の
確
保
を
図
る
こ
と
と
し
て
策
定
し
て

い
る
。

　

こ
れ
ら
の
留
意
点
に
つ
い
て
は
、
次
の

と
お
り
で
あ
る
。

 

地
方
債
協
議
制
度
移
行
後
に
お
い
て

は
、
地
方
債
の
信
用
維
持
等
の
観
点
か

ら
、
赤
字
額
が
標
準
財
政
規
模
に
応
じ
、

２
・
５
％
か
ら　

％
の
間
で
政
令
に
お
い

１０

て
段
階
的
に
設
定
さ
れ
る
額
以
上
と
な
る

地
方
公
共
団
体
や
実
質
公
債
費
比
率
が　
１８

増減率増減額17年度18年度交 付 金 名
5.443.1792.2835.5交通安全対策特別交付金
0.00.0251.4251.4国有提供施設等所在市町村助成交付金
0.00.064.064.0施設等所在市町村調整交付金

▲7.6▲102.41,347.71,245.2電源立地地域対策等交付金
0.00.0135.0135.0特定防衛施設周辺整備調整交付金

▲6.2▲　2.235.433.2特別行動委員会関係特定
施設周辺整備調整交付金

▲2.0▲　1.364.963.7石油貯蔵施設立地対策等交付金
▲0.2▲　15.07,408.07,393.0地方道路整備臨時交付金

表２　平成18年度　各種交付金計上額
（単位：億円、％）
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政 策

％
以
上
と
な
る
地
方
公
共
団
体
の
起
債

等
、
又
は
営
業
収
益
に
対
す
る
資
金
不
足

額
の
割
合
が　

％
以
上
の
公
営
企
業
に
お

１０

け
る
起
債
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
許
可

を
要
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
か
ら
、
地
方

債
の
発
行
に
当
た
っ
て
は
、
将
来
の
実
質

公
債
費
へ
の
影
響
等
に
留
意
す
る
と
と
も

に
、
適
切
な
財
政
運
営
に
努
め
ら
れ
た
い

こ
と
。

 

平
成　

年
度
か
ら
の
地
方
債
協
議
制
度

１８

へ
の
移
行
に
伴
い
、
地
方
債
の
手
続
に
つ

い
て
も
簡
素
化
を
行
う
こ
と
と
し
て
お

り
、
具
体
的
に
は
、
市
町
村
分
の
地
方
債

に
つ
い
て
現
在
行
わ
れ
て
い
る
財
務
局
・

財
務
事
務
所
の
市
町
村
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
つ

い
て
は
、
原
則
と
し
て
都
道
府
県
（
市
町

村
担
当
課
）
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
移
行
し
、
都

道
府
県
及
び
指
定
都
市
分
の
地
方
債
の
う

ち
、
全
額
民
間
資
金
債
に
つ
い
て
は
、
財

務
局
・
財
務
事
務
所
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
廃

止
し
、
書
類
の
送
付
に
替
え
る
こ
と
と
し

て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
地
方
債
計
画
の
総
額
は
、

１８

　

兆
９
、
４
６
６
億
円
と
な
り
、
前
年
度

１３に
比
し
１
兆
５
、
９
０
０
億
円
、　

・
２

１０

％
の
減
と
な
っ
て
い
る
こ
と
。

　

こ
の
内
訳
と
し
て
、
普
通
会
計
分
は　
１０

兆
８
、
１
７
４
億
円
で
、
前
年
度
に
比
べ

て
１
兆
４
、
４
４
５
億
円
、　

・
８
％
の

１１

減
と
な
っ
て
お
り
、
公
営
企
業
会
計
等
分

は
３
兆
１
、
２
９
２
億
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
て
１
、
４
５
５
億
円
、
４
・
４
％
の

減
と
な
っ
て
い
る
こ
と
。

 

通
常
収
支
に
係
る
地
方
財
源
の
不
足
に

対
処
す
る
た
め
、「
地
方
財
政
法
」
第
５
条

の
特
例
と
し
て
臨
時
財
政
対
策
債
を
２
兆

９
、
０
７
２
億
円
計
上
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、
資
金
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し

て
市
町
村
に
つ
い
て
政
府
資
金
を
配
分
す

る
こ
と
と
し
、
８
、
７
２
２
億
円
を
確
保

し
て
い
る
こ
と
。

 

恒
久
的
な
減
税
に
よ
る
減
収
の
一
部
に

対
処
す
る
た
め
、「
地
方
財
政
法
」
第
５
条

の
特
例
と
し
て
減
税
補
て
ん
債
４
、
５
２

０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、資
金
に
つ
い
て
は
、市
町
村
に
つ

い
て
政
府
資
金
を
配
分
す
る
こ
と
と
し
、

１
、８
０
８
億
円
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
。

 

地
方
一
般
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た

め
、
一
般
公
共
事
業
債
、
学
校
教
育
施
設

等
整
備
事
業
債
、
一
般
廃
棄
物
処
理
事
業

債
、
地
域
活
性
化
事
業
債
及
び
臨
時
地
方

道
整
備
事
業
債
の
一
部
に
係
る
充
当
率
の

臨
時
的
引
上
げ
等
に
よ
り
財
源
対
策
債
と

し
て
１
兆
６
、
５
０
０
億
円
を
計
上
し
て

い
る
こ
と
。な
お
、こ
れ
は
個
別
の
地
方
公

共
団
体
の
財
政
措
置
に
不
均
衡
が
生
じ
な

い
よ
う
調
整
を
図
る
た
め
の
調
整
分
を
含

め
て
計
上
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

国
庫
補
助
負
担
金
改
革
に
お
け
る
施
設

整
備
費
に
係
る
国
庫
補
助
負
担
金
の
一
般

財
源
化
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
お

い
て
引
き
続
き
必
要
な
施
設
整
備
事
業
を

円
滑
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
施
設
整
備
事

業
（
一
般
財
源
化
分
）
７
０
０
億
円
を
計

上
し
て
い
る
こ
と
。

 

団
塊
の
世
代
の
大
量
定
年
退
職
等
に
伴

う
平
成　

年
度
以
降
の
退
職
手
当
の
大
幅

１８

な
増
加
に
対
処
し
つ
つ
、
今
後
の
総
人
件

費
削
減
を
進
め
る
た
め
、　

年
間
の
特
例

１０

措
置
と
し
て
、
許
可
に
よ
り
、
定
年
退
職

者
等
の
退
職
手
当
の
財
源
に
充
て
る
た
め

の
地
方
債
（
退
職
手
当
債
）
の
発
行
を
拡

充
す
る
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
、
２
、

６
０
０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
こ
と
。

　

発
行
可
能
団
体
は
、
平
年
度
べ
ー
ス
を

上
回
る
退
職
手
当
額
が
あ
る
団
体
で
、
定

員
・
人
件
費
適
正
化
計
画
を
定
め
、
総
人

件
費
の
削
減
に
取
り
組
む
団
体
と
し
、
発

行
可
能
額
に
つ
い
て
は
、
当
該
団
体
の
退

職
手
当
額
（
国
家
公
務
員
べ
ー
ス
）
が
平

年
度
べ
ー
ス
の
標
準
退
職
手
当
額
を
上
回

る
額
の
範
囲
内
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、
当
該
措
置
を
講
じ
る
に
当
た

り
、
地
方
財
政
法
の
附
則
に
地
方
債
の
特

例
規
定
を
置
く
た
め
の
改
正
を
行
う
予
定

で
あ
る
こ
と
。

 

集
中
改
革
プ
ラ
ン
等
に
基
づ
き
数
値
目

標
を
設
定
・
公
表
Ｌ
て
計
画
的
に
行
政
改

革
を
推
進
し
、
財
政
の
健
全
化
に
取
り
組

ん
で
い
る
地
方
公
共
団
体
に
つ
い
て
、
通

常
の
地
方
債
に
加
え
、
行
政
改
革
の
取
組

に
よ
り
将
来
の
財
政
負
担
の
軽
減
が
見
込

ま
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
さ
ら
に
行
政

改
革
推
進
債
を
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
と
し
、
３
、
０
０
０
億
円
を
計
上
し

て
い
る
こ
と
。

 

「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法

律
」（
昭
和　

年
法
律
第
６
号
）
の
下
で

４０

合
併
し
た
市
町
村
を
支
援
す
る
た
め
、
合

併
市
町
村
が
公
共
施
設
の
整
備
等
を
計
画

的
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
引
き
続
き
、
合

併
特
例
債
及
び
合
併
推
進
債
の
所
要
額
を

計
上
し
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、合
併
新
法
の
下
で
、都
道
府
県
の

構
想
に
位
置
付
け
ら
れ
た
市
町
村
合
併
を

支
援
す
る
た
め
、
当
該
市
町
村
の
合
併
に

伴
い
特
に
必
要
と
な
る
事
業
に
つ
い
て
、

新
た
に
合
併
推
進
債
の
対
象
と
す
る
こ
と

と
し
、
所
要
額
を
計
上
し
て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
か
ら
の
地
方
債
協
議
制
度

１８

へ
の
移
行
を
踏
ま
え
、
基
本
的
に
枠
外
債

の
解
消
を
図
る
こ
と
と
し
、
国
の
予
算
等

貸
付
金
債
等
に
つ
い
て
も
地
方
債
計
画
に

計
上
す
る
と
と
も
に
、
事
業
区
分
に
つ
い

て
所
要
の
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

 

辺
地
と
そ
の
他
の
地
域
の
格
差
是
正
を

図
り
、ま
た
、過
疎
地
域
の
自
立
促
進
の
た

め
の
施
策
を
推
進
す
る
た
め
、
辺
地
及
び

過
疎
対
策
事
業
債
の
所
要
額
を
確
保
し
て

い
る
こ
と
。特
に
、過
疎
対
策
事
業
債
に
つ

い
て
は
、
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
の
所
要
額
を

確
保
し
、
過
疎
地
域
の
自
立
促
進
に
資
す

る
効
果
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
を
重
点
的

に
支
援
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

地
方
公
共
団
体
が
公
共
施
設
等
に
係
る

ア
ス
ベ
ス
ト
の
除
去
を
円
滑
か
つ
速
や
か

に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
ア
ス
ベ
ス

ト
の
除
去
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
は

「
地
方
財
政
法
」第
５
条
に
該
当
し
な
い
も

の
に
つ
い
て
も
特
例
と
し
て
地
方
債
の
対

象
と
す
る
な
ど
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ

と
と
し
、「
地
方
財
政
法
」
の
附
則
に
地
方

債
の
特
例
規
定
を
置
く
た
め
の
改
正
を
行

う
予
定
で
あ
る
こ
と
。

 

地
方
債
資
金
に
つ
い
て
は
、
地
方
分
権

の
推
進
や
財
政
投
融
資
制
度
改
革
の
趣

旨
、
郵
政
民
営
化
や
政
策
金
融
改
革
な
ど

の
動
向
を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
及
び
政
令

指
定
都
市
を
中
心
に
、
市
場
公
募
地
方
債

の
拡
大
な
ど
に
よ
る
市
場
化
の
一
層
の
推

進
と
公
的
資
金
の
縮
減
・
重
点
化
を
引
き

続
き
図
る
と
と
も
に
、
各
地
方
公
共
団
体

の
資
金
調
達
能
力
に
配
慮
し
、
必
要
な
公

的
資
金
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
。

　

こ
の
結
果
、
平
成　

年
度
地
方
債
計
画

１８

に
お
け
る
地
方
債
資
金
に
つ
い
て
は
、
政

府
資
金
３
兆
８
、
５
０
０
億
円
（
前
年
度

比
８
、
７
０
０
億
円
、　

・
４
％
減
、
地

１８

方
債
計
画
中
の
構
成
比　

・
６
％
）、
公
営

２７

企
業
金
融
公
庫
資
金
１
兆
４
、
０
６
０
億

円
（
前
年
度
比
１
、
２
７
０
億
円
、
８
・

３
％
減
、
地
方
債
計
画
中
の
構
成
比　

・
１０

１
％
）
及
び
民
間
等
資
金
８
兆
６
、
９
０

６
億
円
（
前
年
度
比
５
、
９
３
０
億
円
、

６
・
４
％
減
、
地
方
債
計
画
中
の
構
成
比



（第三種郵便物認可） 第２５４７号平成１８年１月３０日１５ 町 村 週 報

政 策
　

・
３
％
）
と
な
っ
て
い
る
こ
と
。

６２
　

な
お
、
政
府
資
金
は
、
財
政
融
資
資
金

３
兆
３
、
７
０
０
億
円
（
前
年
度
比
１
、

７
０
０
億
円
、
４
・
８
％
減
、
地
方
債
計

画
中
の
構
成
比　

・
２
％
）、
郵
政
公
社
資

２４

金
の
う
ち
郵
便
貯
金
資
金
１
、
７
０
０
億

円
（
前
年
度
比
２
、
６
０
０
億
円
、　

・
６０

５
％
減
、
地
方
債
計
画
中
の
構
成
比
１
・

２
％
）、
簡
易
生
命
保
険
資
金
３
、
１
０
０

億
円
（
前
年
度
比
４
、
４
０
０
億
円
、　

・
５８

７
％
減
、
地
方
債
計
画
中
の
構
成
比
２
・

２
％
）
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

特
に
、
郵
政
公
社
資
金
に
つ
い
て
は
、

平
成　

年
度
で
の
原
則
廃
止
に
向
け
、
大

１９

幅
な
縮
減
を
図
っ
て
い
る
こ
と
。

　

ま
た
、
民
間
等
資
金
の
内
訳
は
、
市
場

公
募
資
金
３
兆
５
、
０
０
０
億
円
（
前
年

度
比
２
、
０
０
０
億
円
、
６
・
１
％
増
、

地
方
債
計
画
中
の
構
成
比　

・
１
％
）、
銀

２５

行
等
引
受
資
金
５
兆
１
、
９
０
６
億
円

（
前
年
度
比
７
、
９
３
０
億
円
、　

・
３

１３

％
減
、
地
方
債
計
画
中
の
構
成
比　

・
２

３７

％
）
と
な
っ
て
い
る
こ
と
。

 

民
間
資
金
の
調
達
に
当
た
っ
て
は
、
市

場
公
募
化
の
一
層
の
推
進
、
証
券
発
行
方

式
の
活
用
、
満
期
一
括
償
還
化
、
発
行
単

位
の
大
型
化
、
発
行
時
期
の
平
準
化
、
償

還
期
間
の
多
様
化
を
図
る
こ
と
等
に
よ
り

流
通
性
の
一
層
の
向
上
や
調
達
手
段
の
多

様
化
に
努
め
ら
れ
た
い
こ
と
。特
に
、証
券

発
行
方
式
の
地
方
債
を
発
行
し
て
い
る
地

方
公
共
団
体
に
あ
っ
て
は
、
平
成　

年
１

１８

月　

日
か
ら
開
始
さ
れ
た
一
般
債
振
替
制

１０
度
へ
の
円
滑
な
移
行
を
図
ら
れ
た
い
こ
と
。

　

全
国
型
市
場
公
募
債
に
つ
い
て
は
、
既

発
行
団
体
に
あ
っ
て
は
発
行
規
模
の
拡
大

に
努
め
る
と
と
も
に
、
全
都
道
府
県
及
び

政
令
指
定
都
市
が
全
国
型
市
場
公
募
債
を

発
行
す
る
こ
と
を
目
指
す
観
点
か
ら
、
未

発
行
団
体
に
あ
っ
て
は
積
極
的
に
そ
の
発

行
を
検
討
さ
れ
た
い
こ
と
。

　

ま
た
、
中
核
市
、
特
例
市
は
も
と
よ
り
、

そ
の
他
の
市
町
村
に
お
い
て
も
、
地
域
住

民
の
行
政
参
加
意
識
の
高
揚
と
と
も
に
、

地
方
債
の
個
人
消
化
及
び
資
金
調
達
手
法

の
多
様
化
を
図
る
趣
旨
か
ら
推
進
し
て
い

る
「
住
民
参
加
型
市
場
公
募
債
」
の
発
行

に
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
た
い
こ
と
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
に
お
い
て
は
、
新

１８

た
に
３
団
体
が
全
国
型
市
場
公
募
債
を
発

行
す
る
予
定
で
あ
る
と
と
も
に
、
住
民
参

加
型
市
場
公
募
債
に
つ
い
て
は
、
発
行
団

体
１
１
０
団
体
、
３
、
６
０
０
億
円
程
度

の
発
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　

発
行
単
位
の
大
型
化
に
よ
る
安
定
的
か

つ
有
利
な
資
金
調
達
を
図
る
た
め
、「
地

方
財
政
法
」
第
５
条
の
７
の
規
定
に
基
づ

く
全
国
型
の
共
同
発
行
市
場
公
募
債
に
つ

い
て
は
平
成　

年
度
に
お
い
て
発
行
規
模

１８

１
兆
３
、
０
０
０
億
円
程
度
、　

団
体
を

２９

予
定
し
て
い
る
こ
と
。
な
お
、
全
国
規
模

の
共
同
発
行
に
限
ら
ず
、
近
隣
地
方
公
共

団
体
間
や
都
道
府
県
・
市
町
村
間
な
ど

様
々
な
形
の
共
同
発
行
の
推
進
に
努
め
ら

れ
た
い
こ
と
。

　

地
方
債
に
関
す
る
制
度
の
ほ
か
、
地
方

債
は
Ｂ
１
Ｓ
（
国
際
決
済
銀
行
）
の
リ
ス

ク
ウ
ェ
イ
ト
が
国
債
と
同
様
ゼ
ロ
と
さ
れ

て
い
る
こ
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
方
公
共
団

体
に
お
け
る
財
政
健
全
性
を
維
持
す
る
た

あ
の
取
組
を
行
っ
て
い
る
こ
と
等
に
つ
い

て
、
地
方
債
の
市
場
化
の
推
進
に
対
応

し
、
住
民
及
び
市
場
関
係
者
の
一
層
の
理

解
を
得
ら
れ
る
よ
う
、
積
極
的
に
Ｉ
Ｒ
活

動
（
投
資
家
・
金
融
機
関
等
へ
の
説
明
）

等
情
報
提
供
を
行
わ
れ
た
い
こ
と
。

 

公
共
事
業
の
見
直
し
や
公
共
施
設
の
目

的
外
転
用
に
伴
い
必
要
と
な
る
財
政
融
資

資
金
等
の
繰
上
償
還
を
行
う
場
合
に
は
、

一
定
の
要
件
の
も
と
で
民
間
資
金
に
よ
る

借
換
債
を
新
た
に
認
め
る
こ
と
と
し
て
い

る
こ
と
。

 

中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
計
画
的
な

財
政
運
営
に
資
す
る
た
め
、
将
来
に
わ
た

る
地
方
債
の
発
行
計
画
及
び
償
還
計
画
を

策
定
す
る
な
ど
、
総
合
的
な
地
方
債
管
理

に
努
め
ら
れ
た
い
こ
と
。

 

施
設
の
耐
用
年
数
に
比
し
て
著
し
く
地

方
債
の
償
還
期
間
が
短
い
こ
と
等
に
よ

り
、
公
債
費
が
急
増
し
て
い
る
地
方
公
共

団
体
も
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、公
債
管
理

に
当
た
っ
て
は
、適
切
な
地
方
債
の
償
還
条

件
を
選
択
し
、公
債
費
負
担
の
中
長
期
的

な
平
準
化
に
十
分
留
意
さ
れ
た
い
こ
と
。

　

な
お
、
や
む
を
得
ず
、
償
還
途
中
に
お

い
て
平
準
化
を
図
る
必
要
が
生
じ
た
場
合

は
、
借
換
え
に
よ
り
対
処
す
る
こ
と
を
原

則
と
す
べ
き
で
あ
り
、
償
還
期
間
を
延
長

す
る
等
借
入
条
件
を
変
更
す
る
こ
と
は
、

市
場
関
係
者
に
対
し
て
債
務
の
繰
り
延
べ

と
の
印
象
を
与
え
か
ね
な
い
た
め
、
慎
ま

れ
た
い
こ
と
。

７
、
使
用
料
・
手
数
料
等

　

使
用
料
・
手
数
料
及
び
分
担
金
・
負
担
金

に
つ
い
て
は
、対
象
事
務
の
見
直
し
を
図

り
つ
つ
、
住
民
負
担
の
公
平
確
保
の
観
点

と
受
益
者
負
担
の
原
則
に
立
脚
し
、
関
係

事
務
費
の
動
向
に
即
応
し
て
常
に
見
直
し

を
行
い
、
そ
の
適
正
化
を
図
ら
れ
た
い
。

 
１
、
給
与
関
係
経
費

　

給
与
関
係
経
費
に
つ
い
て
は
、
次
の
事

項
に
留
意
し
、
定
員
管
理
及
び
給
与
水
準

の
適
正
化
等
に
よ
り
、
そ
の
抑
制
に
特
段

の
努
力
を
さ
れ
た
い
。

 

各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
抜
本

　

歳　

出

的
な
事
務
・
事
業
の
整
理
、
組
織
の
合
理

化
に
努
め
る
と
と
も
に
、
積
極
的
な
民
間

委
託
等
の
推
進
、
任
期
付
職
員
制
度
の
活

用
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
推
進
等
の
取
組
に
よ

り
、
適
正
な
定
員
管
理
を
一
層
推
進
し
、

集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
お
い
て
公
表
す
る
定

員
管
理
の
数
値
目
標
の
達
成
に
向
け
、
定

員
の
純
減
に
努
め
る
こ
と
。
そ
の
際
、
市

町
村
合
併
の
進
展
を
踏
ま
え
、
計
画
的
に

組
織
の
合
理
化
や
公
共
施
設
の
効
率
的
な

配
置
を
進
め
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
一
層

の
定
員
管
理
の
適
正
化
に
努
め
ら
れ
た
い

こ
と
。

　

な
お
、
国
の
法
令
に
よ
る
定
員
配
置
の

基
準
を
超
え
て
職
員
配
置
を
し
て
い
る
場

合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
法
令
の
趣
旨
等
を

踏
ま
え
て
、
定
員
の
適
正
化
を
図
る
な

ど
、
適
切
に
対
処
さ
れ
た
い
こ
と
。

 

地
方
財
政
計
画
上
の
職
員
数
に
つ
い
て

は
、
総
人
件
費
改
革
基
本
指
針
に
お
け
る

４
・
６
％
以
上
純
減
す
る
と
の
目
標
を
踏

ま
え
、そ
の
一
年
度
分
に
相
当
す
る
２
２
、

６
０
２
人
の
純
減
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

義
務
教
育
諸
学
校
及
び
公
立
高
等
学
校

（
特
殊
教
育
諸
学
校
高
等
部
を
含
む
。）
の

教
職
員
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
計
画

上
、
児
童
生
徒
数
の
減
少
等
に
伴
い
、
そ

れ
ぞ
れ
９
４
１
人
、
４
、
６
１
２
人
の
減

員
を
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

　

公
立
大
学
、
公
立
幼
稚
園
の
教
員
に
つ

い
て
は
、
地
方
財
政
計
画
上
、
３
、
０
８

５
人
の
減
員
（
大
学
独
立
法
人
化
に
よ
る

教
員
数
の
減
員
２
、
５
７
０
人
を
含
む
。）

を
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

 

一
般
職
員（
教
員
、警
察
官
、消
防
職
員

及
び
警
察
事
務
職
員
等
を
除
く
職
員
。）に

つ
い
て
は
、地
方
財
政
計
画
上
、１
７
、０

５
７
人
の
減
員
を
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

 

警
察
官
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
計
画
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公　立　学　校
市 町 村

一 般 職

都道府県

一 般 職

警　　察

事 務 職
警 察 官区　　　分 そ の 他

教 育 職

義　　務

教 育 職

87.5282％給　　　料
長　

期
70.0226％期末手当等

18.1％公　経　済

73.4％133.7％46.4％94.6％81.8％91.9％追　加　費　用

44.56％52.62％44.41％48.91％48.91％給　　　料

短　
　
　
　

期

38.65％44.69％38.46％41.65％41.65％短期＋福祉

0.42％0.35％0.34％0.13％0.13％育休介護手当金

5.49％7.33％5.61％7.13％7.13％介護納付金

0.25％特別財政調整

35.64％42.09％35.52％39.12％39.12％期末手当等

30.92％35.75％30.76％33.32％33.32％短期＋福祉

0.33％0.28％0.27％0.10％0.10％育休介護手当金

4.39％5.86％4.49％5.70％5.70％介護納付金

0.20％特別財政調整

240円7,920円240円240円240円事　　務　　費

上
、
現
下
の
治
安
状
況
を
勘
案
し
、
警
察

組
織
の
徹
底
的
な
合
理
化
が
進
め
ら
れ
る

こ
と
を
前
提
に
、
３
、
５
０
０
人
の
増
員

を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。
ま
た
、

警
察
事
務
職
員
に
つ
い
て
は
、
４
０
７
人

の
減
員
を
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

 

地
方
公
務
員
共
済
組
合
等
負
担
金
に
つ

い
て
は
、
表
３
の
と
お
り
改
定
さ
れ
る
予

定
で
あ
る
こ
と
。

 

地
方
公
務
員
災
害
補
償
基
金
負
担
金
に

つ
い
て
は
、
改
定
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
こ

と
。

 

団
塊
の
世
代
の
大
量
定
年
退
職
等
に
対

処
す
る
た
め
、
地
方
財
政
計
画
上
の
退
職

手
当
を
前
年
度
に
比
し　

・
９
％
増
の
２

１６

兆
５
０
０
億
円
程
度
計
上
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
に
お
い
て
は
、
前
年
度
に

１８

引
き
続
き
国
の
予
算
に
お
い
て
給
与
改
善

費
を
計
上
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
た
め
、

地
方
財
政
計
画
に
お
い
て
も
給
与
改
善
費

を
計
上
し
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
の
で
留

意
さ
れ
た
い
こ
と
。

 

地
方
財
政
計
画
上
の
給
料
単
価
等
に
つ

い
て
は
、
平
成　

年
人
事
院
勧
告
の
給
与

１７

構
造
改
革
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に

お
い
て
こ
れ
と
同
様
の
見
直
し
を
実
施
し

た
も
の
と
し
た
額
を
見
込
ん
で
い
る
こ
と
。

２
、
一
般
行
政
経
費

　

一
般
行
政
経
費
に
つ
い
て
は
、
次
の
事

項
に
留
意
し
つ
つ
、
経
費
全
般
に
つ
い
て

徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い
、
重
点
化
を
図

る
と
と
も
に
、
そ
の
節
減
合
理
化
に
努
め

ら
れ
た
い
。

 

国
の
委
託
費
、
補
助
金
等
に
つ
い
て

は
、
廃
止
、
減
額
等
が
行
わ
れ
て
い
る
も

の
も
あ
る
の
で
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏

ま
え
て
受
託
事
業
、
補
助
事
業
等
の
予
算

計
上
、
事
業
実
施
等
に
当
た
る
こ
と
。

 

平
成　

年
度
地
方
財
政
計
画
に
お
い
て

１８

は
、
一
般
行
政
経
費
（
単
独
）
の
う
ち
、

人
間
カ
の
向
上
・
発
揮
（
教
育
・
文
化
、

科
学
技
術
、
Ｉ
Ｔ
）、
個
性
と
工
夫
に
満
ち

た
魅
力
あ
る
都
市
と
地
方
の
形
成
、
公
平

で
安
心
な
高
齢
化
社
会
・
少
子
化
対
策
、

循
環
型
社
会
の
構
築
・
地
球
環
境
問
題
へ

の
対
応
と
い
っ
た
新
重
点
４
分
野
や
社
会

福
祉
系
統
経
費
、
市
町
村
合
併
、
治
安
維

持
対
策
に
係
る
施
策
な
ど
地
域
に
お
い
て

必
要
な
行
政
課
題
に
対
し
て
適
切
に
財
源

措
置
を
行
う
一
方
、
そ
の
他
の
分
野
に
係

る
既
定
の
行
政
経
費
に
つ
い
て
は
自
助
努

力
に
よ
る
節
減
分
を
見
込
み
つ
つ
極
力
縮

減
し
、
前
年
度
に
比
し
約
０
・
２
％
減
の

　

兆
４
、
８
０
０
億
円
程
度
（
伸
率
に
つ

１２い
て
は
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
一
般
財
源

化
に
係
る
影
響
分
を
除
く
。）を
計
上
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

　

な
お
、
平
成　

年
度
の
国
庫
補
助
負
担

１８

金
の
一
般
財
源
化
に
伴
い
、
補
助
事
業
か

ら
単
独
事
業
に
移
行
し
た
事
業
に
つ
い
て

は
、
上
記
一
般
行
政
経
費
（
単
独
）
に
含

め
て
、
所
要
の
事
業
費
全
額
（
２
、
７
０

０
億
円
程
度
）
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
て

い
る
こ
と
。

　

平
成　

年
度
は
投
資
的
経
費
（
単
独
）

１８

と
の
一
体
的
か
い
離
是
正
分
と
し
て
、
１

兆
円
を
増
額
計
上
す
る
こ
と
と
し
て
お

り
、
こ
れ
を
含
め
た
場
合
、
前
年
度
に
比

し
約
７
・
８
％
増
の　

兆
４
、
８
０
０
億

１３

円
程
度
と
な
る
こ
と
。

 

国
民
健
康
保
険
の
保
険
基
盤
安
定
制
度

（
保
険
料
軽
減
分
）
３
、
８
４
７
億
円
、

都
道
府
県
調
整
交
付
金
４
、
９
３
９
億
円

及
び
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
１
、
０

０
０
億
円
に
つ
い
て
は
、
国
民
健
康
保
険

関
係
事
業
費
と
し
て
９
、
７
８
６
億
円
を

計
上
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

 

高
等
学
校
以
下
の
科
立
学
校
に
対
す
る

功
成
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
計
画
に
所

要
額
を
計
上
す
る
と
と
も
に
、
地
方
交
付

税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ

と
。

 

災
害
等
年
度
途
中
に
お
け
る
追
加
財
政

需
要
の
発
生
に
備
え
る
た
め
、
平
成　

年
１８

度
に
お
い
て
は
、
５
、
７
０
０
億
円
程
度

（
前
年
度
同
額
）を
地
方
財
政
計
画
に
計
上

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
の
で
、
各
地
方
公

共
団
体
に
お
い
て
は
、
年
度
途
中
の
追
加

財
政
需
要
に
適
切
に
対
応
し
う
る
よ
う
あ

ら
か
じ
め
財
源
を
留
保
し
て
お
く
こ
と
。

 

運
輸
事
業
振
興
助
成
交
付
金
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
地
方
財
政
計
画
に
所
要
額

を
計
上
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
。

３
、
投
資
的
経
費

　

地
方
公
共
団
体
が
財
政
の
健
全
化
に
留

意
し
つ
つ
、
地
域
の
自
立
や
活
性
化
に
つ

な
が
る
基
盤
整
備
や
生
活
関
連
社
会
資
本

整
備
を
実
施
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
地

域
の
実
情
に
即
し
た
適
切
な
事
業
を
選
択

し
、
事
業
の
重
点
的
か
つ
効
果
的
な
実
施

に
努
め
ら
れ
た
い
。

 

国
の
公
共
投
資
関
係
費
は
前
年
度
比

４
・
８
％
減
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

地
方
財
政
計
画
に
お
い
て
は
、
投
資
的
経

費
の
う
ち
直
轄
事
業
負
担
金
に
つ
い
て

は
、
前
年
度
に
比
し
、
約
０
・
７
％
減
の

１
兆
１
、
３
０
０
億
円
程
度
、
補
助
事
業

費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
し
約
３
・

８
％
減
の
５
兆
６
、
７
０
０
億
円
程
度
と

な
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
。

表３　平成18年度の共済組合負担の組合別料率

（注）１「事務費」については、地方公務員等共済組合法附則第40条の４第１項の規定による
特例措置と同様の措置（改正予定）が平成18年４月１日以降も講じられるものとして
算出した額である。

　　　２「長期」及び「短期」の負担金率については、平成15年４月１日から導入された総報
酬制をベースとしている。

　　　３「長期」の「公経済」の率は、基礎年金拠出金に係る公的負担分で標準給与（掛金の
標準となる給料の額×1.25（特別職の職員である組合員は１）と掛金の標準となる期
末手当等との合計額）に対する率である。



（第三種郵便物認可） 第２５４７号平成１８年１月３０日１７ 町 村 週 報

政 策
 

地
方
単
独
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
比　

・
２
％
減
の　

兆
９
０
０
億
円
程

１９

１０

度
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
一

般
行
政
経
費
（
単
独
）
と
の
一
体
的
な
か

い
離
是
正
分
を
除
い
た
伸
び
率
は
３
・
２

％
の
減
で
あ
り
、
既
定
経
費
の
節
減
合
理

化
や
基
金
の
活
用
な
ど
に
よ
り
財
源
の
確

保
に
努
め
る
と
と
も
に
、「
地
域
活
性
化

事
業
」
や
「
地
域
再
生
事
業
」
の
活
用
を

図
り
、
基
盤
整
備
へ
の
重
点
化
を
図
り
つ

つ
、
生
活
関
連
基
盤
の
整
備
や
地
域
経
済

の
振
興
等
に
必
要
な
事
業
を
実
施
さ
れ
た

い
こ
と
。

 

ま
た
、
公
共
工
事
に
つ
い
て
は
、「
公
共

工
事
コ
ス
ト
縮
減
に
対
す
る
取
組
に
つ
い

て
」（
平
成　

年
９
月
１
日
付
け
自
治
事
務

１２

次
官
通
知
）
及
び
「
公
共
工
事
コ
ス
ト
構

造
改
革
に
対
す
る
取
組
に
つ
い
て
」（
平
成

　

年　

月　

日
付
け
総
務
事
務
次
官
通

１５

１０

２４

知
）
に
基
づ
き
、
よ
り
一
層
の
コ
ス
ト
縮

減
に
取
り
組
み
、
縮
減
率
の
公
表
を
推
進

さ
れ
た
い
こ
と
。

４
、
公
債
費

　

公
債
費
に
つ
い
て
は
、
近
年
の
投
資
的

経
費
の
抑
制
な
ど
に
よ
り
、
地
方
財
政
計

画
上
前
年
度
に
比
し
０
・
６
％
程
度
の
減

を
見
込
む
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
な
お
高

い
水
準
に
あ
る
と
と
も
に
公
債
費
の
状
況

は
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
異
な
る
も

の
で
あ
る
こ
と
等
に
か
ん
が
み
、
公
債
費

に
係
る
地
方
交
付
税
措
置
や
減
債
基
金
に

お
け
る
既
発
債
の
償
還
財
源
の
積
立
状
況

等
を
考
慮
し
、
実
質
的
な
後
年
度
負
担
を

把
握
し
つ
つ
年
次
償
還
計
画
を
策
定
す
る

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
中
長
期
的
観
点
に

立
っ
た
適
切
な
財
政
運
営
の
確
保
に
努
め

ら
れ
た
い
。

５
、
維
持
補
修
費

　

維
持
補
修
費
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政

計
画
上
前
年
度
に
比
し
０
・
５
％
程
度
の

減
を
見
込
む
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
各
種

公
共
施
設
等
に
つ
い
て
計
画
的
に
補
修
を

行
い
、
そ
の
機
能
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る

よ
う
適
切
な
措
置
を
講
じ
ら
れ
た
い
。

６
、
公
営
企
業
繰
出
金

　

公
営
企
業
繰
出
金
に
つ
い
て
は
、「
地

方
公
営
企
業
法
」（
昭
和　

年
法
律
第
２
９

２７

２
号
）
等
に
定
め
る
一
般
会
計
と
の
間
に

お
け
る
経
費
負
担
区
分
等
の
経
営
に
関
す

る
基
本
原
則
を
堅
持
し
な
が
ら
、
地
方
公

営
企
業
の
経
営
健
全
化
等
を
推
進
す
る
な

ど
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、

生
活
関
連
社
会
資
本
の
整
備
及
び
社
会
経

済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し
た
新
た
な
事
業

の
展
開
に
配
慮
し
、
地
方
財
政
計
画
に
所

要
額
を
計
上
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
の

で
、
こ
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
な
運
用
を

図
ら
れ
た
い
。

７
、
そ
の
他

　

次
の
諸
点
に
、
特
に
留
意
さ
れ
た
い
。

 

国
等
に
対
し
施
設
又
は
用
地
を
無
償
で

提
供
す
る
等
の
事
例
が
見
受
け
ら
れ
る

が
、「
地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
」

（
昭
和　

年
法
律
第
１
９
５
号
）第　

条
第

３０

２４

２
項
の
規
定
に
基
づ
き
適
正
に
対
処
す
る

こ
と
。

　

ま
た
、
国
鉄
民
営
化
に
伴
い
設
立
さ
れ

た
旅
客
会
社
等
に
対
す
る
寄
附
金
等
の
支

出
に
つ
い
て
も
、
同
法
の
趣
旨
を
踏
ま

え
、
引
き
続
き
適
切
に
対
処
す
る
こ
と
。

 

公
営
競
技
は
、
地
方
財
政
へ
の
寄
与
を

主
た
る
目
的
と
し
て
実
施
さ
れ
る
も
の
で

あ
る
が
、
近
年
、
経
営
状
況
が
悪
化
し
、

収
益
率
が
低
下
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る

の
で
、
各
施
行
団
体
に
あ
っ
て
は
、
魅
力

の
向
上
に
よ
る
売
上
げ
の
増
加
を
図
り
、

開
催
経
費
の
削
減
等
に
よ
る
経
営
の
合
理

化
を
徹
底
す
る
ほ
か
、
必
要
に
応
じ
、
今

後
の
事
業
の
在
り
方
に
つ
い
て
も
検
討
を

行
う
こ
と
。

　

な
お
、
各
施
行
団
体
が
特
別
な
経
営
改

善
計
画
を
策
定
し
、
自
主
的
に
経
営
改
善

に
取
り
組
も
う
と
す
る
場
合
に
、
そ
の
計

画
に
基
づ
い
て
行
う
人
員
削
減
や
機
械
導

入
等
に
伴
い
一
時
的
に
増
加
す
る
経
費
の

ほ
か
、
公
営
競
技
施
設
に
係
る
当
該
年
度

の
地
方
債
元
金
償
還
金
に
つ
い
て
、
地
方

債
を
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し

て
お
り
、
必
要
に
応
じ
て
こ
の
措
置
を
活

用
し
、
積
極
的
に
経
営
の
合
理
化
に
取
り

組
ま
れ
た
い
こ
と
。

 

公
共
工
事
の
入
札
及
び
契
約
手
続
に
つ

い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
こ

れ
ま
で
の
改
善
の
取
組
を
引
き
続
き
推
進

し
つ
つ
、「
公
共
工
事
の
入
札
及
び
契
約

の
適
正
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」（
平
成

　

年
法
律
第
１
２
７
号
）
に
よ
り
義
務
付

１２け
ら
れ
て
い
る
事
項
に
つ
い
て
、
早
期
に

完
全
実
施
す
る
と
と
も
に
、
同
法
に
基
づ

く
指
針
に
従
い
、
必
要
な
措
置
を
講
じ
る

よ
う
努
め
ら
れ
た
い
こ
と
。

　

ま
た
、
一
般
競
争
入
札
の
適
切
な
実
施

や
多
様
な
入
札
・
契
約
方
式
の
推
進
、
電

子
入
札
の
導
入
等
に
つ
い
て
は
、「
公
共

工
事
の
入
札
及
び
契
約
の
適
正
化
の
推
進

に
つ
い
て
」（
平
成　

年　

月　

日
付
け
国

１６

１２

２８

土
交
通
省
総
合
政
策
局
長
・
総
務
省
自
治

行
政
局
長
通
知
）
の
趣
旨
を
十
分
に
踏
ま

え
、
適
切
に
対
処
さ
れ
た
い
こ
と
。

 

公
共
工
事
の
品
質
の
確
保
に
つ
い
て

は
、「
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に

関
す
る
法
律
」（
平
成　

年
法
律
第　

号
）

１７

１８

が
平
成　

年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
、
ま

１７

た
、
同
法
に
基
づ
く
「
公
共
工
事
の
品
質

確
保
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に

推
進
す
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
」
が
平

成　

年
８
月　

日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
こ

１７

２６
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と
を
踏
ま
え
、
同
法
及
び
同
方
針
に
基
づ

い
て
、
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
を

図
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
よ
う

努
め
ら
れ
た
い
こ
と
。

 

国
又
は
特
殊
法
人
等
が
設
置
主
体
と
な

る
公
的
施
設
（
会
館
、
宿
泊
施
設
、
会
議

場
、
結
婚
式
場
、
健
康
増
進
施
設
、
総
合

保
養
施
設
、
勤
労
者
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
施
設

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
施
設
を
指
し
、

特
殊
会
社
及
び
民
営
化
が
決
定
さ
れ
た
法

人
が
設
置
す
る
も
の
を
除
く
。）に
つ
い
て

は
、
新
設
及
び
増
築
を
禁
止
す
る
こ
と
と

さ
れ
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
も
、
こ

の
措
置
に
準
じ
て
措
置
す
る
よ
う
要
請
す

る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り

（
平
成　

年
５
月　

日
閣
議
決
定
）、「
民

１２

２６

間
と
競
合
す
る
公
的
施
設
の
改
革
に
つ
い

て
」（
平
成　

年
６
月
９
日
付
け
自
治
事
務

１２

次
官
通
知
）
に
基
づ
き
、
適
切
に
対
処
さ

れ
た
い
こ
と
。

 

「
地
方
公
共
団
体
の
特
定
の
事
務
の
郵

便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に
関
す
る
法
律
」

（
平
成　

年
法
律
第
１
２
０
号
）
に
よ
り
、

１３

住
民
票
の
写
し
の
交
付
等
の
事
務
を
郵
便

局
に
お
い
て
取
り
扱
う
こ
と
が
で
き
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、
住
民
の
利
便
の

増
進
を
図
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体

の
組
織
及
び
運
営
の
合
理
化
に
資
す
る
た

め
、
引
き
続
き
本
制
度
の
活
用
に
努
め
ら

れ
た
い
こ
と
。

　

な
お
、「
郵
政
民
営
化
の
施
行
に
伴
う

関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
」（
平

成　

年
法
律
第
１
０
２
号
）
に
よ
り
、
郵

１７
政
民
営
化
後
の
郵
便
局
に
お
い
て
も
従
前

ど
お
り
「
地
方
公
共
団
体
の
特
定
事
務
」

を
受
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
こ
と
。

 　

地
方
公
営
企
業
（
略
）

　

長
崎
県
町
村
会
は
平
成　

年　

月
７
日

１７

１２

の
臨
時
総
会
で
次
の
と
お
り
会
長
を
選
出

し
た
。　  　
（
平
成　

年
１
月
１
日
就
任
）

１８

長
崎
県
町
村
会
長

南
高
来
郡
西
有
家
町
長

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

 
佐
藤   
寿
信

    

　

さ
と
う 

と
し
の
ぶ

                       
昭
和　

年　

月　

日
生

１８

１１

１８

【
住
所
】長
崎
県
南
高
来
郡
西
有
家
町
里
坊

１
９
０
０
番
地

【
町
長
に
当
選
す
る
ま
で
の
経
歴
】▽
昭
和

　

年
西
有
家
町
議
会
議
長
▽
平
成
８
年
西

６１有
家
町
長

【
町
長
と
し
て
の
当
選
回
数
】
３
回

【
町
村
会
関
係
の
経
歴
】▽
平
成　

年
南
高

１５

来
郡
町
村
会
副
会
長
▽
同
年
長
崎
県
町
村

会
評
議
員

【
主
な
業
績
】
▽
西
有
家
総
合
学
習
セ
ン

タ
ー
建
設
▽
西
有
家
町
農
業
集
落
排
水
施

設
建
設
▽
西
有
家
町
総
合
運
動
公
園
建
設

▽
西
有
家
町
尾
上
地
区
ほ
場
整
備
▽
高
齢

者
福
祉
タ
ク
シ
ー
助
成
事
業

【
趣
味
】
園
芸

【
家
族
】
妻
・
母

　

林
野
庁
で
は
、
平
成　

年
の
新
規
事
業

１８

と
し
て
「
山
村
力
誘
発
モ
デ
ル
事
業
」（
概

算
決
定：

１
２
５
、
０
０
０
千
円
）
を
創

設
し
て
、
山
村
地
域
と
都
市
住
民
の
連
携

に
よ
り
、
山
村
再
生
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
な

ど
、
山
村
へ
の
定
住
者
確
保
に
つ
な
が
る

様
々
な
取
組
の
中
か
ら
、
全
国
的
に
先
進

的
な
取
組
を
募
集
・
選
定
・
支
援
し
て
、山

村
地
域
の
活
性
化
モ
デ
ル
と
し
て
全
国
に

普
及
啓
発
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

１
、
支
援
内
容
の
主
な
事
例

○
山
村
再
生
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定

○
都
市
と
山
村
の
協
働

・
山
村
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
受
け
入
れ

・
山
村
再
生
フ
ァ
ン
ド
や
地
域
通
貨
の

導
入

○
山
村
資
源
の
循
環
利
用

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
物
質
循
環
シ
ス

テ
ム
の
検
討

　

資
源
プ
ラ
ン
ト
の
誘
致

○
定
住
者
の
確
保

・
山
村
の
生
活
に
関
す
る
情
報
提
供

・
事
業
の
実
施
拠
点
と
な
る
施
設
の
修

繕
等

※
補
助
率
は
事
業
費
の
２
分
の
１

２
、
応
募
要
件

○
都
道
府
県
域
を
越
え
る
都
市
と
山
村
と

の
取
組
で
あ
る
こ
と

○
山
村
の
活
性
化
に
資
す
る
長
期
的
な
取

組
で
あ
る
こ
と

○
先
進
的
で
他
地
域
へ
の
波
及
効
果
が
高

い
取
組
で
あ
る
こ
と

３
、
応
募
主
体

○
都
市
と
山
村
の
第
３
セ
ク
タ
ー
、
森
林

組
合
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
自
治
体
等
が
連
携
し
た

任
意
団
体
等

〔
問
い
合
わ
せ
先
〕

林
野
庁
計
画
課

森
林
総
合
利
用
・
山
村
振
興
室

電　

話
０
３－

３
５
０
２－

８
１
１
１

（
内
線
６
２
０
７
）

Ｆ
Ａ
Ｘ
０
３－

３
５
９
３－

９
５
６
５

山
村
振
興
指
導
班：

佐
山
・
森

　

山
村
と
都
市
の
連
携
で
、
山
村
で
の
様
々
な
体
験
、
教
育
、
労
働
、
生

活
の
場
を
求
め
る
都
市
住
民
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、
山
村
へ
の
人
や
資
金

の
導
入
に
よ
り
山
村
地
域
の
活
性
化
を
図
り
、
森
林
整
備
の
推
進
に
よ
る

森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
を
図
る
。

林
野
庁

山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山山
村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村村
力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力力
誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘誘
発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発発
モモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモモ
デデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデデ
ルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルル
事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事
業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業

山
村
力
誘
発
モ
デ
ル
事
業

 
山
村
力 
誘
発
モ
デ
ル
事
業

や
ま
ぢ
か
ら
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町
は
、
結
婚
の
記
念
に
婚
姻
届
を

複
写
し
た
台
紙
を
無
料
で
プ
レ
ゼ
ン

ト
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い
る
。

台
紙
に
は
顔
写
真
用
の
小
窓
や
メ
ッ

セ
ー
ジ
シ
ー
ト
な
ど
が
入
る
ポ
ケ
ッ

ト
も
あ
る
。
婚
姻
届
の
提
出
は
一
時

滞
在
先
で
も
可
能
な
こ
と
か
ら
、
思

い
出
づ
く
り
に
多
く
の
新
婚
カ
ッ
プ

ル
の
来
町
を
期
待
し
て
い
る
。

　

町
は
、
地
域
活
性
化
と
人
材
育
成

を
ね
ら
い
に
弘
前
大
学
と
地
域
連
携

事
業
協
定
を
締
結
し
た
。
町
企
画
課

と
同
大
学
の
学
術
情
報
部
社
会
連
携

課
が
窓
口
と
な
っ
て
協
定
に
基
づ
く

包
括
的
な
協
力
関
係
を
確
立
し
、
当

面
は
教
育
学
部
学
生
が
地
域
振
興
策

を
提
言
す
る
調
査
研
究
や
新
規
作
物

の
栽
培
研
究
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

　

町
は
、
食
育
担
当
の
専
門
ポ
ス
ト

と
し
て
農
林
課
内
に
「
食
育
推
進
主

幹
」
を
設
け
、
食
育
を
推
進
し
て
い

く
。
同
主
幹
は
学
校
給
食
や
健
康
づ

く
り
な
ど
多
分
野
に
ま
た
が
る
食
育

関
連
事
業
を
整
理
し
、
部
署
間
の
連

携
を
図
っ
て
事
業
全
体
を
組
み
立
て

る
役
割
を
担
う
。
平
成　

年
度
か
ら

１８

本
格
的
な
活
動
を
展
開
し
て
い
く
。

　

町
は
、
犬
の
ふ
ん
害
解
消
策
と
し

て
「
犬
の
ト
イ
レ
」
を
町
内
５
か
所

に
試
験
的
に
設
置
し
て
い
る
。
ト
イ

結
婚
記
念
に
婚
姻
届
を
複
写

し
た
台
紙
を
贈
呈

レ
は
、
ご
み
堆
肥
化
容
器
を
活
用
し

た
も
の
で
、
ふ
ん
は
飼
い
主
が
持
参

し
た
ビ
ニ
ー
ル
袋
に
入
れ
て
捨
て
て

も
ら
う
。
ト
イ
レ
の
ふ
ん
は
町
が
週

１
回
回
収
。
利
用
状
況
を
み
な
が
ら

ト
イ
レ
の
増
設
も
検
討
す
る
。

　

町
は
、
係
制
を
廃
止
し
グ
ル
ー
プ

制
を
導
入
し
た
。
縦
割
り
を
解
消
し

た
柔
軟
な
組
織
運
営
に
よ
り
職
員
同

士
が
協
力
し
や
す
い
体
制
の
構
築
が

ね
ら
い
。
職
員
を
課
の
一
員
と
位
置

づ
け
、
業
務
内
容
に
応
じ
て
４
〜
５

人
の
グ
ル
ー
プ
を
設
置
。
各
職
員
は

複
数
の
グ
ル
ー
プ
に
所
属
し
、
機
動

的
に
業
務
に
当
た
っ
て
い
く
。

　

国
内
有
数
の
温
泉
地
と
し
て
知
ら

れ
る
町
は
、
定
住
人
口
の
増
加
を

図
っ
て
い
く
た
め
、
町
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
「
空
き
家
・
空
き
室
」
情

報
を
掲
載
し
て
い
る
。
町
税
・
国
保

の
滞
納
の
な
い
住
民
登
録
を
し
て
い

る
町
民
の
所
有
物
件
で
あ
る
こ
と
が

掲
載
の
条
件
で
、
町
外
か
ら
の
転
居

を
促
進
し
て
い
く
。

　

町
は
、
町
内
の
小
学
校
で
心
臓
に

持
病
の
あ
る
児
童
が
授
業
中
に
不
整

脈
を
起
こ
し
急
死
し
た
こ
と
を
受

け
、
自
動
体
外
式
除
細
動
器
（
Ａ
Ｅ

Ｄ
）
を
町
内
全
小
中
学
校
に
配
備
し

た
。
配
備
に
当
た
っ
て
は
、
全
小
中

学
校
の
校
長
や
教
職
員
約
２
０
０
人

を
対
象
に
し
た
Ａ
Ｅ
Ｄ
の
使
い
方
や

心
肺
蘇
生
法
に
つ
い
て
の
講
習
会
も

実
施
し
た
。

　

合
併
に
伴
い
昨
年
誕
生
し
た
町

は
、「
自
然
」「
歴
史
」
な
ど
５
つ
の

テ
ー
マ
ご
と
に
町
内
の
見
ど
こ
ろ
を

紹
介
し
た
総
合
的
な
観
光
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
を
作
成
し
た
。
Ｂ
５
判
、
全

　

ペ
ー
ジ
で
、
町
の
名
所
や
特
産

１８品
、
イ
ベ
ン
ト
な
ど
を
網
羅
し
て
お

り
、
能
登
空
港
や
小
松
空
港
な
ど
で

も
配
布
し
誘
客
に
活
用
し
て
い
る
。

　

村
は
、
田
舎
暮
ら
し
を
希
望
す
る

都
市
住
民
の
移
住
を
支
援
し
て
人
口

定
住
化
を
図
っ
て
い
く
た
め
、「
空

き
家
情
報
活
用
制
度
」
を
導
入
し
て

い
る
。
村
内
の
賃
貸
・
売
却
に
適
し

た
空
き
家
の
情
報
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
掲
載
し
、
賃
借
や
購
入
し
た
い
人

に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
申
し
込
ん
で

も
ら
う
。

　

町
は
、
災
害
弱
者
に
な
る
恐
れ
が

あ
る
町
民
の
実
態
を
把
握
す
る
た

め
、
台
帳
の
作
成
に
取
り
組
ん
で
い

る
。
対
象
は
高
齢
者
や
障
害
者
、
乳

幼
児
の
い
る
世
帯
な
ど
３
０
０
０
人

程
度
に
な
る
見
込
み
。
台
帳
作
成
に

当
た
っ
て
は
、
作
成
の
趣
旨
と
登
録

申
請
用
紙
を
郵
送
し
、
趣
旨
に
同
意

し
た
町
民
を
台
帳
に
登
録
す
る
。

　

町
は
、
町
内
に
あ
る
工
業
団
地
へ

の
企
業
誘
致
を
目
的
に
、
こ
れ
ま
で

の
条
例
や
規
則
を
統
合
・
改
正
し
た

企
業
立
地
促
進
条
例
を
施
行
し
た
。

工
業
団
地
に
進
出
す
る
企
業
へ
の
助

成
枠
を
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
町
民

を
雇
用
し
た
場
合
に
従
業
員
数
に
応

じ
て
１
人
当
た
り
３
万
円
を
支
給
す

る
雇
用
促
進
助
成
金
を
新
設
し
た
。

　

町
は
、
有
用
微
生
物
群
の
Ｅ
Ｍ
菌

を
活
用
し
た
有
機
栽
培
や
ご
み
再
資

源
化
の
推
進
を
ね
ら
い
に
設
立
さ
れ

た
町
民
組
織
「
北
島
Ｅ
Ｍ
の
会
」
を

支
援
し
、
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に

取
り
組
ん
で
い
る
。
同
会
の
活
動
費

を
助
成
す
る
と
と
も
に
、
小
学
校
等

で
の
Ｅ
Ｍ
菌
に
よ
る
肥
料
づ
く
り
を

普
及
促
進
し
て
い
く
。

　

平
成　

年　

月
に
５
町
村
の
合
併

１６

１０

で
誕
生
し
た
町
は
、
合
併
１
周
年
に

合
わ
せ
、
町
の
花
、
木
、
鳥
と
と
も

に
町
の
魚
と
し
て
カ
ツ
オ
を
選
定
し

た
。
県
内
唯
一
の
カ
ツ
オ
の
水
揚
げ

漁
港
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
カ
ツ
オ
の

Ｐ
Ｒ
と
と
も
に
新
商
品
も
開
発
し
、

町
の
漁
業
振
興
を
図
っ
て
い
く
。

　

町
教
育
委
員
会
は
、
学
校
の
安
全

性
を
高
め
て
い
く
た
め
、
町
内
全
８

小
中
学
校
へ
の
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置

を
進
め
て
い
る
。
町
民
の
防
災
意
識

も
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、

赤
外
線
に
よ
っ
て
人
の
気
配
を
感
知

す
る
と
カ
メ
ラ
が
自
動
的
に
録
画
を

開
始
す
る
仕
組
み
で
、
各
校
に
３
台

ず
つ
配
備
す
る
。
今
年
度
中
に
設
置

を
終
え
る
予
定
。

カカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカカ
プププププププププププププププププププププププププププププププププププププププププププププププププ
セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセ
ルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルル

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
ｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏｏ
ｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗ

＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆＆

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
ｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅｅ
ｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗｗ

カ
プ
セ
ル　
Ｎ
ｏ
ｗ　
＆　
Ｎ
ｅ
ｗ

カ
プ
セ
ル　
Ｎ
ｏ
ｗ　
＆　
Ｎ
ｅ
ｗ

食
育
担
当
ポ
ス
ト「
食
育

推
進
主
幹
」
を
新
設

「
空
き
家
情
報
活
用
制
度
」
を
導
入

災
害
弱
者
台
帳
の
作
成

を
推
進

岩
手
県

紫
波
町

企
業
立
地
促
進
条
例
を
施
行

全
小
中
学
校
に
自
動
体
外

式
除
細
動
器
を
配
備

長
野
県

喬
木
村

島
根
県

斐
川
町

富
山
県

入
善
町

「
犬
の
ト
イ
レ
」
を
試
験

的
に
設
置

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
空
き
家
・

空
き
室
」
情
報
を
掲
載

石 
川 
県

中
能
登
町

総
合
的
な
観
光
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
を
作
成

京
都
府

加
茂
町

北
海
道

東
川
町

埼
玉
県

栗
橋
町

Ｅ
Ｍ
菌
を
活
用
し
た
ご
み

再
資
源
化
を
支
援

徳
島
県

北
島
町

栃
木
県

大
平
町

町
の
魚
と
し
て
カ
ツ
オ

を
選
定

愛
媛
県

愛
南
町

全
小
中
学
校
へ
防
犯
カ
メ
ラ

を
設
置

福
岡
県

宇
美
町

弘
前
大
学
と
地
域
連
携

事
業
協
定
を
締
結

青

森

県

鰺
ヶ
沢
町

機
動
的
な
組
織
運
営
に
グ

ル
ー
プ
制
を
導
入

神
奈
川
県

箱

根

町
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活 動

建
物
災
害
共
済
事
業

　

建
物
災
害
共
済
事
業
は
、
町
村
の
所
有
す

る
建
物
等
が
火
災
や
自
然
災
害
等
に
よ
っ
て

生
じ
た
損
害
を
相
互
救
済
す
る
た
め
に
、
昭

和
二
十
三
年
四
月
よ
り
地
方
自
治
法
第
二
六

三
条
の
二
（
相
互
救
済
事
業
経
営
の
委
託
）

の
規
定
に
基
づ
き
、
財
団
法
人
全
国
自
治
協

会
が
受
託
事
業
と
し
て
実
施
し
、
現
在
に

至
っ
て
い
る
。
こ
の
間
、
共
済
委
託
町
村
な

ら
び
に
各
都
道
府
県
支
部
（
町
村
会
）
の
多

大
な
協
力
を
得
て
事
業
基
盤
は
安
定
を
み
て

い
た
が
、
市
町
村
合
併
の
影
響
に
よ
り
分
担

金
収
入
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。

　

事
業
の
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
制
度
内
容

の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
共
済
委
託
団
体

の
財
政
負
担
の
軽
減
を
図
り
、
共
済
委
託
物

件
の
継
続
加
入
推
進
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　

平
成
十
六
年
度
の
収
支
状
況
は
、
収
入
額

一
一
七
億
五
、
九
九
四
万
余
円
（
運
営
準
備

積
立
金
戻
入
を
除
く
、
前
年
度
比
六
・
三
％

減
）、
支
出
額
一
八
五
億
九
、
三
五
六
万
余
円

（
前
年
度
比
八
一
・
一
％
増
）
で
収
支
差
引

額
は
六
八
億
三
、
三
六
二
万
余
円
の
欠
損
と

な
っ
た
。
こ
れ
は
度
重
な
る
台
風
の
上
陸
に

よ
り
、
加
入
物
件
が
甚
大
な
被
害
を
被
り
、

支
払
共
済
金
が
過
去
最
高
の
支
払
い
と
な
っ

た
た
め
で
、
収
支
欠
損
金
額
は
運
営
準
備
積

立
金
の
取
崩
し
に
よ
り
対
処
し
た
。

　

平
成
十
六
年
度
の
受
託
及
び
罹
災
状
況
等

は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１
、
受
託
状
況

　

平
成
十
六
年
度
の
受
託
実
績
は
、
表
（
１
）

の
と
お
り
で
あ
る
。

　

受
託
件
数
は
四
二
五
、
〇
六
六
件
で
、
前

年
度
比
一
〇
、九
五
四
件（
二
・
六
％
）の
増
と

な
っ
た
。ま
た
共
済
責
任
額
は
前
年
度
比
八
、

五
七
三
億
余
円（
二
・
四
％
）増
の
三
六
兆
九
、

二
四
八
億
余
円
と
な
っ
た
。
収
入
分
担
金
は

八
六
億
八
、
九
四
七
万
余
円
で
前
年
度
実
績

九
三
億
九
七
八
〇
万
余
円
に
比
べ
七
億
八
百

三
三
万
余
円（
七
・
五
％
）の
減
と
な
っ
た
。

２
、
罹
災
状
況

　

平
成
十
六
年
度
の
罹
災
状
況
は
表
（
２
）

に
示
す
と
お
り
で
あ
る
。
建
物
共
済
に
お
け

る
罹
災
件
数
は
一
六
、
一
五
一
件
で
、
前
年

度
よ
り
一
〇
、
九
八
五
件
（
二
一
二
・
六
％
）

の
増
と
な
り
、
支
払
共
済
金
に
お
い
て
は
、

前
年
度
よ
り
五
四
億
二
、
六
五
八
万
余
円

（
一
四
五
・
二
％
）
増
の
九
一
億
六
、
三
五

三
万
余
円
と
な
っ
た
。
な
お
、
収
入
分
担
金

八
六
億
八
、
九
四
七
万
余
円
に
対
す
る
損
害

率
は
一
〇
五
・
五
％
で
あ
る
。

３
、
用
途
別
罹
災
状
況

　

用
途
別
の
罹
災
状
況
は
表（
３
）の
と
お
り

で
あ
る
。罹
災
件
数
は
学
校
施
設
・
体
育
施
設

に
お
い
て
多
い
が
、
支
払
共
済
金
及
び
用
途

別
の
損
害
率
に
お
い
て
は
環
境
衛
生
施
設
及

び
そ
の
他
の
施
設
が
高
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

　

な
お
、
一
罹
災
当
り
の
平
均
支
払
共
済
金

額
は
五
六
七
、
三
六
六
円
と
な
っ
て
い
る
。

４
、
災
害
見
舞
金

　

災
害
見
舞
金
は
自
然
災
害
（
地
震
・
噴
火
・

津
波
に
よ
る
損
害
）に
対
し
て
給
付
す
る
が
、

平
成
十
六
年
度
に
お
い
て
は
表
（
４
）
の
と

　

財
団
法
人
全
国
自
治
協
会
は
、
地
方
自
治
法
第
二
六
三
条
の
二
の
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
公
有
物
件
（
建
物
・

自
動
車
）
の
災
害
共
済
事
業
を
行
っ
て
い
る
。
平
成
十
七
年
七
月
七
日
開
催
の
評
議
員
会
の
同
意
を
得
、
同
日
の
理

事
会
に
お
い
て
、
平
成
十
六
年
度
事
業
概
要
及
び
決
算
に
つ
い
て
認
定
を
得
た
の
で
、
次
の
と
お
り
そ
の
概
要
を
報

告
す
る
。
町
村
週
報
へ
の
掲
載
は
、
公
有
物
件
災
害
共
済
規
約
の
『
地
方
自
治
法
同
条
第
二
項
に
定
め
る
通
知
お
よ

び
公
示
は
全
国
町
村
会
が
発
行
す
る
「
町
村
週
報
」
に
掲
載
し
て
、
こ
れ
を
行
う
』
と
の
定
め
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

財
団
法
人
全
国
自
治
協
会

公
有
物
件
災
害
共
済
事
業
の
概
要
報
告

平　
　

成

十
六
年
度

増減率比較増減平成15年度平成16年度区　　　分

2.6%10,954件　414,112件　425,066件　件 数

2.4%857,320,788千円36,067,540,119千円36,924,860,907千円共 済 責 任 額

△7.5%△708,330,757円　9,397,802,842円　8,689,472,085円　収 入 分 担 金

表 　建物共済受託実績

増減率比較増減平成15年度平成16年度区　　　分

212.6%10,985件5,166件16,151件件 数

145.2%5,426,581,053円3,736,953,577円9,163,534,630円支 払 共 済 金

���65.7%39.8%105.5%損 害 率

表 　建物共済罹災状況

損　害　率支　払　共　済　金件　　　数用　　途　　別

19.1%（　73.1%）1,657,952,009円（　18.1%）3,330件（　20.6%）学 校 関 係

建　

物　

共　

済

　　7.7 （124.5%）670,907,422　（　　7.3%）1,236　（　　7.7%）役 場 庁 舎

　　3.1 （　87.7%）267,900,794　（　　2.9%）284　（　　1.8%）医 療 施 設

　　8.5 （126.6%）738,292,964　（　　8.1%）2,112　（　13.1%）住 宅

　14.9 （　94.5%）1,294,170,987　（　14.1%）2,198　（　13.6%）社会文化施設

　　7.3 （　75.4%）630,595,107　（　　6.9%）1,372　（　　8.5%）福 祉 関 係

　17.8 （126.2%）1,548,044,671　（　16.9%）2,214　（　13.7%）体 育 関 係

　16.8 （177.4%）1,458,251,219　（　15.9%）1,465　（　　9.0%）環境衛生施設

　10.3 （138.9%）897,419,457　（　　9.8%）1,940　（　12.0%）そ の 他

105.5 ���　9,163,534,630　（100.0%）16,151　（100.0%）合　　　　　計

表 　建物共済用途別罹災状況

（注）損害率は総分担金収入に対する用途別の損害率であり、（　）は各用途別区分収入に対する
用途別損害率である。

比較増減平成15年度平成16年度区　　　　　　分

142件358件500件件　　　　　　数

369,593,549円194,619,841円564,213,390円災害見舞金給付額

1,065,414,062円－円1,065,414,062円未 払 費 用

1,435,007,611円194,619,841円1,629,627,452円合　　　　　　計

表 　建物共済災害見舞金給付状況

本年度末貸付残額償　還　済　額貸　　付　　額貸付件数貸　付　年　度

767,816,000円3,872,884,000円4,640,700千円257件平成10年度

1,519,524,000　3,081,976,000　4,601,500　　253　平成11年度

2,229,012,000　2,229,988,000　4,459,000　　256　平成12年度

2,822,360,000　1,415,740,000　4,238,100　　260　平成13年度

3,545,130,000　781,670,000　4,326,800　　261　平成14年度

3,394,000,000　0　3,394,000　　241　平成15年度

3,334,900,000　25,600,000　3,360,500　　211　平成16年度

17,612,742,000　11,407,858,000　29,020,600　　1,739　合　　　計

表 　消防設備資金融資

（注）平成16年度の貸付条件は次のとおりである。
1．償還期限は資金を貸受けた翌年度から7年以内
2．貸付利率は貸付期日により異なり、2月1日貸付分が0.7％、3月1日貸付分が0.7％、3月25
日貸付分が0.6％である。
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活 動

お
り
で
あ
る
。

　

な
お
、本
年
度
よ
り
平
成
十
六
年
度
罹
災
の

災
害
見
舞
金
を
未
払
費
用
と
し
て
計
上
し
た
。

５
、
諸
積
立
金

　

平
成
十
六
年
度
末
に
お
け
る
基
金
積
立
金

（
財
産
収
入
を
も
っ
て
造
成
）及
び
運
営
準
備

積
立
金
（
事
業
剰
余
金
の
積
立
）
の
総
額
は

四
五
六
億
二
、
一
一
四
万
余
円
と
な
っ
て
お

り
、
そ
の
内
訳
は
、
基
金
積
立
金
二
九
一
億

四
六
八
万
余
円
、
運
営
準
備
積
立
金
一
六
五

億
一
、
六
四
五
万
余
円
で
あ
る
。

６
、
消
防
設
備
資
金
融
資

　

共
済
事
業
委
託
町
村
等
に
対
す
る
還
元
融

資
と
し
て
の
消
防
設
備
資
金
の
貸
付
状
況

は
、
表
（
５
）
の
と
お
り
で
あ
る
。

自
動
車
損
害
共
済
事
業

　

自
動
車
損
害
共
済
事
業
は
、
町
村
が
管

理
、
使
用
す
る
自
動
車
に
つ
い
て
生
じ
た
損

害
及
び
自
動
車
に
よ
っ
て
生
じ
た
共
済
委
託

町
村
が
被
る
法
律
上
の
損
害
賠
償
額
を
相
互

に
救
済
す
る
た
め
、
建
物
災
害
共
済
事
業
と

同
様
、
地
方
自
治
法
第
二
六
三
条
の
二
（
相

互
救
済
事
業
経
営
の
委
託
）
の
規
定
に
よ
る

共
済
事
業
と
し
て
、
昭
和
三
十
三
年
十
月
に

発
足
し
た
。
こ
の
間
、
共
済
委
託
町
村
な
ら

び
に
各
都
道
府
県
支
部
（
町
村
会
）
の
多
大

な
協
力
を
得
て
事
業
基
盤
は
安
定
を
み
て
い

る
が
、
今
後
は
市
町
村
合
併
の
影
響
が
懸
念

さ
れ
る
状
況
に
あ
る
。

　

事
業
の
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
制
度
内
容

の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
事
故
に
よ
っ
て

生
じ
る
事
故
処
理
に
つ
い
て
は
査
定
専
門
員

を
配
置
し
、
査
定
体
制
の
強
化
を
図
り
早
期

か
つ
適
正
な
解
決
に
努
め
て
い
る
。

　

平
成
十
六
年
度
の
収
支
状
況
は
、
収
入
合

計
額
五
二
億
八
、
四
〇
〇
万
余
円
（
前
年
度

比
一
・
三
％
減
）、
支
出
額
五
一
億
七
、
九

一
二
万
余
円（
前
年
度
比
四
・
一
％
増
）で
差

引
き
一
億
四
八
八
万
余
円
の
剰
余
金
と
な
っ

た
。
こ
の
剰
余
金
に
つ
い
て
は
、
規
約
に
基

づ
き
、
運
営
準
備
積
立
金
に
繰
入
れ
た
。

　

平
成
十
六
年
度
の
受
託
及
び
損
害
状
況
等

は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１
、
受
託
状
況

　

平
成
十
六
年
度
の
受
託
実
績
は
、
表
（
７
）

の
と
お
り
で
あ
っ
て
、
共
済
基
金
分
担
金
収

入
総
額
は
、
三
七
億
一
、
四
六
二
万
余
円
で
、

前
年
度
実
績
三
八
億
三
、
二
五
五
万
余
円
に

比
し
、
一
億
一
、
七
九
二
万
余
円
（
三
・
〇

％
）
の
減
と
な
っ
た
。

　

共
済
種
別
毎
の
受
託
状
況
で
は
、車
両
共

済
に
お
い
て
は
、一
五
三
、九
五
八
台
で
前
年

度
比
一
、四
〇
四
台
の
減
、収
入
分
担
金
一
七

億
四
、四
五
一
万
余
円
で
、前
年
度
比
六
、二

六
四
万
余
円
の
減
と
な
っ
た
。ま
た
、賠
償
共

済
に
お
い
て
は
対
物
賠
償
共
済
一
五
八
、〇

七
一
台
で
前
年
度
比
一
、五
〇
〇
台（
〇
・
九

％
）、対
人
賠
償
共
済
一
五
七
、六
七
五
台
で
、

前
年
度
比
一
、四
五
五
台（
〇
・
九
％
）そ
れ
ぞ

れ
減
少
し
、収
入
分
担
金
は
対
物
賠
償
共
済

一
二
億
二
八
五
万
余
円
で
前
年
度
比
三
、一

五
六
万
余
円（
二
・
五
％
）、対
人
賠
償
共
済
七

億
六
、七
二
五
万
余
円
で
、前
年
度
比
二
、三

七
一
万
余
円（
三
・
〇
％
）の
減
と
な
っ
た
。

２
、
損
害
の
状
況

　

平
成
十
六
年
度
の
損
害
状
況
は
表
（
８
）

の
と
お
り
で
あ
る
。

　

損
害
件
数
は
車
両
共
済
で
八
、
六
五
九

件
、
前
年
度
比
六
五
件
の
増
と
な
っ
た
が
、

対
物
賠
償
共
済
は
二
、七
〇
二
件
で
、前
年
度

比
二
八
三
件
、
ま
た
対
人
賠
償
共
済
は
一
五

七
件
で
、前
年
度
比
六
件
と
そ
れ
ぞ
れ
減
少

し
た
。

　

ま
た
、
損
害
率
に
お
い
て
は
、
前
年
度
に

比
べ
、
車
両
共
済
十
四
・
七
％
、
対
人
賠
償

共
済
七
・
四
％
と
そ
れ
ぞ
れ
増
加
し

た
が
、
対
物
賠
償
共
済
は
四
・
三
％

減
少
し
た
。

３
、
支
払
備
金

　

既
発
生
事
故
で
あ
っ
て
共
済
金
が

未
請
求
と
な
っ
て
い
る
も
の
に
つ
い

て
は
、
損
害
共
済
金
を
概
算
見
積

（
千
円
未
満
切
り
捨
て
）の
う
え
平
成

十
六
年
度
支
払
備
金
と
し
て
一
、
三

三
七
件
、
五
億
四
、
六
八
九
万
余
円

を
計
上
し
た
。

４
、
諸
積
立
金

　

平
成
十
六
年
度
末
に
お
け
る
基
金

積
立
金（
財
産
収
入
を
も
っ
て
造
成
）

及
び
運
営
準
備
積
立
金
（
事
業
剰
余

金
の
積
立
）の
総
額
は
一
四
七
億
五
、

五
六
三
万
余
円
と
な
り
、
そ
の
内
訳

は
、
基
金
積
立
金
三
三
億
九
、
八
八

四
万
余
円
、
運
営
準
備
積
立
金
一
一

三
億
五
、
六
七
九
万
余
円
で
あ
る
。

利　　益　　の　　部損　　失　　の　　部

金　　　　額科　　　　目金　　　　額科　　　　目

円円

3,714,624,570　1. 共済基金分担金収入3,181,275　1. 会 議 費

95,668,763　2. 財 産 収 入183,096,468　2. 事 務 所 費

710,357　3. 雑 収 入3,417,503,739　3. 事 業 費

1,473,003,726　4.前年度責任準備金戻入96,379,120　4. 財 産 費

1,478,965,373　5.次年度責任準備金繰入

104,881,441　6. 諸 支 出 金

5,284,007,416　合　　　　　　計5,284,007,416　合　　　　　　計

表 　平成１６年度自動車損害共済事業損益計算書(概要)

利　　益　　の　　部損　　失　　の　　部

金　　　　額科　　　　目金　　　　額科　　　　目

円円

8,689,472,085　1. 共済基金分担金収入6,060,020　1. 会 議 費

307,982,086　2. 財 産 収 入575,147,166　2. 事 務 所 費

277,922,296　3. 他 会 計 繰 入 金14,480,477,637　3. 事 業 費

5,213,502　4. 雑 収 入313,195,588　4. 財 産 費

6,833,627,535　5. 運営準備積立金戻入3,218,689,547　5.次年度責任準備金繰入

2,479,352,454　6.前年度責任準備金戻入0　6. 諸 支 出 金

18,593,569,958　合　　　　　　計18,593,569,958　合　　　　　　計

表 　平成１６年度建物災害共済事業損益計算書(概要)

（注１）損害率＝支払共済金／収入分担金
（注２）△は減を示す。

合　　　　計
賠　償　共　済

車　両　共　済区　　　分
対　　　　人対　　　　物

11,518件157件2,702件8,659件件　　　数平
成　

年
度

16 2,038,469,355円203,740,689円406,756,467円1,427,972,199円支払共済金

（54.9％）（26.5％）（33.8％）（81.8%）損　害　率

11,742件163件2,985件8,594件件　　　数平
成　

年
度

15 1,833,338,563円150,727,463円469,943,123円1,212,667,977円支払共済金

（47.8％）（19.1％）（38.1％）（67.1％）損　害　率

△224件△6件△283件65件件　　　数比
較
増
減（
％
）

205,130,792円53,013,226円△63,186,656円215,304,222円支払共済金

（7.1％）（7.4％）（△4.3％）（14.7%）損　害　率

表 　自動車共済損害状況

(注)△は減を示す。

合　　　　計
賠　償　共　済

車　両　共　済区　　　分
対　　　　人対　　　　物

469,704台157,675台158,071台153,958台台　　　数平
成　

年
度

16

3,714,624,570円767,256,310円1,202,855,300円1,744,512,960円収入分担金

474,063台159,130台159,571台155,362台台　　　数平
成　

年
度

15

3,832,553,580円790,974,460円1,234,423,540円1,807,155,580円収入分担金

△4,359台△1,455台△1,500台△1,404台台　　　数比
較
増
減（
％
）

（△0.9％）（△0.9％）（△0.9％）（△0.9％）

△117,929,010円△23,718,150円△31,568,240円△62,642,620円収入分担金

（△3.0％）（△3.0％）（△2.5％）（△3.4％）

表 　自動車共済受託実績
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随 想
　

宇
久
町
は
、
急
速
な
少
子
・
高
齢
化

が
進
ん
で
お
り
、
昭
和
の
大
合
併
の
時

に
１
１
、
６
８
４
人
い
た
人
口
も
平
成

　

年
４
月
の
人
口
は
３
、
４
９
３
人
と

１７な
り
、
世
帯
数
は
１
、
５
０
１
戸
、
１

戸
当
た
り
の
家
族
数
２
〜
３
人
、
ほ
と

ん
ど
が
老
人
２
人
世
帯
と
言
っ
て
も
過

言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ど
れ
く
ら
い
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る

か
と
な
れ
ば
、　

歳
以
上
が
１
、
３
４

６５

�
外
海
離
島
、
宇
久
町
の
選
択

　　　　　　　　

長 崎 県

 宇  久 町 長
う く

田　中　　稔

－

海
上
約　
 

離
れ
た
本
土
と
合
併－

60

宇
久
町
沿
革

　

長
崎
県
五
島
列
島
の
最
北
端
に
位

置
し
、
宇
久
島
と
寺
島
か
ら
な
る
。

面
積
は
合
わ
せ
て　

・　

平
方
キ
ロ

２６

４０

メ
ー
ト
ル
で
、
年
間
を
通
じ
て
寒
暖

の
差
が
小
さ
く
、
夏
は
涼
し
く
、
冬

は
暖
か
い
。
夏
の
海
水
浴
場
や
キ
ャ

ン
プ
は
有
名
で
あ
る
。
産
業
は
農
業

と
漁
業
が
盛
ん
で
あ
り
、
特
に
畜
産

の
島
と
し
て
、「
牛
が
人
よ
り
多
い

島
」
を
目
指
し
て
頑
張
っ
て
い
る
。

　

我
が
宇
久
町
は
、
１
島
１
町
で
昭
和

　

年
に
誕
生
し
、
現
在
ま
で
半
世
紀　

３０

５０

年
、
高
度
成
長
の
波
に
翻
弄
さ
れ
な
が

ら
も
、
国
か
ら
の
交
付
税
に
よ
る
財
源

再
配
分
に
よ
り
、
全
国
一
律
の
住
民

サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の

結
果
、
生
活
環
境
、
防
災
、
福
祉
、
産

業
等
の
施
設
の
整
備
が
充
実
さ
れ
た
と

こ
ろ
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の

長
引
く
経
済
の
低
迷
の
中
、
地
方
財
政

の
破
綻
が
足
下
ま
で
迫
り
、
国
の
「
三

位
一
体
」改
革
で「
交
付
税
制
度
の
改

革
」
が
最
大
の
焦
点
と
言
わ
れ
る
中
、

我
々
小
規
模
自
治
体
の
経
営
は
大
変
厳

し
い
も
の
と
判
断
い
た
し
ま
し
た
。
合

併
す
る
こ
と
は
現
在
の
シ
ス
テ
ム
の
自

治
権
が
無
く
な
る
こ
と
に
な
り
ま
す

が
、全
国
の
合
併
の
流
れ
を
、町
民
は
動

揺
す
る
こ
と
な
く
受
け
と
め
て
い
ま
す
。

　

市
町
村
合
併
に
つ
い
て
は
、
１
万
人

以
下
の
小
規
模
自
治
体
は
合
併
す
る
も

地
獄
、
し
な
い
に
し
て
も
地
獄
と
言
わ

れ
ま
す
が
、
合
併
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
以
下
の
こ
と
は
守
っ
て
い
き
た
い

と
考
え
ま
す
。

１
、
介
護
保
険
を
し
っ
か
り
や
り
な

お
す
こ
と

　

宇
久
町
の
介
護
認
定
事
業
所
は
、
特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
看
護
師
３
名
、

介
護
員　

名
、
生
活
相
談
員
・
介
護
支

１８

援
専
門
員
１
人
、
入
居
者
数　

名
）
と
、

４０

７
人
（　

・　

％
）、　

歳
以
上
の
人
口

３８
５６

７０

が
１
、
０
６
８
人
（　

・
８
％
）
で
す
。

２９

そ
し
て
ど
れ
く
ら
い
少
子
化
が
進
ん
で

い
る
か
と
な
り
ま
す
と
、
小
学
校
が
２

校
あ
り
、
そ
の
内
の
１
校
の
入
学
者
が

１
名
、
人
口
の
多
い
と
こ
ろ
の
、
も
う

１
つ
の
小
学
校
に　

名
と
な
っ
て
お
り

１６

ま
す
。
今
後
ま
す
ま
す
高
齢
者
は
増
加

し
、
子
供
の
数
が
少
な
く
な
っ
て
い
く

こ
と
は
確
実
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
少
子
・
高
齢
化
の
中
、

今
回
の
平
成
の
大
合
併
に
お
い
て
、
宇

久
町
は
平
成　

年
３
月　

日
に
長
崎
県

１８

３１

佐
世
保
市
に
編
入
合
併
す
る
こ
と
を
決

定
し
て
い
ま
す
。　

　

４
千
人
弱
の
住
民
が
、
安
全
で
安
心

し
て
暮
ら
せ
る「
持
続
可
能
な
島
社
会
」

を
維
持
す
る
た
め
、
１
島
１
町
で
生
き

残
れ
る
か
、
あ
ら
ゆ
る
角
度
か
ら
検

討
、
研
究
し
、　

万
都
市
の
佐
世
保
市

２５

と
の
合
併
を
決
心
致
し
ま
し
た
。

宇
久
町
社
会
福
祉
協
議
会
（
看
護
師
２

名
、
訪
問
介
護
員
８
名
、
介
護
支
援
専

門
員
６
人
、
介
護
福
祉
士
７
名
、
社
会

福
祉
主
事
７
名
）
が
あ
り
ま
す
。
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
は
昭
和　

年
４
月
か

６３

ら
開
園
し
、
全
国
で
初
め
て
の
小
規
模

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（　

床
）
と
し

３０

て
認
可
さ
れ
た
施
設
で
す
。
平
成　

年
１７

３
月
ま
で
は
直
営
で
経
営
し
て
い
ま
し

た
が
、
平
成　

年
４
月
か
ら
は
民
間
に

１７

経
営
委
譲
し
ま
し
た
。
自
宅
介
護
が
困

難
な
老
人
の
入
所
施
設
と
し
て
、
島
に

は
無
く
て
は
な
ら
な
い
施
設
で
あ
り
、

島
で
家
族
と
ふ
れ
あ
い
な
が
ら
介
護
が

可
能
に
な
っ
て
い
ま
す
。
宇
久
町
社
会

福
祉
協
議
会
は
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
と
訪
問

サ
ー
ビ
ス
を
主
体
と
し
た
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
行
っ
て
お
り
、
施
設
介
護
を
受
け

ら
れ
な
い
老
人
に
強
い
味
方
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
の
２
つ
の
事
業
所
で
施
設

支
援
型
と
在
宅
支
援
型
が
う
ま
く
か
み

合
っ
て
安
心
で
き
る
介
護
体
制
を
維
持

し
て
い
き
ま
す
。

２
、
医
師
の
確
保
、
診
療
施
設
を
充

実
さ
せ
る
こ
と

　

離
島
医
療
の
確
保
は
、「
し
ま
」
故
の

大
き
な
課
題
で
あ
り
、
常
に
問
題
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
特
に
医
師
の
確
保
は
最

重
要
課
題
で
あ
り
、
長
崎
県
で
は
離

島
・
へ
き
地
医
師
確
保
支
援
セ
ン
タ
ー

を
平
成　

年
度
か
ら
設
置
し
、
県
と
し

１６

て
医
師
を
雇
い
入
れ
て
、
い
つ
で
も
離
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随 想

島
の
市
町
村
が
医
師
が
必
要
な
と
き
に

派
遣
で
き
る
制
度
を
確
立
し
て
い
ま

す
。
宇
久
町
も
現
在
１
名
の
医
師
を
派

遣
い
た
だ
い
て
、　

医
療
の
充
実
を

図
っ
て
い
ま
す
。
島
に
は
耳
鼻
咽
喉
科

や
眼
科
が
無
い
た
め
、
本
土
に
治
療
の

た
め
渡
ら
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
診

療
科
目
の
充
実
に
も
取
り
組
む
必
要
が

あ
り
ま
す
。

３
、
子
供
の
教
育
の
充
実
、
大
人
の

生
涯
学
習
の
場
を
設
け
る
こ
と

　

宇
久
町
の
少
子
高
齢
化
は
深
刻
で
あ

り
、
高
齢
化
率
は
約　

％
と
高
く
、
出

３８

生
者
数
も
年
間　

名
以
下
と
激
減
し
て

２０

い
ま
す
。
島
に
は
、
保
育
園
か
ら
高
校

ま
で
学
べ
る
学
習
環
境
は
あ
り
ま
す

が
、
近
い
将
来
生
徒
数
の
激
減
で
学
校

と
し
て
維
持
で
き
な
い
こ
と
も
考
え
ら

れ
ま
す
。
そ
こ
で
、
長
崎
県
は
宇
久
島

を
対
象
に
小
中
高
校
一
貫
教
育
の
研
究

に
取
り
か
か
る
事
に
し
て
い
ま
す
。

４
、
水
資
源
の
確
保
及
び
ご
み
、
し

尿
な
ど
を
含
め
た
環
境
の
整
備
を

し
っ
か
り
す
る
こ
と

　

水
道
、
ご
み
・
し
尿
は
現
在
１
０
０

％
の
普
及
率
で
あ
り
ま
す
が
、
十
分
町

民
の
ニ
ー
ズ
に
は
応
え
る
体
制
を
維
持

し
ま
す
。

　

１
島
完
結
型
で
の
環
境
行
政
は
、
多

大
な
行
政
負
担
を
生
じ
ま
す
が
、
資
源

の
リ
サ
イ
ク
ル
ま
で
責
任
を
持
っ
て
対

　
【
昭
和
の
合
併
に
つ
い
て
】

　

昭
和　

年
に
旧
平
町
と
旧
神
浦
村
が

３０

合
併
し
て
、「
宇
久
町
」
が
誕
生
し
ま
し

た
。
宇
久
町
は
、
現
在
「
長
崎
県
佐
世

保
市
」
と
平
成　

年
３
月　

日
に
合
併

１８

３１

す
る
こ
と
を
決
定
し
て
い
ま
す
が
、
宇

久
町
と
し
て　

年
の
歴
史
が
あ
り
ま

５０

す
。
昭
和　

年
に
旧
平
町
と
旧
神
浦
村

３０

が
合
併
し
て
「
宇
久
町
」
が
誕
生
し
た

わ
け
で
す
が
、
時
の
平
町
の
町
長
が
こ

の
時
期
に
「
佐
世
保
市
と
の
合
併
」
を

隣
島
の
小
値
賀
町
と
旧
神
浦
村
に
呼
び

か
け
た
そ
う
で
す
。
両
町
村
の
反
対
が

あ
っ
て
実
現
は
し
ま
せ
ん
で
し
た
が
、

佐
世
保
市
と
の
合
併
が
決
定
し
た
今

日
、
半
世
紀
を
経
た
平
成
の
大
合
併
、

先
人
の
思
慮
の
深
さ
を
感
じ
ま
す
。

応
で
き
る
仕
組
み
を
つ
く
り
ま
す
。

　

本
土
と
外
海
離
島
と
の
合
併
は
、
全

国
で
も
希
な
ケ
ー
ス
で
す
が
、
町
民
と

一
体
と
な
っ
て
、
合
併
し
て
本
当
に
良

か
っ
た
と
言
え
る
ま
ち
づ
く
り
を
し
て

ま
い
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

全
国
町
村
会
・ 

全
国
自
治
協
会
は
、
火
災
多
発
期
に
際
し
、
庁
舎
、

学
校
等
公
共
建
物
を
火
災
か
ら
守
る
た
め
「
平
成　

年
度
公
共
建
物
火
災

１７

予
防
運
動
」
と
加
入
団
体
の
安
全
運
転
に
対
す
る
意
識
の
高
揚
を
図
り
、

交
通
事
故
の
防
止
に
努
め
る
た
め
「
平
成　

年
度
交
通
安
全
運
動
」
を
全

１７

国
的
に
実
施
し
て
い
る
。

　
 

全
国
自
治
協
会
が
実
施
し
て
い
る
公
有
建
物
災
害
共
済
事
業
に
お

け
る
罹
災
原
因
の
う
ち
火
災
に
よ
る
支
払
件
数
は
、
こ
こ
数
年
ほ
ぼ
横
ば

い
の
状
態
で
あ
る
も
の
の
、
一
端
火
災
が
発
生
す
る
と
、
そ
の
損
害
額
は

高
額
に
な
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
火
災
が
多
く
な
る
こ
の
時
期
に
実
施
し
て

い
る
。

　

昨
年
末
に
は
加
入
町
村
に
対
し
、
建
物
の
防
火
診
断
が
簡
単
に
で
き
る

「
公
共
建
物
の
防
火
診
断
要
領
」
を
配
布
し
、
査
察
診
断
の
実
施
に
よ
る
火

災
の
未
然
防
止
に
努
め
て
も
ら
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
運
行
管
理
者
の
運
行
・
車
両
管
理
、
運
転
者
の
安
全
運
転
診
断

の
資
料
と
し
て
「
人
に
や
さ
し
い
安
全
運
転
」
を
配
布
し
、
交
通
事
故
の

防
止
に
努
め
て
も
ら
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

㈶

㈶
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総
務
省
は
、
平
成　

年
４
月
１
日
現
在

１７

の「
地
方
公
共
団
体
定
員
管
理
調
査
結
果
」

を
公
表
し
た
。

  
地
方
公
務
員
総
数
は
、
３
０
４
万
２
、

１
２
２
人
で
、
前
年
に
比
べ
４
１
、
４
７

５
人
の
減
少
と
な
り
、
平
成
７
年
か
ら　
１１

年
連
続
の
減
少
と
な
っ
た
。
今
回
の
調
査

結
果
の
特
徴
と
し
て
、
一
般
行
政
・
教
育
・

公
営
企
業
等
会
計
の
部
門
で
職
員
数
が
減

少
し
、
特
に
市
町
村
の
職
員
数
は
、
９
年

連
続
し
て
純
減
し
、
調
査
開
始
以
来
最
大

の
減
少
と
な
っ
た
。

　

そ
の
理
由
と
し
て
、
厳
し
い
財
政
状
況

の
下
、
事
務
事
業
の
見
直
し
、
組
織
の
統

廃
合
、
民
間
委
託
等
の
活
用
等
、
定
員
管

理
の
適
正
化
に
積
極
的
に
取
組
ん
で
き
た

成
果
と
し
て
い
る
。

　

団
体
区
分
別
で
は
、
都
道
府
県
が
１
６

０
万
９
、
６
２
８
人
（
前
年
比
０
・
７
％

減
）
で
市
町
村
等
は
、
１
４
３
万
２
、
４

９
４
人
（
同
２
・
１
％
減
）
で
３
万
１
８

１
人
の
減
少
と
な
っ
た
。

　

部
門
別
で
は
、
一
般
行
政
部
門
が
１
０

４
万
８
、
８
６
０
人
で
前
年
よ
り
２
０
、

２
９
１
人
減
と
な
っ
て
お
り
、
う
ち
市
町

村
等
で
は
、　

万
１
、
８
７
２
人
と
１
４
、

７７

８
８
５
人
減
と
な
っ
て
い
る
。
公
営
企
業

等
会
計
部
門
は
、
４
２
３
、
６
１
５
人
で

１
０
、
３
０
０
人
の
減
と
な
っ
た
。

　

一
方
、
警
察
部
門
が
２
７
４
、
２
７
１

人
で
警
察
体
制
の
強
化
に
よ
り
対
前
年
比

で
３
、
４
０
１
人
増
、
消
防
部
門
が
１
５

５
、
６
９
３
人
で
消
防
本
部
体
制
の
強
化

に
よ
り
４
４
８
人
増
加
し
た
。

地
方
公
共
団
体
定
員
管
理
調
査

結
果
公
表 

― 
総 
務 
省 
―

農
村
資
源
保
全
意
識
調
査
結
果

を
公
表 

― 
農 
水 
省 
―

　
「
半
島
ツ
ー
リ
ズ
ム
大
学
」
が
、
国
土
交

通
省
、
鹿
児
島
県
、
曽
於
市
の
主
催
及
び

全
国
半
島
振
興
市
町
村
協
議
会
他
の
後
援

に
よ
り
、
２
月
２
日
か
ら
４
日
の
日
程

で
、
鹿
児
島
県
大
隈
半
島
に
お
い
て
開
催

さ
れ
る
。

　

こ
の
「
大
学
」
は
、
地
理
的
制
約
や
交

通
面
等
、
他
の
地
域
と
比
較
し
て
不
利
な

条
件
の
も
と
に
あ
る
半
島
地
域
に
つ
い
て

そ
の
諸
問
題
を
克
服
す
る
た
め
、
全
国
の

半
島
関
係
者
が
集
い
、
情
報
を
交
換
し
、

知
恵
を
出
し
な
が
ら
、
い
っ
し
ょ
に
半
島

の
未
来
に
つ
い
て
考
え
る
参
加
型
の
イ
ベ

ン
ト
で
あ
る
。

　

初
日
は
、
過
去
開
催
の
半
島
ツ
ー
リ
ズ

ム
大
学
参
加
者
の
長
崎
県
フ
ェ
ル
ム
・
ド
・

外
海
代
表
の
日
宇
ス
ギ
ノ
さ
ん
に
よ
る

「
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
女
性
の
セ
ン
ス
で
広

げ
る
農
家
交
流
ビ
ジ
ネ
ス
」
と
題
し
た
活

動
報
告
を
は
じ
め
事
例
紹
介
２
例
が
報
告

さ
れ
る
。
そ
の
後
、
か
ご
し
ま
探
検
の
会

に
よ
る
「
曽
於
の
資
源
」
と
題
し
た
事
前

調
査
が
報
告
さ
れ
、
そ
の
後
３
つ
の
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
に
分
れ
て
取
組
方
針
説
明
や

課
題
整
理
が
行
わ
れ
る
。
２
日
目
は
そ
の

テ
ー
マ
に
沿
っ
て
取
材
活
動
や
実
地
の
作

業
を
行
い
、
成
果
を
取
り
ま
と
め
、
最
終

日
に
各
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
成
果
を
報
告

し
相
互
に
意
見
を
交
換
し
合
う
。
次
に
、

観
光
振
興
の
カ
リ
ス
マ
で
も
あ
り
、
福
田

農
場
ワ
イ
ナ
リ
ー
代
表
取
締
役
社
長
の
福

田
氏
に
よ
る
特
別
講
演
が
行
わ
れ
、
最
後

に
、
半
島
ツ
ー
リ
ズ
ム
大
学
の
学
長
で
あ

る
羽
田　

耕
治
横
浜
商
科
大
学
教
授
が
総

括
す
る
。

　

こ
の
大
学
は
、
こ
れ
ま
で
８
回
開
催
さ

れ
て
き
た
が
、
今
回
は
、《
商
機
を
見
出
せ

「
南
端
の
宝
物
庫
」
大
隈
》
を
テ
ー
マ
に
、

半
島
の
持
つ
潜
在
力
を
引
き
出
し
、
具
体

的
成
果
を
残
す
こ
と
を
目
指
す
。

第
９
回
半
島
ツ
ー
リ
ズ
ム
大
学　

鹿
児
島
大
隈
」

in

開
催
さ
れ
る 

― 
鹿
児
島
県
曽
於
市 
―

　

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、
農
地
や
農
業
用

水
と
い
っ
た
農
村
資
源
の
保
全
に
関
す
る

国
民
意
識
調
査
の
結
果
を
公
表
し
た
。

　

こ
の
調
査
は
、
農
業
・
農
村
に
対
す
る

国
民
の
ニ
ー
ズ
及
び
、
地
域
共
同
活
動
に

対
す
る
国
民
の
意
識
を
調
査
す
る
と
と
も

に
、
農
村
の
保
全
の
た
め
の
維
持
活
動
に

つ
い
て
の
国
民
の
理
解
度
等
に
つ
い
て
把

握
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
。
大
都

市
、
中
都
市
、
小
都
市
・
町
村
か
ら
そ
れ

ぞ
れ
１
、
０
０
０
名
強
ず
つ
、
３
、
２
２

８
名
か
ら
回
答
が
寄
せ
ら
れ
た
。

　

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
①
農
業
・
農
村

の
働
き
に
対
す
る
意
識
に
つ
い
て
は
、

「
自
然
や
生
態
系
を
保
全
す
る
働
き
」「
水

や
空
気
を
き
れ
い
に
す
る
働
き
」
の
ほ
か

「
美
し
い
景
観
を
作
る
働
き
」「
伝
統
や
文

化
を
守
る
働
き
」
に
関
す
る
認
識
が
高
く

な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
②
地
域
に
お
け
る
共
同
活
動
に

関
す
る
認
識
で
は
、
自
ら
の
居
住
地
域
周

辺
で
の
清
掃
等
の
共
同
活
動
に
つ
い
て
、

回
答
者
の
６
割
は
参
加
の
経
験
が
あ
る

が
、
都
市
の
規
模
が
大
き
い
ほ
ど
参
加
経

験
が
少
な
く
、
参
加
し
て
い
な
い
理
由
と

し
て
、「
情
報
が
な
い
」「
誘
わ
れ
た
こ
と

が
な
い
」
と
い
う
回
答
が
多
い
。

　

さ
ら
に
、
③
農
村
で
の
維
持
管
理
活
動

が
、
農
業
や
農
村
の
有
す
る
働
き
を
支
え

て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、
回
答
者
の
半
数

が
認
識
し
、
９
割
近
い
回
答
者
が
そ
の
活

動
の
強
化
の
た
め
の
対
策
が
必
要
と
考
え

て
お
り
、
維
持
管
理
活
動
へ
の
協
力
依
頼

が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
約
半
数
の
者
が
参

加
し
て
も
い
い
と
回
答
し
て
い
る
。


